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【様式３】 

「道路政策の質の向上に資する技術研究開発」（平成２９年度採択） 

研 究 概 要 

番号 研究課題名 研究代表者 

No.29-3 
質の高い交通時代のモビリティの価値の計測手法開

発に関する研究 
広島大学 教授 藤原 章正 

 
 
異なる時間価値や時間制約を持つ移動主体が共生する質の高い交通時代のモビリティを実現するため、

交通の価値の計測方法を再構築することを研究目的として、Connected 公共交通システムの社会的受容性

の研究を実施する研究開発。 

１．研究の背景・目的 

超高齢社会を迎えたわが国では「質の高い交通」サービスが求められている。質の高い交通とは、例えばヒューマ

ンエラーを予防する自動運転車両など、革新的技術に支えられたきめ細かな移動サービスをいう。こうしたサービス

は特に心身機能が低下した高齢者にとって有用と考えられるが、いくつかの点でモビリティの価値の計測方法を見

直す必要がある。本研究は、異なる時間価値や時間制約を持つ移動主体が共生する超高齢社会において、モビリ

ティの価値の計測方法を再構築することを目的とする。 

 

２．研究の内容 

初年度は、時間価値計測に関する既往理論のレビューと理論研究、高齢者の運転免許返納意向や保有価値に

関する調査、Connected 公共交通の仮想現実選択実験の設計、選好意識調査による自動運転の社会的受容性の

計測を実施する。 

2 年目は、異質な主体間／貨客間混乗バスの時間価値計測手法の研究、高齢ドライバーの運転機能の計測手

法の適用による運転免許保有価値の研究、時間価値計測技術の有効性の検証に向けた仮想現実選択実験による

Connected 公共交通システムの社会的受容性の研究を実施する。 

最終年度は、Connected 公共交通システムの公道実証実験により社会的受容性を明らかにするとともに、質の高

い交通時代の道路事業の包括的評価手法の有用性を示す。 

 

３．研究の成果（抜粋） 

(1) 交通時間短縮の価値に関する知見 

１） 過疎地域における貨客混載サービスに対する交通時間短縮価

値  

の計測  

物と人の移動を統合し効率的に運用する貨客混載サービスには

時間価値の異なる多様な利用者が同乗するため、交通手段選択モ

デルを構築し、多様な時間短縮価値を計測した。そして、ひとつの

輸送サービスとして統合した運行経路の最適化手法を開発した。 

２） 自動運転車内のマルチタスク行動が居住地選択行動に及ぼす

影響の計測 

完全自動運転車では、移動中にマルチタスクが可能となり、長い

旅行時間に対する抵抗感が低くなることをＳＰ調査により実証した。

活動種類ごとにマルチタスクの実施可能性を計測するとともに、居住

地選択行動モデル（Panel Binary Mixed Logit Model）を構築して、

この自動運転車の普及が都市構造の変化を引き起こす可能性を示

した。 

 

(2) アクセシビリティ改善の価値に関する知見 

１） 高齢者の自動車運転免許返納のための診断システムの開発  

認知症等の疾患が進行した高齢ドライバーが自動車運転免許を

継続保有し運転することの可否を計測する診断システムを開発し、

公道走行実験でその適用性を明らかにした。 

 

 

 

 

 

 
 

図１ 貨客混載サービスの SP調査 

Panel Binary Mixed Logit Model 

Pint = �
exp(Vint+bin)

∑ exp�Vjnt+bjn�𝑗𝑗

 

bn

 f(bn)dbn 

Pint: 時点 t、 個人 n、 居住地 i の選択確率 

Vint:時点 t、 個人 n、 居住地 i の効用確定項 

bn: 個人 n の確率効果 

 
図 2 AV による通勤時間短縮の価値 
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２） 自動車運転免許返納に関する世帯の意思決定構造の計測  

高齢者とその家族との間のコミュニケーションを通じた世

帯の意思決定構造を表現する免許返納行動モデルを構築し、そ

の有効性を検証した。 

３） 中山間地域におけるライドシェアの成立可能性の計測  

中山間地域において、運転者と利用者のミーティングポイントを設

け、活動スケジュール制約のもとで運行するライドシェアの成立可能

性を計測するシミュレーションモデルを構築した。 

 

(3) コネクティビティ改善の価値に関する知見 

１） 自動運転車のリスク認知と社会的受容性の計測 

路車通信・車車間通信システムにより運行する自動運転技術に対する

利用者のリスク認知マップを求め、自動運転技術に対する未知のリスク

認知度は、他の科学技術よりも高いことを発見した。 

２） 社会実験による自動運転バスとＬＲＴの協調システムの価値の計測 

自動運転バスが一般車道からＬＲＴ軌道敷に運転操作なしで侵入し、

追従走行した後、再び車道へ戻るという世界で初めての自動運転バスと

ＬＲＴの協調システムの社会実験を実施した。同システムは軌道敷内を

正確にレーンキープ走行し、停留所では先行停車車両を認知して正着

すること、この技術を体験したモニターから自動運転バスの社会的受容

性があることを確認した。 

 

４．主な発表論文（研究代表者はゴシック、研究分担者は下線） 
1. Moriwaki、 T.、 Chikaraishi、 M.、 Fujiwara、 A. (2018) Numerical 

simulation on the feasibility of ride-sharing system in rural areas of 
Japan、 Presented at the International Conference on Smart Mobility 
and Logistics in Future Cities、October 18-20、 Hong Kong、 2018. 

2. Namgung H.、Chikaraishi、 M.、 Fujiwara、 A.、 et al.(2019) 
Estimating Heterogeneous Value of time for an Integrated Transport 
between Passenger and Goods: A Case study in a Japanese Rural area、 
Journal of the Eastern Asia Society for Transportation Studies 13、 
1321-1332. 

3. Kakujo R. Chikaraishi、  M.、  Fujiwara、  A.、  et al. (2020) 
Heterogenous effects of multitasking in autonomous vehicles on 
residential location choice behavior、 TRB 2020 (CD-ROM). 

4. Fukui N. Chikaraishi、 M.、 Fujiwara、 A. (2020) A collective 
household model of driving cessation of older adults、 in “Mapping 
the Travel Behavior Genome” (K.G. Goulias and A.W. Davis、 eds)、 
Paperback ISBN: 9780128173404、 eBook ISBN: 9780128173411、 Elsevier 

5. Chikarashi M.、 Fujiwara、 A.、 et al. (2020)、 Risk perception and social acceptability of autonomous vehicles: 
A case study in Hiroshima、 Japan、 Transport Policy、 https://doi.org/10.1016/j.tranpol.2020.05.014 

 
５．今後の展望 

自動運転バスとＬＲＴの協調システムの実証実験により、技術的側面からシステムの導入可能

性を検証することができた。社会的受容性を確実に確認するために、今後、条件の異なる多様な

都市で同様の検証が必要となる。 
 
６．道路政策の質の向上への寄与 

質の高い交通時代のモビリティの価値を高めるために、交通時間短縮策、アクセシビリティ改善策、コ

ネクティビティ改善策、レジリエンス改善策は、いずれも有効な施策であること、これらを統合した包括的な

道路政策が質の向上に寄与することを示した。現在、本研究成果を基礎として、自動運転車と交通信号

機との路車間通信技術、一般車両、バスとＬＲＴの車車間通信技術、中山間地域での自動運転技術に

検証研究へと発展しており、質の高い交通サービスの実現に向けて、継続的な貢献、発展が期待できる。 
 
７．ホームページ等 

https://danro.asahi.com/article/12990184 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

図 5 世界初、自動運転バスとＬＲＴの協

調システムの社会実験 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 運転免許返納診断システム 

 
図 4 高齢者と家族のコミュニケーショ

ンに基づく意思決定モデル 

 

https://doi.org/10.1016/j.tranpol.2020.05.014
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第１章 はじめに 
 

 

 

 
1.1 研究の背景と目的 

 

(1)  研究の背景 

超高齢社会を迎えたわが国では、近年、自動車の保

有や移動の量が徐々に減っていく「ピークカー」現象が

現れている（図1-1）。そこで、サービスの量に加えて「質

の高い交通」サービスが求められている。質の高い交通

とは、例えば異質な主体間・貨客間が混乗するデマンド

交通、ヒューマンエラーを予防する自動運転車両（レベ

ル３相当）、異モードが連携し共同運行するシームレス

なマルチモーダルサービスなど、革新的技術に支えら

れて実現するきめ細かな移動サービスをいう。こうしたサ

ービスは特に心身機能が低下した高齢者にとって有用

と考えられるが、いくつかの点で交通の時間価値の計

測方法を見直す必要がある。具体的には、 
１） 異なる時間価値や時間制約を持つ多様な移動主

体が混在する超高齢時代の社会的厚生水準評価

のための地域レベルの時間価値の推計方法 
２） 移動が発生する時刻や空間、取り巻く社会関係資

本の程度により変動すると考えられる交通の時間

価値の計測方法 
などの開発が、質の高い交通時代の道路事業の包括

的評価のためには重要となる。 
 
(2)  研究の目的 

そこで本研究課題では、質の高い交通時代のモビリ

ティの価値の計測手法を開発し、実験的検証によりその

有効性をあきらかにすることを目的とする。具体的には、 
１）理論研究：価値の計測手法の再検討 

多様な時間価値や時間制約を持つ移動主体が混在

する社会において、道路事業の包括的評価手法の開

発 
２）事例研究：モビリティの価値の計測手法の開発 
①混乗サービスによる移動の価値 
②自動運転車両専用の特殊運転免許の保有価値 
③Connected公共交通（異モード間共同運行）の利用

価値 
である。本研究は平成21〜23年度に行われた「道路交

通の時間価値についての研究（主査：加藤浩徳）」の発

展研究として位置づけられる。上記課題を解決する理

論研究を発展させ、当時よりも社会実装が進んだ３つの

革新技術を対象にフィールド実験等を通じた事例検証

することが可能となったことから、本研究の着想に至った。 
なお、近年、アジア地域でも日本が経験した倍化係

数を凌ぐ速度で高齢化が進む国が現れ、2015年の日

ASEAN交通大臣会合ではQuality Transportがキーワー

ドになっている。 

 
(a) 外出機会の減少 

 
(b) 車両走行距離の減少 

 
(c) 若者の免許保有率の低下 

図1-1 ピークカー現象 
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1.2 研究体制 

 

わが国の交通工学・交通計画の研究者に、予防医学

の研究者を加えた6名からなる研究体制をとった。また、

海外の交流協定大学から3名の専門家を海外研究協力

者として加え、バランスの取れた研究体制を組んだ（図

1-2）。さらに、個人情報保護と被験者への専門的対応

のため、事例研究②の高齢ドライバーの運転機能の計

測島根県内の自動車免許教習所および認知症医療機

関等に、自動運転車両用運転免許保有の価値調査は

地域コンサルタントにそれぞれ一部業務を発注した。 
事例研究③の仮想現実（VR）選択実験については

VR制作と実験実施のために、公道実証実験について

は実験環境（通信環境）の整備とビッグデータ収集のた

めに、交通事業者およびコンサルタント等で構成するコ

ンソーシアムを設立して産学官の推進体制を整えた。 
 

 
図1-2 研究体制 

 

1.3 研究スケジュール 

 

初年度は、時間価値計測に関する既往理論のレビュ

ーと理論研究、高齢者の運転免許返納意向や保有価

値に関する調査、Connected公共交通の仮想現実選択

実験の設計およびVR画像データ作成、選好意識（SP）
調査による自動運転の社会的受容性の計測を実施した。 

2年目は、異質な主体間／貨客間混乗バスの時間価

値計測手法の研究、高齢ドライバーの運転機能の計測

手法の適用による運転免許保有価値の研究、時間価

値計測技術の有効性の検証に向けた仮想現実選択実

験によるConnected公共交通システムの社会的受容性

の研究を実施した。 
最終年度は、Connected公共交通システムの行動実

証実験により社会的受容性を明らかにするとともに、質

の高い交通時代の道路事業の包括的評価手法の有用

性を示した。 
 

1.4 本報告書の構成 

本報告書は、6章から構成されている。 
第1章では、本研究課題の問題設定、研究の枠組み、

研究体制及びスケジュールについて概要を示す。 
第2章は理論研究であり、古典的な研究課題である

旅行時間価値の定義や推計方法に関するレビューと自 
 

 
図1-2 研究スケジュール 

 

動運転等の新しい技術に対応した旅行時間価値に

関する研究及び政策の重要性について述べる。 
第3章から、事例研究に入る。まず3章では、過疎地

域における貨客混載サービスやグリーン・スロー・モビリ

ティサービス、自動運転といった新しい交通サービスの

旅行時間価値の考え方と計測について検討する。 
第4章では、移動機会へのアクセシビリティについて

検討する。高齢者世帯の自動車運転免許返納を見据

え、運転機能診断システムの開発と運転免許保有の価

値、運転免許返納の意思決定について検討する。また、

返納後の代替移動手段としてライドシェアサービスの成

立可能性の計測方法について検討する。 
第5章では、新技術による交通のコネクティビティ改善

をとりあげる。まず、自動運転車のリスク認知と社会的受

容性の計測し、仮想現実選択実験および公道実証実

験を通じて自動運転バスとＬＲＴの協調システムの価値

について検討する。 
最後に第６章では、研究の成果を総括し、質の高い

交通時代に求められる交通政策を展望する。 
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第２章 旅行時間価値の体系化 
 

 

 

 
2.1 旅行時間価値の理論と推計手法 

 

旅行時間価値（VoTT）とは、移動者（消費者）が旅行

時間を短縮する貨幣価値（すなわち、ある条件の下で所

要時間を短縮するのに移動者がもつ支払意思額）をいう。

旅行時間の短縮価値に限定する場合もあれば、広く活

動のための旅行時間価値や時間制約を取り除く価値に

拡張する場合もある（Kato, 2013）。旅行時間価値は時間

と費用の限界効用の比で表され、限界効用の変動に応

じて旅行時間価値も変動する。 
本研究が対象と捉えている実務では、一般に、移動者

は、旅行時間を短縮することにより正の便益を得ると考え

られることから、しばしば旅行時間価値は旅行時間短縮

価値（VoTTS）と同義で使用される。旅行時間短縮価値

は交通モデルや交通事業評価の要となる考え方である。 
具体例として、交通需要予測モデルにおいて、一般

化費用すなわち旅行時間と旅行費用の線形関数が旅行

時間短縮価値の説明変数として使用される。この旅行時

間価値は、交通手段選択モデルでは最良の手段を決定

し、交通配分モデルでは最適パスを決定する役割を果

たす。 
本章では、旅行時間価値に関する古典的な論文、著

名な教科書の一部を再掲し、本研究が取り上げる「質の

高い交通」に関連する木法的な概念を再整理する。 
 

(1) 交通時間価値の理論 

消費者理論において、時間には３つの重要な役割が

あると考えられている。①効用関数において時間の大き

さ記す標す変数としての役割、②時間制約を表す役割、

③時間配分と財の消費を関連づける役割（Jara-Diaz, 
2000）である。 

旅行時間価値に関する理論はこれまで広く議論され

てきたが、その多くはBecker（1965）の時間配分モデルを

基礎としている。人はどのくらい労働を供給するか、つま

り、可処分時間の制約の下で、労働、余暇、移動などに

どの程度時間を割くかを選択しているという基本的な考

え方に基づく。Becker（1965）によれば、経済分析の「生

産的」消費とは消費財の質と量に及ぼす所得効果である

（Becker, 1965; Gronau, 1970; Bruzelius, 1979)。 

家計が生活必需品を生産するために時間と市場財を

以下のように組み合わせると仮定する。 
   𝑍𝑍𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑋𝑋𝑖𝑖 ,𝑇𝑇𝑖𝑖)  (2-1) 
ここで、𝑓𝑓𝑖𝑖() は生産関数、Xi は市場投入、Ti は i 番目

の消費財の生産に要する時間。  
 家計は次式の効用を最大化する行動をとる。 
   𝑈𝑈 = 𝑈𝑈(𝑍𝑍1, … ,𝑍𝑍𝑛𝑛)  (2-2) 
 効用関数を最大化する財の最善の組み合わせは、 
   𝑈𝑈 = 𝑈𝑈(𝑍𝑍1 … ,𝑍𝑍𝑛𝑛) ≡ 𝑈𝑈(𝑓𝑓1, … , 𝑓𝑓𝑛𝑛) ≡
𝑈𝑈(𝑋𝑋1, … ,𝑋𝑋𝑛𝑛;𝑇𝑇1, … ,𝑇𝑇𝑛𝑛)  (2-3) 
 予算制約と時間制約の条件は以下の通り 
   ∑ 𝑃𝑃𝑖𝑖𝑋𝑋𝑖𝑖𝑛𝑛

𝑖𝑖=1 = 𝑌𝑌                        [λ] (2-4) 
   ∑ 𝑇𝑇𝑖𝑖𝑛𝑛

𝑖𝑖=1 = 𝑇𝑇0                           [𝜇𝜇]   (2-5) 
ここで、𝑃𝑃𝑖𝑖は市場投入価格、Y は所得、T0 は総消費行

動時間、λと𝜇𝜇は当該制約に対するラグランジュの未定

乗数。 
 ラグランジュ関数は以下の通り。 
   𝐿𝐿 = 𝑈𝑈(𝑍𝑍1, … ,𝑍𝑍𝑛𝑛) + λ(𝑌𝑌 − ∑𝑃𝑃𝑖𝑖𝑋𝑋𝑖𝑖) + 𝜇𝜇(𝑇𝑇0 − 𝑇𝑇𝑖𝑖)  
 (2-6) 
ここで、λは所得の限界効用、𝜇𝜇は時間の限界効用。 
 制約条件(2-4)、(2-5)のもとで、効用関数(2-3)を最大

化するためにラグランジュ法を適用すると、 
   

𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑍𝑍𝑖𝑖

= 𝜕𝜕𝜕𝜕
𝜕𝜕𝑍𝑍𝑖𝑖

−  λ𝑃𝑃𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑋𝑋𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑍𝑍𝑖𝑖

− 𝜇𝜇 𝜕𝜕𝑇𝑇𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑍𝑍𝑖𝑖

= 0    (2-7) 

 活動 i の限界効用は以下の通り。 
   𝑢𝑢𝑖𝑖 = 𝜕𝜕𝜕𝜕

𝜕𝜕𝑍𝑍𝑖𝑖
=  λ �𝑃𝑃𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖 + 𝜇𝜇

λ
𝑡𝑡𝑖𝑖�   (2-8) 

ここで、𝑥𝑥𝑖𝑖 = 𝜕𝜕𝑋𝑋𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑍𝑍𝑖𝑖�  市場財の限界投入、𝑡𝑡𝑖𝑖 = 𝜕𝜕𝑇𝑇𝑖𝑖

𝜕𝜕𝑍𝑍𝑖𝑖�  

は時間の限界投入で、
𝜇𝜇
λ
 は時間の（シャドー）価格と呼

ばれる。 
 このモデルでは時間は労働と余暇の間で自由に移転

できるものと仮定する。同時に、個人にとって財の消費

の配分時間と労働の貨幣価値が等価であるとする。こ

のため、旅行時間の短縮は労働所得の増加として使わ

れるものと仮定する。  
 その後、この時間配分モデルは時間制約を考慮した

De Serpa モデル(1971)へと発展する。このモデルでは、

必ずしもすべての活動が労働の価値と等価になるまで

配分されるわけではないため、消費財の量に依存して

活動に要する最低時間が考慮されるようになる。この枠

組みでは、時間価値は 3 つのタイプに定義される。①期
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間を延長することによる資源としての時間価値であり、

時間の限界効用と所得の限界効用の比に等しい；②あ

る活動に割り当てられる財としての時間価値であり、効

用関数では時間と費用の代替率に等しい；③活動 i の

時間価値は制約と限界効用の乗数の比となる(Mackie 
et al., 2001). 
 以降、離散選択モデルの研究、離散選択モデルを使

った旅行時間価値の研究はこの Becker (1965)と De 
Serpa (1971)の理論モデルを基礎として開発されてゆく。 
 

(2) 旅行時間価値の推定方法 

旅行時間価値の推定手法にはいくつかの代表的な

理論がある。第一の手法は、交通サービスの様々な選

択結果をもつ個人を比較する方法である (Beesley, 
1965; Hensher, 2001)。Beesley が提案した旅行時間価

値の計測手法は Beesley グラフとして知られており、各

個人の時間と費用を一つの点として図上に描く。この研

究では、公共交通手段は、旅行時間と旅行費用の 2 つ

の属性の変動に応じて 4 つの組み合わせに区分され選

択される。第二の手法は、支払意思額として知られる表

明選好（SP）を用いる方法である(Lee and Dalvi, 1971; 
Devarasetty et al., 2012; Axhausen et al., 2006, 2008; Yin 
et al., 2009)。この手法では、直接個人に支払意思額を

尋ねる。第三の手法は、重力モデルなど交通行動モデ

ルの集計情報を用いる方法である。 
旅行時間価値の推定は、顕在選好（RP）から表明選

好（SP）へと変化してゆく。今では、旅行時間価値の SP
推定法は広く適用されているが、その普及過程は大きく

3 つの波に区分できる。 
① 1990 年以前：旅行時間価値は 2 項選択の SP 推

定法が適用された。時間と費用の単位で誤差尺

度は一定とする確率効用モデルによる推定する

手法であった。 
② 1990 年代：旅行時間価値は時間と費用の係数

の比で明示的に求められる手法が適用された。 
② (3)1990 年代以降：観測変数と非観測要素の指

数関数として旅行時間価値を明示的に推定する

手法が適用された(Daly et al., 2014)。 
 以上のような理論研究に対して、実証研究のなかでは

旅行時間価値の推定手法は以下のように区分される。 
① 実証研究では、主に車内移動時間に着目して旅

行時間価値を決定する有理境界を用いた研究

が多い(Abrantes and Wardman, 2011; Ramjerdi 
and Flügel, 2010; Börjesson et al., 2009; Axhausen 
et al., 2008; Fosgerau et al., 2007; Small et al., 
1999)。近年では、メタ分析を用いて異なる文脈

による旅行時間価値の変動を計測する研究も多

い(Wardman, 1998, 2001a, 2004; Zamparini and 
Reggiani, 2007; Shires and de Jong, 2009; 
Abrantes and Wardman, 2011)。 

② 旅行時間価値の異質性に関しては、主に以下の

2 種類に区分される： 
・ 第 1 の手法：旅行時間価値の異質性を測る

ために包括的メタ分析を適用する方法。主と

して国レベルの分析に用いられる。 

・ 第 2 の手法：離散選択モデルを適用する方

法。旅行時間価値は所得水準、移動目的、

移動の集団や個人によって変動する。客観

的利便性と主観的利便性、それらの相互作

用により旅行時間価値を計測することもある。

また、集団内で旅行時間価値の異質性を無

視すると、交通パターンの予測が不正確に

なることが指摘されている(Bouscasse and de 
Lapparent, 2018)。 

③ 短期的時間価値と長期的時間価値(Beck et al., 
2017; Duberbet et al., 2018)については、以下の

2 つの異なる考え方がある： 
・ 多くの時間価値研究では、被験者が置かれ

る移動手段や経路について、様々な旅行時

間と費用の状況に応じて下される短期的決

定を取り扱う。 
・ 通勤行動の決定は、どこに暮らしてどこで働

くかといった長期的な意思決定のもとに下さ

れる。就業地や居住地が移動者の多くの行

動に影響を及ぼすため、移動時間や移動距

離が伸びたときの限界費用によって推定す

る。 
④ 旅行時間と旅行費用の関数についてはいくつか

の考え方がある(Tjiong et al., 2018)。 
・ 旅行時間価値は時間のインパクトと金銭的

制約により直接に決まる。 
・ 時間予算の影響の推定には非線形関数が

用いられることがある。 
・ 旅行時間価値は時間と費用に関する効用の

1 次偏微分𝛽𝛽𝑡𝑡と𝛽𝛽𝑐𝑐の比で求められる。 
— 線形関数：𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇𝑇𝑇 = 𝛽𝛽𝑡𝑡/𝛽𝛽𝑐𝑐 
— 非線形関数（2 次式）：𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇𝑇𝑇 = (𝛽𝛽𝑡𝑡1 +

𝛽𝛽𝑡𝑡2𝑇𝑇)/𝛽𝛽𝑐𝑐 
— 非線形関数（3 次多項式）： 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇𝑇𝑇 =

(𝛽𝛽𝑡𝑡1 + 𝛽𝛽𝑡𝑡2𝑇𝑇+𝛽𝛽𝑡𝑡3𝑇𝑇2)/ 𝛽𝛽𝑐𝑐 
 
 
2.2 質の高い交通時代の旅行時間価値のパラダイム

シフト 
 
いわゆる Hensher アプローチは雇用者の意向だけで

はなく被雇用者の時間配分も考慮する (Truong and 
Hensher, 1985)。例えば、物流業と旅客運送業が共同す

る貨客混載サービスや複数のドライバーや旅客が同乗

するライドシェアサービスなど、新しいモビリティの旅行

時間価値を算出するには、前節までの古典的な旅行時

間価値から、複数の個人間のコミュニケーションや最適

化により意思決定がなされるという集団モデルの考え方

が重要となる。そこでここでは、集団意思決定のメカニズ

ムに基づき、集団効用関数を以下の通り定める： 
  𝑈𝑈𝐺𝐺 = 𝑈𝑈𝐺𝐺 + 𝛼𝛼𝑈𝑈 (2-9) 
 ここで、UGおよび U は各々雇用者および被雇用者の

効用関数、αは重み。 
雇用者および被雇用者の双方は以下のモデルのように

利益を最大化すると仮定する： 
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max
𝑋𝑋,𝑇𝑇,𝑇𝑇𝑤𝑤,𝑡𝑡𝑤𝑤,𝑡𝑡𝑙𝑙,𝑌𝑌

𝑈𝑈𝐺𝐺 =  [𝑃𝑃. 𝑓𝑓(𝑇𝑇𝑤𝑤 −  𝑡𝑡𝑤𝑤) − (𝑤𝑤𝑇𝑇𝑤𝑤 + 𝑐𝑐𝑤𝑤 + 𝑌𝑌)] 

          + 𝛼𝛼𝑈𝑈(𝑋𝑋,𝑇𝑇,𝑇𝑇𝑤𝑤 − 𝑡𝑡𝑤𝑤, 𝑡𝑡𝑙𝑙 , 𝑡𝑡𝑤𝑤) (2-10) 
条件として 
    𝑋𝑋 + 𝑐𝑐𝑤𝑤 = 𝑤𝑤𝑇𝑇𝑤𝑤 + 𝑌𝑌            [λ]  (2-11) 
    𝑇𝑇 + 𝑇𝑇𝑤𝑤 + 𝑡𝑡𝑙𝑙 = 𝑇𝑇′                [𝜇𝜇] (2-12) 
    𝑡𝑡𝑤𝑤 ≥ 𝑡𝑡𝑤𝑤�                          [κ]  (2-13) 
    𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇𝑇𝑇𝑉𝑉 =  𝑃𝑃. 𝜕𝜕𝜕𝜕

𝑇𝑇𝑤𝑤
+ 𝛼𝛼 � 𝜕𝜕𝜕𝜕

𝜕𝜕𝑇𝑇𝑤𝑤
− 𝜕𝜕𝜕𝜕

𝜕𝜕𝑡𝑡𝑤𝑤
� (2-14) 

ここで、tl非業務旅行時間。 
 

(1) 移動中の活動（マルチタスク）考慮した旅行時間

価値の計測手法の検討 

 前述の通り、Beckerのモデル(1965)によると、個人の

最大効用関するUは以下のように表される。 

  𝑈𝑈 = 𝑈𝑈(𝑋𝑋,𝑇𝑇) (2-15) 

ここで、Xは財の消費、Tは余暇時間。 

時間制約と予算制約の条件は以下の通り。 

  𝑇𝑇′ℎ = 𝑇𝑇 + 𝑇𝑇ℎ + 𝑡𝑡         [𝜇𝜇′] (2-16) 

  𝑌𝑌 = 𝑋𝑋 + 𝑐𝑐          [λ] (2-17) 

ここで、Yは所得、cは旅行費用、𝑇𝑇′ℎは可処分所得（関

数）、𝑇𝑇ℎは個人所得、旅行目的、運転免許保有状況、

性別、年齢など他の要因の関数、tはマルチタスクが可

能な旅行時間、λと𝜇𝜇′は当該の制約に対するラグランジ

ュ乗数。 

  ラグランジュ関数は以下の通りである。 

  𝐿𝐿 = 𝑈𝑈(𝑋𝑋, … ,𝑇𝑇) + λ(𝑌𝑌 − 𝑋𝑋 − 𝑐𝑐) 
                                    +𝜇𝜇′(𝑇𝑇′ℎ − 𝑇𝑇 − 𝑇𝑇ℎ − 𝑡𝑡)   (2-18) 

これを解くと、旅行時間短縮価値は以下の通りとなる。 

             𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇𝑇𝑇 =  𝜇𝜇′
λ  (2-19) 

式(2-16)のマルチタスクの可能な旅行時間tは、本来、

諸活動への時間配分の結果内生的に決定されるもの

である。また、実行可能性は活動そのものの質や移動

環境に左右されることが考えられる。これらについては

十分な研究蓄積がなされていないことから、理論面と

実証面で今後の研究テーマとして取り上げる必要があ

る。 

 

(2) 異なる時間価値を有する個人が共同利用するサ

ービスの時間短縮価値の計測手法の検討 

Beesley（1965）が指摘するように、移動者の異質性

を考慮に入れることは重要であり、とりわけ、非観測異

質性の取扱いが旅行時間短縮価値を計測するのに重

要な役割を果たす。Hensher（2001a, 2001b）は離散選

択モデルに確率効果項を導入することで、非観測異質

性を確率パラメータで記述することに成功した。注目す

べきは、確率項により各選択肢の効用間の相関を扱う

ことができる点である（Bhat, 2001: McFadden and Train, 

2000）。Mixed logitモデル（Train1997, 1999）はすべて

の効用関数のタイプIの極値分布とサンプル間の重み

の正規分布を混合させることができる。このMixed logit

モデルの確率パラメータは最尤推定シミュレーション法

によって数値的に推定できる。 

  𝑈𝑈𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝛽𝛽𝑛𝑛𝑋𝑋𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝜀𝜀𝑛𝑛𝑖𝑖 (2-20) 

ここで、𝑋𝑋𝑛𝑛𝑖𝑖は個人𝑛𝑛選択肢𝑖𝑖の観測変数、𝛽𝛽𝑛𝑛は個人𝑛𝑛の
嗜好を表す変数の係数ベクトルで𝛽𝛽𝑛𝑛~𝑓𝑓(𝛽𝛽𝑛𝑛|𝑏𝑏, 𝜂𝜂)、𝑓𝑓()
は平均𝑏𝑏、分散𝜂𝜂の一般化分布関数、𝜀𝜀𝑛𝑛𝑖𝑖はガンベル分

布に従う誤差項。 

  個人𝑛𝑛が𝛽𝛽𝑛𝑛の条件のもとに選択肢𝑖𝑖を選択する確率

は、 

  𝐿𝐿𝑛𝑛𝑖𝑖(𝛽𝛽𝑛𝑛) = exp (𝛽𝛽𝑛𝑛𝑋𝑋𝑛𝑛𝑖𝑖)
∑ exp (𝛽𝛽𝑛𝑛𝑋𝑋𝑛𝑛𝑖𝑖)
𝐽𝐽
𝑗𝑗=1

 (2-21) 

 未知パラメータ𝛽𝛽𝑛𝑛が分布するときの個人の選択確率

（Mixed logit確率）は、 

  𝑃𝑃𝑛𝑛𝑖𝑖 = ∫𝐿𝐿𝑛𝑛𝑖𝑖(𝛽𝛽𝑛𝑛)𝑓𝑓(𝛽𝛽𝑛𝑛|𝑏𝑏, 𝜂𝜂)𝑑𝑑(𝛽𝛽𝑛𝑛) (2-22) 

このMixed logit確率は閉形式ではないため、確率は

数値シミュレーションによって求める。具体的には、密

度関数𝑓𝑓(𝛽𝛽𝑛𝑛|𝑏𝑏,𝜂𝜂)から任意の𝛽𝛽𝑛𝑛を抽出して𝐿𝐿𝑛𝑛𝑖𝑖(𝛽𝛽𝑛𝑛)を計

算し、すべての抽出値の平均をとる。その平均値は以

下のようなシミュレーション確率となる。 

  𝑃𝑃�𝑛𝑛𝑖𝑖 = 1
𝑅𝑅
∑ 𝐿𝐿𝑛𝑛𝑖𝑖(𝛽𝛽𝑛𝑛𝑟𝑟)𝑅𝑅
1  (2-23) 

ここで、𝑅𝑅は抽出数、𝛽𝛽𝑛𝑛𝑟𝑟は母集団の密度関数𝑓𝑓(𝛽𝛽𝑛𝑛|𝑏𝑏, 𝜂𝜂)
から抽出した重み付け平均値。  

  以下のシミュレーション尤度を得るため、対数尤度

関数にシミュレーション確率を代入する。 

 𝑉𝑉𝐿𝐿𝐿𝐿 = ∑ ∑ 𝑑𝑑𝑛𝑛𝑗𝑗𝑃𝑃�𝑛𝑛𝑗𝑗
𝐽𝐽
𝑗𝑗=1

𝑁𝑁
𝑛𝑛=1  (2-24) 

ここで、個人𝑛𝑛が選択肢𝑗𝑗を選択するとき𝑑𝑑𝑛𝑛𝑗𝑗 = 1、その

他は𝑑𝑑𝑛𝑛𝑗𝑗 = 0. 

近年、旅行時間短縮価値の計測のために確率効用

モデルを適用した研究がみられるようになった（Algers 
et al., 1998, Hensher 2001a,b,c; Lapparent and de Palma, 
2002; Cherchi and Ortuzar, 2003; Jara-Diaz and Guevara, 
2003; Perez et al., 2003; Cirillo and Axhausen, 2004, 
2006; Hess et al., 2005）。  
旅行時間短縮価値の推定を扱った論文には、個人

単独の意思決定モデルと共同移動者間の相互依存性

を明示的に扱ったモデルがある。Ho et al. (2016)は集

団意思決定モデルを用いて旅行時間短縮価値を推定

した。集団意思決定モデルでは、効用関数のなかに集

団構成員間の相互作用を取り入れ、集団の効用を最

大にする選択肢を選ぶことができる。つまり、集団意思

決定モデルは各構成員が集団（共同移動者）に依存

することを許す。𝑔𝑔人の共同移動者からなる集団が経

路𝑘𝑘から得る効用は、 
 
 𝑈𝑈𝑔𝑔𝑔𝑔 = ∑ 𝜃𝜃𝑛𝑛𝑉𝑉𝑛𝑛𝑔𝑔 + 𝜀𝜀𝑔𝑔𝑔𝑔

𝑔𝑔
𝑛𝑛=1  (2-25) 

 ∑ 𝜃𝜃𝑛𝑛
𝑔𝑔
𝑛𝑛=1 = 1 𝑎𝑎𝑛𝑛𝑑𝑑 𝜃𝜃𝑛𝑛 ≥ 0,∀𝑖𝑖 (2-26) 

 𝜃𝜃𝑛𝑛 = exp (𝛾𝛾𝑋𝑋𝑛𝑛)
∑ exp (𝛾𝛾𝑋𝑋𝑚𝑚)𝑔𝑔
𝑚𝑚=1

1 𝑎𝑎𝑛𝑛𝑑𝑑 𝜃𝜃𝑛𝑛 ≥ 0,∀𝑖𝑖 (2-27) 
 
ここで、𝑉𝑉𝑛𝑛𝑔𝑔は集団構成員𝑛𝑛が選択肢𝑘𝑘から得る観測効

用、𝜃𝜃𝑛𝑛は集団構成員𝑛𝑛の効用を拡大する重み（個人所

得、移動目的および免許保有状態、性別、年齢などそ

の他の要因の関数）であり、重要度の系統的な異質性

を表す。𝜀𝜀𝑔𝑔𝑔𝑔は集団𝑔𝑔、経路𝑘𝑘の非観測効用である。 
 個人及び集団の両方の意思決定を反映するために、

モデルは以下のように拡張される。 
 𝑈𝑈𝑔𝑔 = 𝑑𝑑 ∑ 𝜃𝜃𝑛𝑛𝑉𝑉𝑛𝑛𝑔𝑔

𝑔𝑔
𝑛𝑛=1 + (1 − 𝑑𝑑)∑ 𝑉𝑉𝑛𝑛𝑔𝑔 + 𝜀𝜀𝑔𝑔𝑔𝑔

𝑔𝑔
𝑛𝑛=1  (2-28) 
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ここで、個人𝑛𝑛が移動に参加するとき𝑑𝑑 = 1、参加しない

とき𝑑𝑑 = 0. 
 
2.3 発生時刻と社会関係資本の影響を考慮した交通

の時間価値の計測研究 
 
(1) 旅行時間価値に適した政策介入の検討 

先に述べたとおり、旅行時間価値は効用関数を構成

する旅行時間および旅行費用のパラメータ比で求めら

れる。図 1-1 に示すようにパラメータ𝜃𝜃が外生変数𝑍𝑍によ

り構造化される（𝜃𝜃 = ℎ(𝑍𝑍)）とき、𝑍𝑍は政策介入を表す調

整変数と見なすことができる。つまり、旅行時間価値は

見かけ上政策介入によって可変となることを意味する。 
 

 
 
 

 𝜃𝜃 
 
 

図 2-1 調整変数 
 
移動に対する単位時間当たりの金銭価値すなわち旅

行時間価値は、賃金率と時間制約が変わらない限り不

変であるとすると、真の時間価値𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇と政策介入により

変化する見かけ上の時間価値𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇������との間には何らかの

関係があると考えられる。 
いま、個人𝑛𝑛の選択肢𝑖𝑖に対する効用の確定項𝑉𝑉𝑛𝑛𝑖𝑖は

以下の単純な式で表されるとする。 
 𝑉𝑉𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝜃𝜃𝑐𝑐𝑋𝑋𝑐𝑐𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝜃𝜃�𝑡𝑡𝑋𝑋𝑡𝑡𝑛𝑛𝑖𝑖 (2-29) 

ここで、𝜃𝜃𝑐𝑐は費用のパラメータ、𝜃𝜃�𝑡𝑡は政策介入により見か

け上変化した時間のパラメータ。 
政策介入の結果、調整変数𝑍𝑍により真の時間パラメー

タ𝜃𝜃𝑡𝑡は見かけ上の時間パラメータ𝜃𝜃�𝑡𝑡へと変化するとする

と、 
  𝜃𝜃�𝑡𝑡 = ℎ(𝜃𝜃𝑡𝑡 ,𝑍𝑍) = 𝜃𝜃𝑡𝑡 + 𝜂𝜂𝑧𝑧 (2-30) 
ここで、𝜂𝜂𝑧𝑧は固定効果または確率効果。 
 式(1-55)を式(1-54)に代入すると 

 𝑉𝑉𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝜃𝜃𝑐𝑐𝑋𝑋𝑐𝑐𝑛𝑛𝑖𝑖 + (𝜃𝜃𝑡𝑡 + 𝜂𝜂𝑧𝑧)𝑋𝑋𝑡𝑡𝑛𝑛𝑖𝑖 (2-31) 
これより 
 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇������𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝜃𝜃𝑡𝑡+𝜂𝜂𝑧𝑧

𝜃𝜃𝑐𝑐
= 𝜃𝜃𝑡𝑡

𝜃𝜃𝑐𝑐
+ 𝜂𝜂′𝑧𝑧=𝑉𝑉𝑉𝑉𝑇𝑇𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝜂𝜂′𝑧𝑧  (2-32) 

個人や選択肢によって変動する見かけ上の旅行時間

価値は、真の時間価値の関数となる。 
 

(2) 発生時刻選択と時間価値の検討 

旅行時間価値の異質性の一つの視点は移動の発生

時刻である。Small(2012)は、一般にオフピーク時よりもピ

ーク時の方が旅行時間価値が高いと指摘する。これは、

旅行時間価値は移動発生時刻により変化することを意

味する。つまり、混雑が時々刻々変化する状況において、

通常、移動者は目的地でのスケジュールに合わせて出

発時刻を調整し、その結果、旅行時間は内生的に決まる。 
スケジュールと旅行時間価値をつなげるために、

Vickrey (1969)はα − β − γ選好を提唱した。通勤者が時

刻𝑡𝑡∗に到着しようとするとき、旅行時間に対しては1分当

たりαの費用を、早着に対して1分当たりβ、遅刻に対して

1分当たりγのスケジューリング費用を各々支払う。混雑が

急に変化したとき、移動者の中には旅行時間費用を減ら

すためにスケジューリング費用を増やすことで最適にな

る者もいる。このバランスが、交通投資が1日の時刻によ

って旅行時間を削減できるか否かを決する。また外生的

な変化に応じて移動パターンが変化し、その結果、混雑

が発生することもある。 
α − β − γ選好は時刻によって変化するのか？

Vickrey(1973)は重要な理論を提唱した。移動者個人の

時刻によって変化する好みは、活動場所で費やす時間

の長さによって記述できる。Tseng and Verhoef(2008)によ

れば、時刻𝑡𝑡において自宅及び職場で費やす時間価値

は各々𝐻𝐻(𝑡𝑡)および𝑊𝑊(𝑡𝑡)とし、自宅と職場の間の移動時

間は𝑇𝑇であるとすると、𝐻𝐻′(𝑡𝑡) < 𝑊𝑊′(𝑡𝑡 + 𝑇𝑇)のとき移動者は

出発時刻𝑡𝑡𝑑𝑑を選択する。自宅および職場で失う時間は

等価なので𝐻𝐻(𝑡𝑡𝑑𝑑) = 𝑊𝑊(𝑡𝑡𝑑𝑑 + 𝑇𝑇) ≡ 𝐻𝐻∗となる。 
移動時間が𝑇𝑇0の時の状況は図1-2の通りである。消費者

の移動時間が𝑇𝑇0から𝑇𝑇0 = 𝑇𝑇0 + ∆𝑇𝑇に変化するときの損失

値は𝐻𝐻0∗∆𝑇𝑇となる。 
 
(3) 社会的相互作用が時間価値に及ぼす影響の検

討 

式(2-29)に示した通り、異質な時間価値をもつ構成員

で構成される集団の旅行時間短縮価値は、既存の個人

意思決定モデルの拡張により導出可能である。ただし、

図2-2のように共同移動者間の交渉やコミュニケーション

の結果、集団意思決定に変化が生じる場合には、社会

的相互作用を考慮した意思決定モデルの構築が必要と

なる。 
世帯hが選択肢jを選択する確率𝑃𝑃ℎ𝑗𝑗は 

   𝑃𝑃ℎ𝑗𝑗 =
exp (𝑠𝑠 ∑ 𝜃𝜃ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖=𝐴𝐴,𝐵𝐵 𝑣𝑣ℎ𝑖𝑖𝑗𝑗)

∑ exp (𝑠𝑠 ∑ 𝜃𝜃ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖=𝐴𝐴,𝐵𝐵 𝑣𝑣ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖)𝑖𝑖
 (2-33) 

 𝑉𝑉ℎ𝑗𝑗 = ∑ 𝜃𝜃ℎ𝑖𝑖𝑖𝑖=𝐴𝐴,𝐵𝐵 𝑣𝑣ℎ𝑖𝑖𝑗𝑗  (2-34) 
ここで、𝑣𝑣ℎ𝑖𝑖𝑗𝑗は効用の確定項、 

  𝑤𝑤ℎ,𝐴𝐴 = exp (𝛽𝛽𝑍𝑍ℎ)
1+exp (𝛽𝛽𝑍𝑍ℎ) (2-35) 

  交渉およびコミュニケーションによる集団意思決定の

データ収集およびモデルについては、本報告書の第4
章で一部議論する。 
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第３章 交通時間短縮の価値 
 

 

 

 
3.1 過疎地域における貨客混載サービスに対する多

様な時間短縮価値の計測 

 

(1)  研究の背景と目的 

超高齢化・過疎化が著しい中山間地域では、需要が

低迷し公共交通の維持が難しい一方、運転機能の低下

に伴い免許返納等が徐々に進み、公共交通なくしては

外出機会の確保が難しい。この二律背反の状況を打破

する試みとして、旅客運送と物資輸送を統合した貨客

混載サービスの導入が進みつつある。 
この効率性が高い貨客混載サービスにおいては、人

流と物流、通勤利用と私事利用のように、時間価値や

時間制約の異なる需要をひとつの供給サービスでまか

なう必要がある。 
そこで本章では、山陰地方にある2つの中山間地域

を対象として取り上げ、貨客混載サービスを過疎地に導

入した場合を想定して、 
① 異なる時間価値や時間制約を持つ多様な移動主

体が混在する超高齢時代の社会的厚生水準評価

のための地域レベルの時間価値の推計方法、 
② 移動が発生する時刻や空間、取り巻く社会関係資

本の程度により変動すると考えられる交通の時間

価値の計測方法 
など、質の高い交通時代の道路事業の包括的評価の

ための調査分析手法を検討した。 
 

(2)  異質な主体が混乗するバスの時間価値計測手法 

混乗バスに関しては、平成30年9〜10月に島根県邑

南町で無作為抽出の2、000世帯を対象とした「旅行時間

信頼性の経済価値に関するSP調査」を実施し、1、265個
人のデータを収集した。調査概要は表３-1に示す通りで

ある。 
この調査では、旅行時間信頼性の価値に関するS P調

査を実施した点に特徴がある。すなわち、予定到着時刻

と比べて目的地へ早着あるいは遅刻する頻度を仮定し、

旅行時間信頼性が異なる文脈のもと、サービス水準の異

なる複数のバスを仮定し、その利用意向を尋ねたもので

ある。 
 

(3)  異質な主体間の時間価値計測 

表3-1 島根県邑南町で実施した調査の概要 

 
 

図3-1 旅行時間信頼性の経済価値に関するSP質問 
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まず、島根県邑南町データを用いて、通勤、通院、

私用目的の乗客のスケジュール効用関数の検討を行

った。混合2項ロジットモデルにより、異なる時間価値を

有する個人間で、公共交通サービスの早着／遅着／

旅行時間／費用に対する感度を計測、比較した。異質

な集団𝑔𝑔に属する個人𝑛𝑛の線形効用関数𝑈𝑈𝑛𝑛𝑔𝑔は次式の

通りと仮定する。 

 

𝑈𝑈𝑛𝑛𝑔𝑔 = 𝜇𝜇 + 𝛼𝛼𝑔𝑔 × ESDE𝑛𝑛𝑔𝑔 + 𝛽𝛽𝑔𝑔 × ESDL𝑛𝑛𝑔𝑔 + γ𝑔𝑔 ×
FARE𝑛𝑛𝑔𝑔 + δ𝑔𝑔 × TT𝑛𝑛𝑔𝑔 + 𝜖𝜖𝑛𝑛𝑔𝑔       (3.1) 

 

ここで、ESDEは期待早着時間、ESDLは期待遅着時

間、FAREは運賃、TTは所要時間で、 𝜇𝜇は効果を表す

選択肢固有確率項であり、 𝛼𝛼、 𝛽𝛽、 𝛾𝛾、 𝛿𝛿は固定効果を

表す集団固有の係数、𝜖𝜖𝑛𝑛𝑔𝑔はiid極値分布に従う確率項

である。効用関数の負値は不効用を、正値は満足度の

大きさを表す。なお、推定は552人から得た6624サンプ

ルのSP回答値を用いた。ここでは、異質な集団を規定

する要因として移動目的を取り上げる。 
表3-2のモデル推定結果を比較すると、通勤、通院、

私用の順で時間価値が高くなっている。また、図3-2の
スケジュール効用関数の形状を比較すると、早着およ

び遅刻に対する感度も通勤、通院、私用の順で敏感で

あることが分かる。 
 

表3-2 混合2項ロジットモデルを用いた異質な 

主体の時間価値の推定結果 

異質な主体  
 

通勤  通院  私用  
係数  z値  係数  z値  係数  z値  

定数項𝜇𝜇 -0.065 -0.90 0.048 0.71 -0.112 -123 
期待早着時間𝛼𝛼 0.104 7.88 0.084 6.75 0.025 27.8 
期待遅着時間β -0.247 -6.02 -0.198 -5.42 -0.158 -172 
運賃 (100円 )γ -0.164 -3.56 -0.272 -6.07 -0.351 -9.32 
所要時間δ -0.066 -5.77 -0.055 -4.90 -0.037 -40.6 

早着時間価値  -63.4(円 /分 ) -30.9(円 /分 ) -7.1(円 /分 ) 
遅着時間価値  150.6(円 /分 ) 72.8(円 /分 ) 45.0(円 /分 ) 
所要時間価値  40.2(円 /分 ) 20.3(円 /分 ) 10.6(円 /分 ) 

 

 
図3-2 異質な主体間のスケジュール効用関数の比較 

 

(4)  貨客間混乗バスの時間価値計測手法の検討 

貨客混載サービスに関しては、平成30年11月に鳥

取県岩美町で全4、200世帯を対象とした「貨客混載サ

ービスに関するSP調査」を実施し、1、732個人の有効

データを収集した（図３-3、表3-3）。 
サンプルの貨客混載サービスの利用意向は図３-4の

通りであり、貨物と旅客の両方の目的で利用意向を持 

つ者は全体の22％を占めた。 
 

 

 

 
図3-3 貨客混載サービスの利用意向のSPアンケート質問 

 
表3-3 鳥取県岩美町で実施した調査概要 

 

 
図3-4 貨客混載サービスの利用意向 

 

(5)  貨客間混乗バスの時間価値計測 

鳥取県岩美町データを用いて、貨客混載バスの利

用意向モデルを構築した。住民𝑛𝑛が選択肢集合𝑡𝑡から

選択肢𝑖𝑖を選択する確率𝑃𝑃𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡および線形効用関数は以

下の式で表される。前節の異質性を考慮するために、

コミュニティバスと貨客混載バスの間の混合2項ロジット

モデルとする。 

両方の目的で

利用、 22%

貨物の配送とし

て利用、 32%

乗客として利

用、 46%

調査名 岩美町住民の交通実態に関するアンケート 

対象地区 鳥取県岩美町 

調査期間 2018年11月1日〜16日 

対象者 町内全世帯主 (4、200 世帯) 

調査方法 紙面調査票郵送配布・回収 

有効回答数 1、732 サンプル 
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𝑃𝑃𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡 = ∫ exp (𝛽𝛽𝑥𝑥𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡+𝜇𝜇𝑖𝑖)
∑ exp (𝛽𝛽𝑥𝑥𝑛𝑛𝑗𝑗𝑡𝑡+𝑗𝑗 𝜇𝜇𝑗𝑗)𝜇𝜇𝑖𝑖

𝑓𝑓(𝜇𝜇𝑖𝑖)𝑑𝑑𝜇𝜇𝑖𝑖        (3.2) 
𝑈𝑈𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡 =  𝛽𝛽𝑥𝑥𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡 + 𝜇𝜇𝑖𝑖 + 𝜖𝜖𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡                (3.3) 

 

ここで、𝛽𝛽は固定効果を表す係数、 𝜇𝜇𝑖𝑖は確率密度𝑓𝑓(𝜇𝜇𝑖𝑖)
に従う選択肢固有確率項であり、 𝜖𝜖𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡はiid極値分布に

従う確率項である。𝑥𝑥𝑛𝑛𝑖𝑖𝑡𝑡は旅行費用と旅行時間（総所要

時間、徒歩アクセス時間、乗車時間、総遅れ時間、バ

ス停待ち時間）からなる説明変数である。 
貨客混載サービスとコミュニティバスの間の交通機

関選択意向のSPモデルを、マーケットセグメント（年齢、

通勤・通学行動、買物行動、通院行動、道の駅への農

作物の搬送販売農家）毎に推定し（表3-4）、費用と時

間の係数比をとって時間価値を算定した（図3-5）。 
 
表3-4 セグメント別混合2項ロジットモデルの推定結果  

（年齢の例） 

 
 

 
図3-5 各種交通時間価値（円/分）の異質性 

 

 

3.2 自動運転車内のマルチタスクが居住地選択行動

に及ぼす影響の計測 

 

(1) 研究の背景と目的 

近年、自動運転技術は急速に進化している。日本政

府は、2020 年までに高速道路上での自動運転及び限

定地域での無人自動運転移動サービス、そして 2025
年には一般道を含む完全自動運転システムの実現を

目指し 1)、全国各地で実証実験を開始している。 
完全自動運転システムが実現すると、システムが全て

の運転タスクを実施することになる。したがって、ドライバ

ーによる運転が不要となり、車内で様々な活動を行うこ

とが可能となる。車内でのマルチタスク行動は生産性の

向上等を伴うことが想定され、移動時間短縮に対する

人々の支払意思額が低下する可能性が高い。加えて、

そういった支払意思額の低下は、居住地選択等比較的

長期の意思決定に影響する可能性があり、次世代モビ

リティサービス（自動運転）の導入が様々な副次的影響

をもたらす可能性が指摘されている。しかしながら、これ

らの副次的影響を扱った実証研究は限定的である。 
本章では、(1)次世代モビリティサービスの導入がマ

ルチタスク行動の発生にどのような影響を及ぼすか、(2)
マルチタスク行動の実行が都市構造にどのような影響を

及ぼすのか、を明らかにすることを目的とする。 
 

(2) 自動運転車導入後の居住地選択に関する SP 調

査 

自動運転車導入後、実行可能となる車内活動が居住

地選択に及ぼす影響を評価するために、2017 年 12 月

にアンケート調査を実施した．調査対象は、広島県広島

市及び福岡県福岡市に自動車を利用して通勤（通学）

する 600 名である。 
本調査は、①自動運転車内の実行可能な活動、②

自動運転車導入後の居住地選択に関する選好意識

（SP）を尋ねる点に特徴がある。まず普段、回答者がど

のような活動にどれくらいの時間を費やし、また、その内

どれくらいの時間を車内で費やすのかを把握するため

に、Malokin et al.2)を基に 17種類の当該活動を設定し、

それぞれについて回答を得ている。さらに、自動運転車

の導入形態により、車内で実行可能な活動が異なると

いう仮説の下、自動運転車に 1 人で乗る場合と、他人と

同乗する場合のそれぞれで 17 種類の該当する活動の

質を質問した。ここで、活動の質とは、日常生活におけ

る活動を基準として車内でどの程度活動を実行すること

ができるかを、0〜10 点の尺度で計測したものである（図

3-5）。 
 

 
図 3-5 実行可能な車内活動（1 人乗車時） 

 

次いで、山崎ら 3)を参考に個人属性の問いで回答した職場

までの通勤所要時間（単位：分）、家賃（単位：万円）、居住地

の専有面積（単位：m2）、最寄りスーパーマーケットまでの所要

距離（単位：m）、最寄り駅までの所要距離（単位：m）、最寄り

0% 20% 40% 60% 80% 100%

インターネット
メール・SNS

ゲーム
読む
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音楽を聴く
ビデオを見る
電話で話す
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身支度
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バス停までの距離（単位：m）からさらに-30%、-10%、0%、+10%、

+30%をそれぞれランダムに加えた値を属性とした賃貸住宅A、

賃貸住宅 B を設定し、①既存自動車（自ら運転）、②自動運

転車（個人保有型）、③自動運転車（ライドシェアリング型）の 3

つのケースを想定してもらい、賃貸住宅A、Bの選好意識調査

を行った。なお、当 SP 調査では各被験者から属性をランダム

に変化させた計 4 回分の回答を得た。 

 

表3-4 自動運転導入後の賃貸住宅選択SP実験の属性  

属性 ＼ 賃貸住宅 賃貸住宅 A 賃貸住宅 B 

専有面積 問 11 での RP 回答の 
±（）％(㎡) 

問 11 での RP 回答の 
±（）％(㎡) 

家賃 問 12 での RP 回答の 
±（）％(万円) 

問 12 での RP 回答の 
±（）％(万円) 

職場所要時間 問 13 での RP 回答の 
±（）％(分) 

問 13 での RP 回答の 
±（）％(分) 

スーパーまでの距離 問 14 での RP 回答の 
±（）％(m) 

問 14 での RP 回答の 
±（）％(m) 

最寄り駅までの所要時

間 
問 15 での RP 回答の 

±（）％(分) 
問 15 での RP 回答の 

±（）％(分) 
最寄りバス停までの所要

時間 
問 16 での RP 回答の 

±（）％(分) 
問 16 での RP 回答の 

±（）％(分) 
 

(3) 居住地選択行動分析 

上記ＳＰデータを用いて、居住地選択モデルを推定

して自動運転車が導入された後の行動を分析する。個

人間の非観測異質性を表現するために変量効果を考

慮したパネル2項混合ロジットモデルを推定した。 

 

𝑃𝑃1𝑖𝑖𝑡𝑡 = ∫ � exp(𝑉𝑉1𝑖𝑖𝑡𝑡+𝑏𝑏𝑖𝑖)
𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒(𝑉𝑉1𝑖𝑖𝑡𝑡+𝑏𝑏𝑖𝑖)+𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒(𝑉𝑉0𝑖𝑖𝑡𝑡)

� 𝑓𝑓(𝑏𝑏𝑖𝑖)𝑏𝑏𝑖𝑖
𝑑𝑑𝑏𝑏𝑖𝑖  (3.4) 

 
𝑃𝑃𝑗𝑗𝑖𝑖𝑡𝑡 ： 個人𝑖𝑖が𝑡𝑡回目の選択において選択肢1（賃貸住宅

 A）を選択する確率 

𝑉𝑉𝑗𝑗𝑖𝑖𝑡𝑡： 個人𝑖𝑖の𝑡𝑡回目の選択における選択肢jの効用の確

定項 

𝑏𝑏𝑖𝑖： 個人𝑖𝑖の非観測要因の影響を表すランダム効果

（正規分布𝑓𝑓(𝑏𝑏𝑖𝑖)を仮定） 
 

モデル推定結果より、通勤所要時間、家賃、居住地

の専有面積、最寄りスーパーまでの所要時間が、居住

地選択行動に統計的に有意な影響を及ぼす要因であ

ることは、既存の自動車利用と 2 種類の自動運転車利

用とで変化がないことが確認される。一方、「自宅から職

場までの通勤所要時間短縮に対する家賃の支払意思

額」を計算すると、既存自動車の場合は 445円/分、ライ

ドシェア自動運転車の場合は 442 円/分、個人保有の

自動運転車の場合は 319 円/分であり、個人保有の自

動運転車を利用すると時間抵抗が小さくなることがわか

る。これは車内で日常的活動を行うことができれば、職

場から離れた居住地を選択する傾向があることを示して

いる。 

また日常で実行していた活動を車内で代替可能な個

人ほど、移動時間の居住地選択に対する影響は小さく

なると考えられる。それぞれの車内活動の質を属性とし

たクラスター分析を行い、回答者を自動運転車内で活

動実行可能性が相対的に低いグループ 1 と、相対的に

高いグループ 2 に分けて支払意思額を分析した。 

 

表 3-5 居住地選択モデル推定結果 

説明変数 
既存自動車 

 
自動運転車 
（ライドシェア） 

自動運転車 
（個人保有） 

パラメータ z 値 パラメータ z 値 パラメータ z 値 
通勤所要時間

(分) -0.016 .06 -0.016 00 -0.012 35 

家賃(万円) -0.360 5.2 -0.352 .0 -0.384 5.9 
居住地専有面

積(m2/100) 2.031 1.9 1.760 6 1.884 .1 

最寄りスーパー

所要距離(km) -0.374 .69 -0.334 44 -0.333 40 

最寄り駅所要

距離(km) -0.002 .02 -0.033 50 0.003 05 

最寄りバス停所

要距離(km) 
-0.197 .99 0.011 05 -0.105 52 

ランダム効果 
(𝑏𝑏𝑖𝑖の分散) 0.064  0.041  0.046  

サンプル数 2170 2170 2170 
初期対数尤度 -1493.8 -1494.2 -1496.7 
最終対数尤度 -1280.7 -1301.9 -1279.1 

尤度比 0.142 0.129 0.145 

 
表 3-6 の比較から、自動運転車両の導入形態により

程度は異なるが、日常の活動を車内でより多く代替でき

る個人の方が移動抵抗は低くなる傾向にあることが確

認された。 

 
表 3-6 支払意思額の異質性 

 グループ分

け無し 
活動実行可能性の

低いグループ 1 
活動実行可能性の

高いグループ 2 
既存自動車 445 円/分 391 円/分 468 円/分 
自動運転車 

(ライドシェア) 442 円/分 637 円/分 357 円/分 

自動運転車 
(個人保有) 319 円/分 451 円/分 261 円/分 

 

(4) まとめ 

本研究では、地方都市の自動車通勤者615人を対

象に、自宅を決定する際の重要となる要因や日常及び

車内での活動実態、実行可能な車内活動、居住地選

択に関する選好意識調査を実施した。得られた成果を

以下にまとめる。 

① 自宅から職場への移動時間が居住地選択に及ぼ

す影響は、ライドシェア型の自動運転車が導入され

た場合は既存の自動車と大きく変わらないものの、

個人保有型の自動運転車が導入された場合、移動

抵抗が小さくなり、職場から離れた居住地を選択す

る可能性が高いことが示唆された。 

② 自動運転車内で様々な日常活動を実行できる個人

ほど移動抵抗は低くなる傾向にあることが示された。 

本研究のモデルは強い前提条件にたって構築した

ものである。今後、地価を内生変数として扱ったモデル

を構築する必要がある。また物流施設や商業施設の立

地、駐車場スペースの利活用といった個別事象をモデ

ル化し、これらを統合したシステムモデルを用いた自動

運転車導入効果を定量的に計測する必要がある。 
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3.3 グリーン・スロー・モビリティサービスの利用価値の

計測 

 

本章では、新しいモビリティサービスとしてグリーン・

スロー・モビリティ（以下、GSM）の利用価値の計測を行

う。具体的には、島根県雲南市の中心市街地において

実際に乗合交通としてGSMを実証的に運行し、その際

の評価および周辺住民の利用意向などから、GSMの

利用価値について検証する。 
 

(2) グリーン・スロー・モビリティ実証運行の概要 
1） 実証期間 

 令和元年10月28日（月）～令和元年12月6日（金） 

（６週間：２９日間 ※平日のみ運行） 
2） 運行の概要 

 ・右外回り線、左内回り線の２コース 

 ・乗車料金は無料 

・運行時間は９：３０から３０分間隔で７便運行（２路線計

４０６便） 

図3-6 GSMの運行ルート 

 

3） 実証期間中の調査 

 ・住民アンケート調査： 回収調査票数 584 

 ・利用者アンケート調査： 回収調査票数 36 

4） 経路移動環境の計測 

・GPS 端末を搭載した車両を走行させ、運行ルート

の移動環境を計測した。 

5） 実証運行の様子 

 
図3-7 実証実験で使用したGSM 

 

 

 

（2） グリーン・スロー・モビリティサービスの利用状況 

・総運行便数 

 406 便 

・総乗車人数 

 352 人 

・１便当り平均乗車人数 0.87 人／便 

 
図3-8 停留所別総乗降者数（左内回り線・右外回り線合計） 

 
表 3-7 属性別利用状況 

 
 
(3) 利用者アンケート調査 

1) 調査の概要 

■調査項目 
○ 個人属性（性別、年代等） 
○ スローモビリティ車両及び乗車時の環境に

ついて 
○ スローモビリティの実証運行全般について 
○ 自由意見 

■調査対象 
   実証運行期間中のスローモビリティ利用者 
■調査方法 

実証運行利用時に調査票を配布し、郵送または

所定の位置に設置した回収箱により回収 
■回収状況 

回収調査票数：36 通 
 

2) 基礎集計結果 

車両及び乗車時の環境について、満足している人は

全体の 52％を示す、その理由として「ゆっくり景色が見

左内回り線 右外回り線 合計

週 月日

乗 降 男 女 男 女 男 女 乗 降 男 女 男 女 男 女 乗 降 男 女 男 女 男 女
第１週 10月28日 4 4 0 0 0 0 0 4 9 9 0 0 2 0 3 4 13 13 0 0 2 0 3 8

10月29日 4 4 0 0 0 0 0 1 12 12 0 0 10 0 1 1 16 16 0 0 10 0 1 2
10月30日 4 4 0 0 2 0 0 2 3 3 0 0 0 0 1 2 7 7 0 0 2 0 1 4
10月31日 14 14 0 0 2 2 3 7 5 5 0 0 2 0 2 1 19 19 0 0 4 2 5 8
11月1日 2 2 0 0 0 0 0 2 3 3 0 0 2 0 0 1 5 5 0 0 2 0 0 3

第２週 11月5日 10 10 0 0 2 2 1 6 7 7 0 0 1 0 0 6 17 17 0 0 3 2 1 12
11月6日 3 3 0 0 0 1 0 2 2 2 0 0 0 0 0 3 5 5 0 0 0 1 0 5
11月7日 11 11 0 0 0 0 0 11 7 7 0 0 0 0 3 4 18 18 0 0 0 0 3 15
11月8日 11 11 2 1 0 2 1 5 5 5 0 0 0 1 2 2 16 16 2 1 0 3 3 7

第３週 11月11日 7 7 0 0 1 2 0 4 7 7 0 0 1 2 1 2 14 14 0 0 2 4 1 6
11月12日 5 5 0 0 0 1 0 4 3 3 0 0 0 0 1 2 8 8 0 0 0 1 1 6
11月13日 7 7 0 0 0 0 0 7 5 5 0 0 2 0 1 3 12 12 0 0 2 0 1 10
11月14日 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 2 2 2 0 0 0 0 0 2
11月15日 12 12 0 0 4 0 1 6 16 16 2 4 0 0 4 6 28 28 2 4 4 0 5 12

第４週 11月18日 11 11 1 1 4 3 0 2 8 8 1 1 1 2 2 0 19 19 2 2 5 5 2 2
11月19日 2 2 0 2 0 0 0 0 2 2 0 0 2 0 0 0 4 4 0 2 2 0 0 0
11月20日 6 6 0 0 0 1 3 3 5 5 0 0 0 2 1 2 11 11 0 0 0 3 4 5
11月21日 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 0 0 0 0 0 2 2 2 0 0 0 0 0 2
11月22日 3 3 0 0 0 0 0 3 1 1 0 0 0 0 1 0 4 4 0 0 0 0 1 3

第５週 11月25日 5 5 0 0 0 1 1 3 0 0 0 0 0 0 0 0 5 5 0 0 0 1 1 3
11月26日 7 7 0 0 2 1 0 3 13 13 0 0 1 1 4 7 20 20 0 0 3 2 4 10
11月27日 13 13 0 0 1 2 1 6 9 9 0 0 0 0 0 6 22 22 0 0 1 2 1 12
11月28日 9 9 0 0 0 2 0 9 8 8 0 0 0 1 2 5 17 17 0 0 0 3 2 14
11月29日 5 5 0 0 0 0 2 5 5 5 0 0 0 0 0 5 10 10 0 0 0 0 2 10

第６週 12月2日 5 5 0 0 0 0 0 5 5 5 0 0 0 0 1 4 10 10 0 0 0 0 1 9
12月3日 2 2 0 0 0 1 1 0 2 2 0 0 0 0 0 2 4 4 0 0 0 1 1 2
12月4日 3 3 0 0 0 0 2 1 1 1 0 0 0 0 0 1 4 4 0 0 0 0 2 2
12月5日 12 12 0 0 6 0 3 3 11 11 0 0 4 1 3 3 23 23 0 0 10 1 6 6
12月6日 13 13 0 0 1 2 5 5 4 4 0 0 0 0 2 2 17 17 0 0 1 2 7 7

190 190 3 4 25 23 24 109 162 162 3 5 28 10 35 78 352 352 6 9 53 33 59 187合計

60代～
乗降
人数

～20代
20代

～50代
60代～

乗降
人数

～20代
20代

～50代
60代～

乗降
人数

～20代
20代

～50代
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られるから」が 63.9%で最も多く、次いで「乗り降りが楽だ

から」（58.3%）、「風を感じて気持ちいいから」（52.8%）と

なっている。 
 

 
図 3-9 試験運行の車両について、満足しましたか 

 

 
図 3-10 満足した理由 

 
運転免許証の自主返納については、自動車免許保

有者のうち半数を超える 53.7%が将来的には、運転免

許証の自主返納を考えている。一方、「運転免許証の

自主返納は必要だと感じているが、返納できない（した

くない）」を選んだ理由としては、「自由に移動できなくな

るから」が63.6%で、6割以上を占めている。また、次に、

自動車が利用できない時、送迎してくれる人がいない

住民が 23.0%を占める。 
 

 
図 3-11 自分の持っている運転免許証の自主返納に 

ついて考えたことがありますか 
 

 
図 3-12 運転免許証の自主返納は必要だと感じているが、 

返納できない（したくない）理由 
 

 
図 3-13 車を使うことができないときに、車で送迎してくれる

人はいますか 

次に、通院や買物の頻度は、通院は「年に数回」が

54.1%で最も多いのに対して、買物は「ほぼ毎日」と「週

1～2 回」をあわせると過半数を超える。これらのほぼ全

てが市内で済ませている。 
交通手段は、7 割を超える雲南市民が自分で車を運

転して通院や買物に出かけており、午前中に出発し帰

宅する場合が多い。同様に 7 割以上の人が将来の交通

手段に不安を感じており、将来、自動車や二輪車を運

転できなくなったときに、通院や買い物に利用すると考

えられる交通手段としては、「自転車や徒歩の範囲の通

院・買い物にとどめる」が 38.0%で最も多く、「タクシーを

利用する」（27.3%）、「家族にその都度、送迎を頼む」

（27.2%）よりも高い。 
 

 
図 3-14 通院の頻度 

 

 
図 3-15 買物の頻度 

 

 
図 3-16 通院・買物の行き先 

 

 
図 3-17 通院・買物に行く時の交通手段 

 

 
図 3-18 通院・買物に行く時間帯 

 

52.8% 47.2%

0.0%0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても満足した 満足した やや不満である とても不満である

(N=36)
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図 3-19 将来の交通手段への不安 

 

 
図 3-20 将来、自動車や二輪車を運転できなくなったとき

に、通院や買い物に利用すると考えられる交通手段 
 
グリーン・スロー・モビリティに関して、実証運行中に

GSM を利用した人は 7.5％に過ぎない一方、8 割近くの

人が GSM を見かけたと回答しており、「とても危険だと

思った」と「危険だと思った」住民はあわせて 12.7％にと

どまった。 
今後、市内の道路において GSM を自動運転で走ら

せることについて、「行ってもよいが不安である」と「行う

べきではない」の否定的な意見は半数以下にとどまって

いる。否定的な意見の方が必要と考える対策路しては、

「実験の際に事故などが発生しないよう、事前に十分に

調査や安全対策を行う」と「人が実験運転の運転席に乗

車する」が、ともに約 6 割を占めている。 
 

 
図 3-21 GSM の利用 

 

 
図 3-22 GSM が走ることについて危険だと思うか 

 

 
図 3-23 市内の道路において、将来的に GSM を自動運転

で走らせることについて 
 

最後に、周辺住民の GMS に対する将来の利用意向

に関して、被験者全員が「ぜひ乗ってみたい」あるいは

「乗ってみてもよい」と考えており、１回当たりの支払意

思額は 200 円以下が 65％を占めている。市内の道路を

GSM が走ることへ危険を感じる人は、「とても危険だと

思う」と「危険だと思う」をあわせて 23％程度であり、危険

リスクの認知度は高いとは言えない。 
 

 
図 3-24 市内の道路で GSM を自動運転で走らせるために

必要な対策 
 

 
図 3-25 今回の実証運行が今後も続くとした場合の利用意

向 
 

 
図 3-26 1 回あたりの支払意思額 

 

 
図 3-27 市内の道路を GSM が走ることへの危険リスク認知 
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第４章 アクセシビリティ改善の価値 
 

 

 

 
4.1 高齢者の自動車運転免許返納のための診断シス

テムの開発 

 

(1) 背景と目的 

昨今、高齢ドライバーが第 1 当事者となる事故が増加

しており、加齢によって運転能力が低下した高齢者に対

して、運転免許証の返納や運転の取り止めを適切に促

すことが求められている。こうした中で、公共交通サービ

スの提供や高齢者の生活支援、健康福祉等に関する

取り組みは各地域・自治体で取り組まれているものの、

依然として、高齢者やその家族は、車の運転に頼らざる

を得ない生活を送っているのが実態であり、社会的に早

急に対応すべき喫緊の課題となっている。ところが現実

には、生活スタイルや居住環境、家族間のコミュニケー

ションなど、様々な要因により、高齢者への運転取り止

めを勧められないジレンマが存在すると考えられる。こう

した中で、高齢者とその家族が、共に納得のいくかたち

で運転の取り止め（運転に頼らない生活）に向かう環境

を提供することが求められている。 
以上の背景のもと、本研究では高齢者やその家族が

運転継続に関してどのようなジレンマの中で生活をして

いるか、またこうした状況の中で客観的な運転診断や家

族間でのコミュニケーションがもたらす効果は何かを明

らかにすることを目的とする。具体的には、地方都市の

中心部と山間部の異なる居住環境に暮らす高齢者とそ

の家族を対象に、運転能力診断の簡易化を念頭に、ス

マートフォンデータを用いた運転技術測定手法を提案

し、運転技能検定員資格保有者（以降専門家）による診

断結果との比較を通じてその精度検証を行う。 
 

(2) 高齢ドライバーの運転機能の計測手法の検討 

島根大学医学部が開発した簡易認知機能検査アプリ

CADi21)、2)を基盤とし、運転能力診断の簡易化を念頭に、

スマートフォンデータを用いた運転能力計測システムを

提案する。運転診断は、高齢者が日常暮らすような身

近な地域で起こる事故への対策を対象とし、「①認知機

能の検査（事前診断）」、「②検査官の同乗による路上

での運転能力診断」、「③運転の振り返りと意識啓発」

の三段階で実施する。さらに、診断後には運転診断を

受けた高齢者とその家族との間でのコミュニケーション

を促進するツール（話し合いシート）を提供し、運転診断

結果や今後の高齢者の運転について家族と話し合いを

することを促している（図 4-1） 
 

 
図 4-1 高齢者運転診断の流れ 

 

路上運転による計測は、自動車に設置する 5 台（前

方３か所、運転者の姿、足元）のドライブレコーダー、お

よびスマートフォン端末を使用した GPS により行う（図 4-
2）。また、助手席に同乗した検査官は、運転経路を指

示しながら、危険な運転を確認した場合にはタブレット

をタップし、事象発現時の時刻や位置情報と回数を記

録する（図 4-3）。この評価は、通常走行と走行速度、交

差点等の項目に分かれており、高齢者特有の危険行動

（ふらつき、低速度走行、確認不足等）を含んでいる。 
走行後、被験者は記録した動画や走行データ等を確

認しながら、検査官から運転危険個所の説明を受ける

（図 4-4）。さらに、上記の自身の運転行動の確認後、運

転の取り止めや自動車に頼り過ぎない生活に向けた動

機づけとして、自動車の保有や運転にかかる費用の試

算結果、代替交通手段として自宅から目的ごとに利用

可能な公共交通手段、自動車と代替交通手段との費用

比較についての説明を受ける。 
診断後は、運転診断結果や動機づけ情報等をまとめ

た印刷物およびインターネットによる診断時の運転動画

①認知機能の検査（事前診断）
・簡易認知機能検査アプリを使用した診断

②検査官の同乗による路上での運転能力診断
・ドライブレコーダー等による走行データの計測
・同乗した検査官による危険個所等の記録

③運転の振り返りと意識啓発
・走行時の動画の確認による運転の振り返り
・動機づけ情報の提示
（自動車の保有にかかる費用・代替交通手段・自動車と代替交通
手段の費用比較）

⑤高齢者とその家族とのコミュニケーション
・診断結果の確認
・「話し合いシート」に基づくコミュニケーション

【運転診断】

【帰宅後】
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を通じて、診断の結果を家族と共有してもらう。さらに、こ

の際に高齢者と家族との「運転についての話し合いシ

ート」を持ち帰ってもらい、本シートに基づいて高齢者と

家族との運転に対する考えを共有してもらうよう働きかけ

ている（図 4-5）。 
 

 
図 4-2 ドライブレコーダーとスマートフォンの設置 

 

 
図 4-3 タブレット端末による記録画面 

 

 
図 4-4 ドライブレコーダーの動画の確認画面 

 

 

図 4-5 運転についての話し合いシート 

 

(3) 運転診断モニター調査 

上記の運転診断の一連の流れについて、高齢者を

対象にしたモニター調査を実施した。調査対象は、生

活利便施設や公共交通の利便性が高い島根県出雲市

中心部、および生活利便施設や公共交通が十分では

ない山間部の島根県浜田市美又地域と今市地域に暮

らす高齢者およびその家族（別居も含む）であり、それ

ぞれ市役所や公民館を拠点に高齢者の運転診断を行

った（表 2.1、図 2.6）。 

 
表 4-1 運転診断モニター調査 

 
 

 
図４-6 運転診断モニター調査の対象地域 

 

(4) 運転能力診断の自動化に関する基礎的検討 

専門家が同乗して実施する運転能力診断結果は、現

在の運転能力を客観的に把握し、より良い家族とのコミ

ュニケーションを促す重要な材料となる。一方、専門家

の同乗は費用面で現実的な解決策とは言えず、一定の

精度を確保しつつ、より簡易で安価な運転能力診断方

法を確立することが求められる。そこで本研究では、簡

便に車両挙動を計測することのできるスマートフォンデ

ータを用いた運転技術測定手法を提案し、その精度検

証を行う。精度の検証は、専門家による診断結果と提案

手法による診断結果の比較により実施する。具体的に

は以下の２点について検討を加える。 
① 車両挙動データを用いた運転技術測定手法の提案 
② 専門家の診断結果との比較を通じた精度検証 
 

(5) 走行実験概要と分析方法 

ここでは、2015 年 7 月に行った走行実験データを用

いる。走行実験は、健常者 4 名、高次能機能障害者 9
名の計 13 名に対して行った。走行実験の手順は以下

のとおりである。 
① 被験者に対し実験意義や走行コースを説明 
② 健康状態の確認、血圧の測定を行い、問題がなけ

れば走行実験を開始 

調査期間

調査対象

対象地域 　(1)島根県出雲市
　(2)島根県浜田市

　　美又地域・今市地域

運転診断の拠点 出雲市役所 美又公民館・今市公民館

対象家族 6組の高齢者とその家族
7組（美又3，今市4）の
高齢者とその家族

募集方法
モニター調査募集ちらしを作成

し周知（市役所関係者等を通じ

て募集）

公民館が主催となり，安全運転

講習として募集

　高齢ドライバーとその家族

　平成28年7月25日～28日

【浜田市】
美又地域

今市地域

出雲市中心部

【出雲市】

＜話し合いシートの内容＞ 

 

〇運転診断者とご家族とのクルマの思い出はあ

りますか？ 

〇運転診断者は普段どんなときに車の運転をし

ていますか？ 

〇運転診断者は今後の自身の運転について、

どのように考えているでしょうか？またそれは

なぜでしょうか？ 

〇運転診断者は普段の運転でどんなときに不

安を感じているでしょうか？ 

〇お住まいの地域で利用できる公共交通機関

にはどんなものがあるでしょうか？またそれら

は運転診断者が普段の生活で利用できるで

しょうか？ 

〇運転診断者が車の運転を控えるとしたら、周

りの家族ができるサポートはあるでしょうか？ 
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③ 走行後、専門家により運転危険行為／箇所の説明 

図 4-7 の走行コースの実験では、(1)専門家が助手席

に同乗し、運転技能を測定するとともに、(2)カメラ・ジャ

イロセンサー、GPS を搭載したスマートフォンによる車両

挙動・ハンドル操作データを収集した。 
 

 
図 4-7 走行実験コース 

 

本研究で使用するデータは、スマートフォンより観測

された移動軌跡（速度、縦加速度、横加速度）である。

計測は秒ごとに行われており、それぞれ健常者 4 名の

測位点数が 6、616、高次脳機能障害者の測位点数が

19、453 であった。ここでは、機械学習の分野で発展し

てきた密度比推定（杉山、 20103））を援用して危険な運

転挙動を検出する。具体的な方法は以下のとおりであ

る。 
健常者の運転挙動データを𝐷𝐷 = �𝑥𝑥(1)、…、𝑥𝑥(𝑁𝑁)�と

定義する。次に、高次脳機能障害者の運転挙動データ

を、異常標本（危険運転挙動）が混入している疑いのあ

るデータ集合𝐷𝐷′ = �𝑥𝑥′(1)、…、𝑥𝑥′(𝑁𝑁′)�とする。なお、機

械学習の分野では、前者を訓練データ、後者をテストデ

ータと呼ぶ。ここで、テストデータ𝑥𝑥が出現する確率

𝑃𝑃𝑡𝑡𝑒𝑒𝑠𝑠𝑡𝑡(𝑥𝑥)と訓練データ𝑥𝑥が出現する確率𝑃𝑃𝑡𝑡𝑟𝑟𝑡𝑡𝑖𝑖𝑛𝑛(𝑥𝑥)の比

𝑟𝑟(𝑥𝑥)（密度比と呼称）は、以下のように定義される。 
 

𝑟𝑟(𝑥𝑥) = 𝑃𝑃𝑡𝑡𝑒𝑒𝑠𝑠𝑡𝑡(𝑥𝑥)
𝑃𝑃𝑡𝑡𝑟𝑟𝑡𝑡𝑖𝑖𝑛𝑛(𝑥𝑥)�        (4.1) 

 

ここで、運転挙動𝑥𝑥における密度比が大きいということは、

高次脳機能障害者は健常者と比較して運転挙動𝑥𝑥を頻

繁に行う傾向にあることを示すことを意味する。従って、

密度比𝑟𝑟(𝑥𝑥)がある閾値を超える場合、高次脳機能障害

者の運転挙動は健常者のそれとは著しく異なるといえる。  
本研究では、密度比𝑟𝑟(𝑥𝑥)に基づき危険な運転挙動を

検出する。ここで、閾値は分析者が予め与えておく必要

がある。先行研究がないため、本研究では、①密度比

上位 1%、②密度比上位 3%、③密度比上位 5%、

④𝑟𝑟(𝑥𝑥)>3、⑤𝑟𝑟(𝑥𝑥)>4、⑥𝑟𝑟(𝑥𝑥)>5 の 6 つの指標を試行

的に設定した。なお、前者 3 つは常にある一定割合の

サンプルが危険と判断される意味で相対的な判断指標

であり、後者 3 つは密度比の値から直接危険運転挙動

を判断する絶対的な判断指標となっている。以上の危

険運転挙動の検知は、走行コースを信号毎に区切った

リンク区間毎に行う。 
本研究では、Kanamori et al. (2009)4)が提案している

拘束無し最小二乗重要度適合法 (uLSIF)を用いて密

度比を推定する。本手法は、統計的には、目的変数を

密度比とした重み付きカーネルリッジ回帰であり、以下

のように定式化される。 
min

{𝛼𝛼𝑙𝑙}𝑙𝑙=1
𝑏𝑏
�1
2
∑ 𝛼𝛼𝑙𝑙𝛼𝛼𝑙𝑙′𝐻𝐻�𝑙𝑙、𝑙𝑙′
𝑏𝑏
𝑙𝑙、 𝑙𝑙′=1 − ∑ 𝛼𝛼𝑙𝑙ℎ�𝑙𝑙𝑏𝑏

𝑙𝑙=1 −
𝜆𝜆
2
∑ 𝛼𝛼𝑙𝑙2𝑏𝑏
𝑙𝑙=1 �     (4.2) 

 

ここで、𝜑𝜑𝑙𝑙(𝑥𝑥)は基底関数、𝛼𝛼𝑙𝑙は未知パラメータ、

𝐻𝐻�𝑙𝑙、𝑙𝑙′ ≔ 1
𝑛𝑛
∑ 𝜑𝜑𝑙𝑙(𝒙𝒙𝑖𝑖)𝜑𝜑𝑙𝑙′(𝒙𝒙𝑖𝑖)𝑛𝑛
𝑖𝑖=1 、ℎ�𝑙𝑙 ≔

1
𝑛𝑛′

∑ 𝜑𝜑𝑙𝑙�𝒙𝒙′𝑗𝑗�𝑛𝑛′
𝑖𝑖=1

である。 

 

(6) 分析結果 

スマートフォンで自動的に観測される GPS データから

導き出した異常検知率（危険運転挙動率）を図 4-8 に示

す。相対的な判断基準を採用するか、絶対的な判断基

準を採用するかによって結果が多少異なるが、指標間

の相関係数は 0.7 を超えており、6 つの指標間で大きな

差異は確認されなかった。 
次に専門家が危険運転挙動だと判断した回数と密度

比推定による危険運転挙動検知回数の相関関係を表

2.3 に示す。表より、両者の相関係数は 0.3～0.6 であり、

提案手法と専門家の診断結果の間に一定の相関が確

認された。 
 

 
図 4-8 被験者のリンク毎異常検知数 

 
表 4-2 密度比から求めた危険運転挙動と専門家による 

危険運転挙動判断の相関関係 

 

異
常

検
知

率
（異

常
と
判

断
さ
れ
た

G
P
S
測

位
点

／
全

G
P
S
測

位
点
）

高次脳機能障害者個人ID

相対的判断(密

度比上位1%)

相対的判断(密

度比上位3%)

相対的判断(密

度比上位5%)

絶対的判断(密

度比>3)

絶対的判断(密

度比>4)

絶対的判断(密

度比>5)
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(7) まとめ 

本章では、専門家による運転能力診断と、その診断

結果に基づく免許返納の可能性について基礎的な研

究を行った。その結果、運転継続に伴うリスクと、免許返

納に伴う利便性の低下の間でジレンマを有しており、こ

れらは高齢者本人のみならず、他の世帯構成員につい

ても同様であることが明らかとなった。また、運転能力診

断の結果を受けて免許返納意向を変更する被験者もい

たことから、運転能力診断結果が適切な判断を行う上で

の判断材料の一つになり得ることが示された。一方、専

門家による運転能力診断は規模の拡大が難しいことか

ら、スマートフォンにより観測された移動軌跡（速度、縦

加速度、横加速度）データに基づく簡易な運転能力診

断手法を提案した。精度検証の結果、専門家の判断と

一定程度の相関を有することが示された。ただし、運転

免許を返納するかどうかが当事者のその後の生活の在

り方を大きく左右することを鑑みれば、専門家の判断を

代替可能な手法とは言えず、引き続き精度の向上を図

る必要がある。 

 

 

4.2 自動車運転免許返納に関する世帯の意思決定構

造の計測 

 

(1) 背景と目的 

本章では、コミュニティの基本単位である「家族」を対

象に、高齢ドライバーの運転継続・取り止めについての

効果的な話し合いについての検証を行った。運転免許

証を保有する高齢者が増加する中、高齢ドライバーが

第 1 当事者となる事故が増加しており（図 4-8）、加齢に

よって運転能力が低下した高齢者に対して、運転免許

証の返納や運転の取り止めを適切に促すことが求めら

れている。国内では、平成 29年 3月に改正道路交通法

が施工され、75 歳以上の運転者が違反行為を起こした

場合の臨時認知機能検査や高齢者講習の実施、認知

症のおそれがあると判断された場合の臨時適性検査な

どが義務付けられた。 

一方で、むやみに高齢者の運転免許証返納（運転取

り止め）を促しては、社会的便益を下げる可能性もある。

例えば、高齢者が運転を止めることはうつ症状などのメ

ンタルヘルスや外出活動レベルの低下を招く可能性が

指摘されている他（Marottoli et.al、 1997; 2000）1)、 1)、

自動車の運転が高齢者にとっては自身の人間像を形成

する重要な要素であることなどが指摘されている（中川

ら、 2016）1)。生活の主たる移動手段としての運転が高

齢者の豊かな生活や精神的支えとしても重要な意味を

有していると考えられ、このような社会的便益を損なうこ

となくいかに事故などの損失を減らすかどうかが政策上

の課題である。 

上記のような高齢者の運転取り止め、継続に関する

課題を踏まえると、運転寿命の延伸や取り止めのタイミ

ングの見極め、また運転取り止め後の生活支援や取り

止めに対して高齢者本人が肯定的な意識を見出すた

めにも、高齢者にとって身近な家族が重要な役割を果

たすと考えられる。既往研究においても、家族の対応が

運転中止の過程や車をもたない生活への適応に影響

するとされている他（野村ら、2007）1)、国内外で家族向

けの対応マニュアルが作成されている（NHTSA and 

ANA、 2007 1)、荒井、2016 1)）。 

以上のように、高齢者の運転取り止め・継続に関して

は、高齢者本人の運転能力や状態の他、例えば高齢

者世帯で他の世帯構成員が免許証を保有していない

場合の影響や、高齢者が返納した場合の子ども世代の

送迎回数の増加といった家族の生活への影響、事故が

起きた場合の家族としての責任など、その意思決定に

おいて家族と高齢者の意思が互いに影響し合い、世帯

内での相互作用（コミュニケーション）に基づき意思決定

がなされることが考えられる。 

以上を踏まえ、本章では高齢ドライバーの運転継続・

取り止めについて効果的な家族への介入手法に向けた

示唆を得ることを目的に、世帯内での意思決定におい

てどのような内容の話し合いを行うことが有効かを検証

する。また、効果的なコミュニケーションを行った場合の

効果についてシミュレーション分析を行う。 

 

 
出典：警察庁資料 

図 4-8 75 歳以上の運転者による死亡事故件数及び割合 

（原付以上第 1 当事者） 
 

(2) 調査の概要 

調査は島根県および広島県内の高齢者を対象に、

調査員によるヒアリング形式で行った（表 4-3）。対象と

する高齢者は現在または過去に運転免許証を保有して

いた人ととし、認知症などにより本人の回答が困難な場

合は家族への聞き取りを行っている。なお、本調査は高

齢者とその家族との話し合いを踏まえた意思決定過程

を把握することを目的にサンプリングしており、話し合い

の実施状況（話し合いを行う家族の割合）などは母集団

のそれとは異なる可能性もあるため留意が必要である。 

 
表 4-3 調査の概要 

 
 

調査項目を表 4-4 に示す。調査では、高齢者の運転

継続・取り止めに影響すると考えられる居住環境や運転

の状況などに加えて、運転に関する家族との話し合い
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75歳以上の運転者による死亡事故件数
死亡事故全体に占める割合

（件）

（年）

調査期間 　平成29年11月～平成30年5月

調査対象
　65歳以上の高齢者を中心に、現在（または過去に）運

転免許証を保有している（またはしていた）方
（本人の回答が困難な場合は、家族による回答を依頼）

対象地域 島根県，広島県，他

調査方法
　調査員による聞き取り調査（病院の待合室や地域の保
健福祉活動などでの実施）

有効回収票 477
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の状況について確認を行った。特に運転に関する家族

との話し合いに関しては、表 4-5 に示すような具体的な

内容について、それぞれ高齢者本人が主張したか、家

族が主張したかを確認している。この項目は、筆者らが

実施した過去の調査（福井ら、2016）11)や自治体の交通

担当者等へのヒアリングなどを参考に設定した。また、

本調査では話し合い前後の運転継続意向を確認して

おり、話し合い前の高齢者本人と家族のそれぞれの意

向、および話し合い後の世帯（高齢者と家族）としての

意向を 7 段階で確認している。 
 

表 4-4 調査項目 

 
 

表 4-5 高齢者と家族の話し合い内容に関する項目 

 
 

(3) 高齢ドライバーの特性 

回答者の属性、運転免許証の保有状況を図 4-9 およ

び図 4-10 に示す。回答者は 65～84 歳までが 85%を占

め、5 歳単位の年齢層では大きな偏りはない。男女比で

は男性が 64.55%、女性が 35.5%と男性がやや多くなっ

ている。運転免許証の保有状況では、84.2%が「自動車

免許があり運転をしている」と回答し、15.8%が「免許は

あるが運転を取り止めた、または控えている」または「免

許を返納した」と回答した。また，高齢者の健康状態の

指標として，続けて歩行可能な時間も確認した（図 4-

11）．これより，8 割以上の回答者が 15 分以上続けて歩

行可能と回答している． 
 

 
図 4-9 回答者（高齢ドライバー）の属性 

 

 
図 4-10 運転免許証の保有状況 

 

 
図 4-11 続けて歩行可能な時間 

 
高齢者が居住する環境について、自宅周辺の公共

交通の評価では、便利（とても便利，まあ便利）という回

答が 31.2%、不便（あまり便利でない，全く便利でない）

という回答が 42.1%と、不便という回答が 1 割ほど多くな

っている（図 4-12）。自動車の必要性（図 4-13）では，

78.7%が「車がないと生活に支障がでる」と回答し，車以

外で普段利用する交通手段（図 4-14）では，半数以上

の 50.7%が「同居家族の送迎」を選択した． 
 

 
図 4-12 自宅周辺の公共交通（鉄道・バス）の評価 

 

 
図 4-13 自動車の必要性 

 
図 4-14 車以外で普段利用する交通手段 

項目 調査内容 項目 調査内容

居住環境
交通手段

・自宅から徒歩でいける施設
・続けて歩行可能な時間
・自宅周辺の公共交通の評価
・自動車の必要性
・車以外で普段利用する交通手段

生活
・外出頻度
・生活の中で我慢している移動

家族

・世帯構成
・運転免許証を保有する家族の人数
・送迎を頼める家族（本人との関係、頻度）
・別居の場合の家族との距離

免許の返納
（返納または運転を取

り止めた方のみ）

・返納した時期
・返納に対して納得しているかどうか
・返納の決めて

個人属性

・職業
・年齢
・性別
・居住地

・運転についての家族の話し合いの有無
・話し合いの形態（日常会話／真剣に）
・話し合う相手
・話し合う相手との関係
・話し合う相手の免許の保有
・話し合い前後の本人、相手の運転継続意向
・話し合いの内容
・話し合い後の世帯としての運転継続意向
・話し合いをしていない場合の運転継続意向

運転に関する家族と
の話し合い

・運転免許証の保有状況
・運転頻度
・続けて運転できる時間
・運転する車両
・運転の目的
・過去3年以内の事故歴
・苦手な運転
・運転に対する自信

運転
（返納者は返納直前

の状況）

・高齢ドライバーによる事故のニュース

・運転能力や身体機能の低下

・事故にあった場合の本人への影響

・事故にあった場合の家族や他者への影響

・標識や一時停止など交通ルールに関する注意

・運転する時間帯や場所を限定する

・運転する場合は必ず他の人が同乗する

・車の安全技術の向上（自動ブレーキ搭載等）

・車の代わりの移動手段として，シニアカーの購入

・家族が運転する車で送迎することを増やす

・公共交通の利用を増やす

・公共交通・タクシーなど利用する上での資金を家族が援助する

・運転免許証を返納する具体的な時期

・高齢者向け教習の受講

9.1%

4.5%

64.5%

16.1%

17.0%

35.5%

8.2%

27.4%

13.7%

24.2%

52.9%

16.8% 8.9%

1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

職業

(N=461)

年齢

(N=471)

性別

(N=465)

会社員

公務員

農林水産業・

自営業

.パート・アルバイト

（単発含む）

家事専業 無職

65歳

未満 70～74歳

90歳以上

男性 女性

65～69歳 75～79歳 80～84歳
85～89

歳

84.2% 4.1% 11.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車免許があり運転をしている

免許はあるが運転を取り止めた、または控えている

免許を返納した

(N=469)

※大型免許のみ返納者を除く

100.0% 96.7%

85.1%

71.0%

35.8%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

5分未満 5分～15分未満 15分～30分未満 30分～1時間未満 1時間以上

（N=455）

8.1% 23.1% 5.1% 24.8% 17.3% 21.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても便利 まあ便利 どちらでもない

あまり便利でない 全く便利でない わからない

（利用したことがない）

(N=467)

78.7% 18.5% 2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

車がないと生活に支障がでる 車がなくても生活できるが、あると便利

車がなくても便利に暮らすことができる

(N=470)

50.7%

29.4%

25.9%

21.9%

12.2%

9.0%

6.4%

0.6%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

同居家族の送迎

自転車

バス

タクシー

鉄道

同居家族以外の送迎

自動二輪・原付

シニアカー

その他

（N=343）
※複数選択
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高齢者の外出の状況について、一週間当たりの外出

の頻度を図 4-15 に、生活の中で我慢している移動（外

出）の状況を図 4-16 に示す。日常の移動すべては 7 日

（毎日）という回答が 36.9%であったものの、地域活動や

趣味に関する移動では 7 日（毎日）が 9.3%となり、ほと

んどないという回答が 27.2%となった。生活の中で我慢

する移動の有無では、11.7%が「我慢することがある」と

回答し、回数では月に 1～3 回が最も多く 44.1%となっ

ている。我慢する移動の具体的な目的としては、買い物

や趣味に関する移動を挙げる回答者が多かった。 
 

 

 
図 4-15 一週間あたりの外出の頻度 

（上：日常の移動すべて／下：地域活動や趣味など） 

 

 

 
図 4-16 生活の中で我慢している移動（外出）の状況 

（上：我慢する移動の有無／下：我慢する頻度） 

 

 

一週間あたりの自動車運転頻度（図 4-17）では、

43.0%が 7 日（毎日）と回答し、続けて運転できる時間

（図 4-18）は 72.9%が 1時間以上運転できると回答した。

また、運転する車両（図 4-19）は AT 車が多く 67.3%、運

転する目的（図 4-20）は、買い物や通院の選択率が高く

なっている。過去 3 年以内の事故歴（図 4-21）では、

20.5%が事故をした経験があり、そのうちの 73.7%が 1回
のみとなっている。一方、3 回以上の割合も 13.1%見ら

れる。具体的な事故の内容（図 4-22）では、軽い物損事

故や車を傷付けるなど単独によるものが多くなっている。

苦手な運転（図 4-23）では、夜間の運転が最も選択率が

高く、次いで積雪・凍結時が高くなっている。運転に対

する自信（図 4-24）では、自信がある（とても自信がある、

まあ自信がある）との回答が 57.2%に達した。 

 

 
図 4-17 一週間あたりの自動車の運転頻度 

 

 
図 4-18 続けて運転できる時間 

 

 
図 4-19 運転する車両タイプ 

 

 
図 4-20 運転して外出する目的 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-21 過去 3 年間の交通事故歴 

 

1.7%

8.5% 11.0% 13.8% 8.1% 13.8% 6.4% 36.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどない ～1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日

(N=472)

27.2% 26.4% 16.8% 9.9% 6.6%3.3%

0.5%

9.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほとんどない ～1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日

(N=364)

11.7% 88.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

我慢することがある 我慢することはほとんどない

(N=461)

44.1% 35.3% 8.8% 11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

月に1～3回程度 月に4～6回程度 月に7～9回程度 月に10回以上

(N=34)

2.4%

6.1% 7.6% 10.4% 8.0% 13.7% 8.9% 43.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほぼなし ～1日 2日 3日 4日 5日 6日 7日

(N=461)

7.2% 20.0% 35.2% 27.4% 10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

0～30分未満 30分～1時間未満 1時間～2時間未満 2時間～3時間未満 3時間以上

(N=446)

67.3% 22.7%

1.6%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

AT車 MT車 バイク AT,MT両方

(N=449)

87.3%

72.7%

44.3%

39.3%

27.1%

23.6%

22.1%

12.9%

10.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

買物

通院

郵便局・金融機関

趣味・娯楽

家族・友人の送迎

通勤

公共施設

観光

その他

（N=458）
※複数選択

20.5% 79.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

事故をした（単独事故を含む） 事故を起こしていない

(N=453)

73.7% 13.2% 9.2%

2.6% 1.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回 2回 3～5回 6～8回 9回以上

(N=76)
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図 4-22 交通事故の内容 

 

 
図 4-23 苦手な運転行為 

 

 
図 4-24 自動車の運転に対する自信 

 

(4) 高齢者と家族の話し合いの状況 

高齢者と家族の話し合いの状況を図 4-25 に、話し合

いの程度を図 4-26 に示す。これより、回答者の約半数

が運転について家族と話をすると回答し、話をする場合、

複数回行われていることがわかる。話をする高齢者と家

族の 15.8%が 10 回以上話をすると回答した。また、話を

する相手（図 4-27）では、配偶者が最も多く、次いで同

居の子どもで多くなっている。 
また、話しをする相手の免許証の保有状況（図 4-28）

では、79.1%が保有していると回答した。また話をする相

手が高齢者の運転する車に同乗するかどうかでは、

73.5%が同乗することがあると回答し、週に 1～3 回程度

が最も多くなっている（図 4-29）。 
 

 

 

図 4-25 運転に関する高齢者と家族の話し合いの状況 

 

 
図 4-26 運転に関する高齢者と家族の話し合いの程度 

 

 
図 4-27 話をする相手 

 

 
図 4-28 話をする相手の免許証の保有状況 

 

 

 
図 4-29 話をする相手が高齢者の運転する車に同乗する頻

度 

 

話し合い前の高齢者と家族の主張を図 4-30 に、話し

合い後の世帯としての意思決定結果を図 4-31 に示す。

これより、高齢者は「運転を継続したい」という意向をも

つ一方、家族は「免許を返納してほしい」と考えている

場合、またはその反対の場合の世帯が一定程度見られ

る。さらに、話し合い後の世帯としての意向と比較した結

果は、図 4-32 のようになり、話し合いを受けて高齢者の

意向が変化している様子が読み取れる。 
 

53.3%

41.3%

8.7%

5.4%

4.3%

1.1%

3.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

軽い物損事故（修理程度）

車を傷付ける

脱輪

軽い人身事故（接触）

ひどい物損事故（全壊）

ひどい人身事故（重傷・入院）

その他

（N=92）
※複数選択

59.7%

53.0%

32.2%

24.6%

21.4%

20.8%

20.3%

17.0%

6.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

夜間

積雪・凍結時

高速道路

交通量の多い道

狭い道

雨天時

長時間

駐車・車庫入れ

車線変更

（N=370）
※複数選択

10.3% 46.9% 27.6% 13.6%

1.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

とても自信がある まあ自信がある どちらでもない あまり自信がない 全く自信がない

(N=456)

48.6% 51.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

話をする 話をしない

(N=473)

18.7% 42.4% 23.0% 15.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1回 2～3回 4～9回 10回以上

(N=139)

※運転について話し合った方（Q6①で1）のみの回答

80.7% 17.5%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日常会話の中で少し話した程度

真剣に免許返納（運転取り止め）について話し合った

その他

(N=223)

※運転について話し合った方（Q6①で1）のみの回答

66.7%

30.3%

15.4%

1.8%

0.4%

3.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配偶者

子ども（同居）

子ども（別居）

孫（同居）

孫（別居）

その他
（N=228）

※複数選択

79.1% 4.1% 16.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自動車免許あり 免許を返納した 免許をもともと持っていない

(N=220)

※運転について話し合った方（Q6①で1）のみの回答

73.5% 26.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同乗することがある 同乗することはない

(N=219)

※運転について話し合った方（Q6①で1）のみの回答

15.4% 3.8% 26.9% 41.5% 12.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

年に1～5回程度 年に6～11回程度 月に1～3回程度 週に1～3回程度 週4回以上

(N=130)

※運転について話し合った方（Q6①で1）のみの回答
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図 4-30 話し合い前の高齢者と家族の意向（全体） 

 

 
図 4-31 話し合い後の世帯としての意向（全体） 

 

 
図 4-32 話し合い前の高齢者と家族の意向 

（話し合い後の世帯としての意向で「免許を返納する（1 または 2）」を選択した世帯） 

 

(5) 高齢者の運転継続・取り止めに関する世帯意思決

定モデル 

複数の世帯構成員の選好を明示的に考慮した「世帯

意思決定モデル」が開発され始めたのは 1990 年代から

である。典型的モデルの 1 つは離散選択モデルに基づ

き開発されており、例えば、山本ら（2001）12)は自動車を

共有する世帯内でのメインドライバーの選択モデルを構

築しており、選択肢は世帯構成員として、最も効用の大

きい構成員を選択することを仮定している。 
一方、このような世帯としての選択に離散選択モデル

を適用することに対しては、モデルは効用最大化理論

に基づき構築されているが、効用の意味が曖昧であると

され、世帯意思決定のメカニズムが十分に反映されてい

ないという指摘もある。ここで、世帯の意思決定メカニズ

ムを明確に考慮したいくつかのモデルが開発されており、

例えば、Timmermans et al.（1992）13)は、情報統合理論

（information integration theory）に基づき、加法型効用

関数を用いて各世帯構成員の選好を統合したモデルを

構築している。これらのモデルの発想の中心は、世帯構

成員の選考の加重平均が世帯の選考と仮定しているこ

とにあり、これによって個人の選好の変化が世帯の選好

に与える影響を捉えることができる。 
一方、Zhang ら(2002, 2005)14-15)と Zhang and Fujiwara 

(2006)16)は、世帯構成員の選好を加重平均に基づいて

算出する世帯意思決定モデルは、世帯構成員相互の

世話・気遣いなどの影響を反映することができないこと

を指摘し、構成員同士の相互作用を考慮した世帯意思

決定モデルを提案している。また、小林ら（1996）17)は世

帯内での送迎・相乗り行動について、2名の世帯構成員

に関するランダム・マッチングモデルを、利他的動機や

父権的動機も統合し構築している。これらのモデルでは、

ある家族構成員の選好は他の世帯構成員の選好の影

響を受けることを想定しており、それらは気遣いや利他

的な態度・行動によるものである。 
高齢者の運転に関しては複数の家族構成員での話

し合いが行わることも想定されるが、本研究ではヒアリン

グ調査で把握した 2 名の世帯構成員（高齢者、および

話をする家族 1 名）による意思決定モデルを構築する。

高齢者の運転に関しては、(4)の分析からも明らかなよう

に、高齢者本人は運転継続意向が高くても、家族は安

全性を考慮して免許の返納を選好する場合もある。この

ような場合、家族は高齢者の選好や効用以上に、高齢

者の運転の安全性や生活の状況などを考慮していると

考えられる。 
上記のような特性を踏まえた世帯の意思決定モデル

を構築するため、本研究では高齢者の状態に対する利

他的動機を考慮した集団離散選択モデルを構築する。

ここで世帯の効用関数は式（4.2）のような一般的な加法

型効用関数を用いる。ここで、𝑉𝑉𝑖𝑖ℎは世帯の効用、𝑉𝑉�𝑖𝑖𝑑𝑑は
高齢者の効用、𝑉𝑉�𝑖𝑖

𝑒𝑒
は家族の効用であり、𝜔𝜔𝑑𝑑と𝜔𝜔𝑒𝑒は、世

帯の効用を決定する上での重みを表す。この重みはそ

れぞれの主張（話し合いの内容）に依存し、高齢者と家

族，双方の選好が一致しない場合に、各構成員の主張

（話し合いの内容）によってどのように世帯としての意思

決定が行われるかの交渉過程を表現する。これによっ

て、世帯の意思決定においてどのような話し合いを持っ

た人の主張が優先されるかを確認する。 
 

𝑉𝑉𝑖𝑖ℎ=𝜃𝜃�𝜔𝜔𝑑𝑑𝑉𝑉�𝑖𝑖𝑑𝑑 + 𝜔𝜔𝑒𝑒𝑉𝑉�𝑖𝑖
𝑒𝑒�,  𝜔𝜔𝑑𝑑 , 𝜔𝜔𝑒𝑒 ≥ 0    (4.2) 

 

 
図 4-33 高齢者の運転継続・取り止めに関する世帯意思決

定モデルの概念図 
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(6) 世帯意思決定モデルの推定結果 

高齢者と家族それぞれの高齢者の運転継続・取り止

め意向（7 段階評価：1 免許を返納～7 運転継続）を目

的変数としたオーダードプロビットモデルの推定結果を

表 4-6 および表 4-7 に示す。尤度比は、それぞれ 0.150、
0.163 となり説明力は低くはない。 
高齢者の運転継続意向モデルの推定結果では、“年

齢”が負で 0.1%有意となり、“性別（男性 1，女性 0）”と
“職業（職業あり 1，無職・家事専業 0）”は正で 1%有意、

5%有意となった。これより、年齢が高いほど免許の返納

意向が高くなり、一方で男性である場合や職業がある場

合には運転継続意向が高くなることが窺える。一方、自

宅周辺の公共交通の評価に関しては、有意な結果は得

られなかった。これは、今回分析したサンプルが主に地

方都市を中心にしたものが多く、全体として公共交通の

サービスレベルが十分高くはない可能性もある。この他

にも、本モデルの推定にあたっては、説明変数として家

族の免許証の保有状況や家族の送迎の状況なども検

討したが、いずれも有意な結果は得られなかった。特に

公共交通の評価に関しては、調査の対象が島根県およ

び広島県の地方都市あるいは農村地域であり、いずれ

の地域も都市部ほどの公共交通の利便性が高くないこ

とも影響していると考えられる。 
続いて、家族の高齢者に関する運転継続意向モデ

ルの推定では、家族に関する変数と高齢者に関する変

数を説明変数として用いた。家族に関する変数では、

“同居の子ども”または“別居の子ども”である場合に負

で 0.1%有意あるいは 10%有意となった。特に常に高齢

者本人の様子が分かる同居の子どもである場合に推定

値も高く、高齢者に免許を返納してほしい意向をもって

いることが窺える。一方、高齢者の配偶者の場合には有

意とならず、“話をする家族の免許保有（保有 1、保有し

ていない 0）”も有意な結果は得られなかった。高齢者に

関する変数では、“高齢者の年齢”は負で 0.1%有意に、

“高齢者の職業（職業あり 1、無職・家事専業 0）”は正で

10%有意となり、高齢者の推定結果と同様の傾向が見ら

れた。一方、“高齢者の過去 3 年以内の事故歴（あり 1、
なし 0）”は、高齢者本人では有意にはならなかった一方、

家族では負で 1%有意となり、推定値の絶対値も“同居

の子ども”の次に大きくなった。特に、今回の調査結果

では、軽い物損事故や車を傷付ける程度の事故の場合

がほとんどであるが、この場合、高齢者本人は強く意識

されない一方、家族では強く反応し、高齢者に免許を返

納してほしい意向が高くなることが確認された。 
 

表 4-7 高齢者の運転継続意向モデルの推定結果 

 
 

 

 

表 4-8 高齢者の運転継続意向モデルの推定結果 

 
 

個人モデルにより推定されたパラメーターを、重みづ

け平均の加法型世帯効用関数に代入し、重みパラメー

ターを推定した。この結果を表 4-9 に示す。 
尤度比は 0.238 と比較的高い結果となった。パラメー

ターを解釈すると、“運転能力や身体機能の低下”で正

に 1%有意となった。これは、高齢者と家族双方の意向

が異なる場合に、どちらかが“運転能力や身体機能の低

下”について話題に出した場合、その話題を出した側の

意向にもう一方の意向が傾くと解釈できる。また、“高齢

ドライバーによる事故のニュース”は負で 1%有意となり、

話のきっかけとしては悪くないかもしれないが、相手の

意向を変えるまでの効果はないものと考えられる。一方、

“家族が送迎する車で送迎することを増やす（家族が話

す）”は、正に10%有意の結果が得られた。これは、高齢

者が家族に送迎してほしいことを依頼する場合には効

果がないものの、家族が高齢者に送迎することを提案し

た場合には一定の効果があることを示していると考えら

れる。 
 

表 4-9 高齢者の運転継続に関する世帯意思決定モデルの

推定結果 

 
 

(7) シミュレーション分析 

以上の高齢者の運転継続・取り止めに関する世帯意

思決定モデルの結果を踏まえ、効果的な話し合いを行

った場合のシミュレーション分析を行った。結果を図 4-
34 に示す。 
これより，すべての家族において、家族が「家族の送

迎を増やす」ことを話した場合、世帯の意思決定におい

て「免許を返納したい（選択肢 1）」を選択する確率が 0.5
近くまで上がることが分かる。ただし、ここではすべての

家族が免許を保有し送迎できる状態にあることを仮定し

ており、また送迎を増やすことに伴う家族の効用の低下

や、具体的な意思決定のタイミングと会話についての詳

細（例えば，免許を返納することを家族で意思決定した

上で送迎について話をしている可能性もある）は本モデ

ルにおいて示すことはできておらず、留意が必要である。 
 

***0.1%有意　**1%有意　*5%有意　+10%有意

推定値 t値
age 年齢 -0.042 -3.646 ***
male 性別（男性1,女性0） 0.482 2.846 **
accident 過去3年以内の事故歴（あり1,なし0） -0.239 -1.231
worker 職業（職業あり1,無職・家事専業0） 0.460 2.428 *
transportation 自宅周辺の公共交通（バスや鉄道）の評価（5段階） -0.017 -0.271

尤度比 0.150

サンプル数 196
初期対数尤度（LL0) -381.398

最終対数尤度 -324.173

***0.1%有意　**1%有意　*5%有意　+10%有意

推定値 t値
child_doukyo2 同居の子ども（同居の子ども1,その他0） -0.735 -3.771 ***
child_betukyo2 別居の子ども（別居の子ども1,その他0） -0.372 -1.651 +
male2 話をする家族の性別（男性1,女性0） 0.04 0.2
carown2 話をする家族の免許保有（保有1,保有していない0） -0.139 0.634
age 高齢者の年齢 -0.047 -3.914 ***
male 高齢者の性別（男性1,女性0） 0.111 0.551
accident 高齢者の過去3年以内の事故歴（あり1,なし0） -0.424 -2.126 **
worker 高齢者の職業（職業あり1,無職・家事専業0） 0.341 1.823 +

最終対数尤度 -319.198
尤度比 0.163

家族に
関する変数

高齢者に
関する変数

サンプル数 196
初期対数尤度（LL0) -381.398

***0.1%有意　**1%有意　*5%有意　+10%有意

推定値 t値
 高齢ドライバーによる事故のニュース -0.275 -3.100 **
 運転能力や身体機能の低下 0.228 2.619 **
 家族が送迎する車で送迎することを増やす（高齢者が話す） -0.247 -0.725
 家族が送迎する車で送迎することを増やす（家族が話す） 0.594 1.925 +

サンプル数

初期対数尤度（LL0)
最終対数尤度

尤度比

196
-381.398
-290.682

0.238
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図 4-34 効果的な話し合いを行った場合のシミュレーション分

析結果 

 

(8) まとめ 

本章では、高齢ドライバーの運転継続・取り止めにつ

いての効果的な家族への介入手法に向けた示唆を得る

ことを目的に、世帯内での意思決定においてどのような

内容の話し合いを行うことが有効かを検証した。 
まず、約 500 サンプルに及ぶヒアリング調査から、高

齢者の運転継続・取り止めに関して、世帯内での高齢

者と家族の意向、および話し合いの実態を明らかにした。

高齢者と家族それぞれの高齢者の運転継続意向に関

するモデルからは、高齢者の年齢や職業の有無が高齢

者と家族の運転継続意向に影響する他、家族において

は高齢者の事故歴にも強く反応することが確認された。

また、世帯意思決定モデルからは、運転能力や身体機

能の低下を話題に出した場合や、家族が送迎すること

を増やすことを家族が話した場合に、話した側にもう一

方の意向が傾くことを明らかにし、シミュレーション分析

によりその効果を定量的に明らかにした。 
以上の結果からは、今後、高齢者の運転継続・取り止

めに関して政策的に家族に介入するアドヴァイス手法

（例えばモビリティ・マネジメントの実施など）を検討する

上での、有用な示唆が得られたものと考えられる。今後

は、モニター世帯を対象とした調査の実施などにより、

具体的な介入手法のデザインを行うことなどが求められ

る。また、本研究では高齢者の家族に関するコミュニケ

ーションを取り扱ったが、友人など家族以外とのコミュニ

ケーションについては取り扱っていないため、今後の課

題としたい。 
 

 

4.3 アンメットニーズに基づく高齢者の運転免許保有の

価値の計測 

 

(1) 背景と目的 

前章で議論したように、自動車運転免許の返納によ

る高齢者の運転の停止はモビリティを著しく低下させ、

結果的に社会厚生を低下させる恐れがある。免許返納

にかかる制度は、理論的には、自動車がもたらすトリッ

プの価値（便益）と事故リスク（費用）の両者を評価し、社

会厚生が最大となるように設計することが望ましいと考え

られる。一方、実用に耐えうる制度を構築するためには、

費用や便益を広く受け入れられる形で定義すること、定

義した費用・便益を正確に測定することが必要になる。 

本章は便益の側面に着目する。従来の移動に関する

便益の評価は、交通時間の短縮に対する支払意思額

に基づく時間価値の理論に基づいている。従来の手法

は、移動に制約の無い就業者や旅行者の移動価値の

評価には有効であった。しかし、移動制約が緩和され、

新たな移動が発生することに伴い生じる便益について

は十分に考慮されていない。特に、自動車運転ができ

ない高齢者などの交通困難者が移動できることから得ら

れる便益は、制約が強ければ強いほど大きいものと想

定されるため、従来の手法では過小に評価される恐れ

がある。  
そこで本研究では、活動参加のための移動の価値を

推計する手法を提案する。具体的には、活動参加に係

る制約程度を表現するアンメットニーズ（Unmet Needs）
の観点から移動の価値推計を試みる。 

 
(2) Unmet Needs に関する既往研究のレビュー 

欧米諸国においては、交通は活動の派生需要である

という考えに基づく Activity-based アプローチの考えが

普及し、実務においても需要予測に利用されることが一

般的となりつつある。一方、Jones(2009)18)は、需要予測

の視点からは Activity-based アプローチの普及が進ん

だものの、活動遂行の結果得られる便益については依

然として移動時間短縮を利用しており、活動参加の価

値評価の議論は十分にできていない点を指摘している。 
高齢者の活動参加の価値評価に関して、 Nordbakke 

and Schwanen (2014)19)は、福祉政策の観点から、満た

されない外出活動を意味する Unmet Needs 概念を導入

した。Nordbakke and Schwanen らは、モビリティの低下

に伴う満たされない外出活動ニーズ（すなわち、行いた

いがモビリティを確保できないために行うことができてい

ない外出活動）を Unmet Needs と定義し、外出活動にお

ける Unmet Needs のレベルを目的変数として順序回帰

分析を行い、モビリティと well-being 間のリンクを分析し

ている。分析の結果、Unmet Needs の発生要因として、

運転免許の保有、公共交通機関へのアクセス性などを

指摘している。 
同様に、福祉的観点から移動の価値計測を試みた研

究として Stanley et al. (2011)20)の研究がある。具体的に

は、モビリティの低下に伴う社会的排除の危険度の大き

さを目的変数とした Ordered Logit Model を用いてトリッ

プ数と世帯収入の限界代替率を導出した結果より、1トリ
ップ移動できることの価値を$A19.30（約 1500 円）と推計

している。しかしながら、Stanley et al.の方法は、インタビ

ューによる詳細な調査を通じた社会的排除の危険度の

測定が必要であり、大規模なモビリティ価値推計が難し

いことが実装上の問題となる。また、世帯収入に関する

情報が目的変数である社会的排除指数と説明変数の

両方に含まれており、推計結果の妥当性についてもさら

に検証を加える必要がある。 
以上を踏まえ本研究では、Stanley et al.の課題であっ

た測定の簡略化（調査手法の工夫）、及び Nordbakke 
and Schwanen の課題であったモビリティの価値計測へ

の展開を試みる。 
 

20 40 60 80 100 (%)

●家族が運転能力や身体機能の低下、家族の送迎を増やすことを話した場合
●家族が運転能力や身体機能の低下について話した場合
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(3) 調査概要及び集計分析 

本研究では、中国地方に居住する 65 歳以上の高齢

者を対象としてアンケート調査を実施した。調査内容と

結果の概要を表 4-10、4-11 に示す。調査では、モデル

分析における説明変数となる世帯属性、個人属性とい

った設問に加えて、12 項目の外出目的ごとの現状の外

出行動、モビリティが向上した場合を想定した外出行動

の意向を質問した。本調査では、モビリティが向上した

状況を「いつでも無料送迎を行う交通サービス（バスや

タクシー）が利用できるようになり、自由に移動できる場

合」とし、外出のニーズの把握を試みた。外出目的の選

定は、高齢者の外出に関する猪井ら(2004)21)や水野

(2004)22)を踏まえて、目的の重複や漏れが少なくなるよ

う設定した。 
 

表 4-10 調査の内容 

世帯属性 
世帯収入、住所、世帯構成員の

個人属性 

個人属性 
年齢、性別、免許証、免許返納

意向等 

現状の外出行動 外出目的、頻度、主観距離等 

モビリティが向上した場合を想定

した外出行動の意向 
外出目的、頻度 

 
表 4-11 調査結果概要 

調査対象 
島根県出雲市、雲南市、浜田市に居住の 65 歳以上の

高齢者 

調査日時 

調査方法 

H28 年 11、 12 月 

市役所・集会所にて配布、郵送回収 

配布数 589 

回収数 221 (回収率 37.5%) 、有効回答 184 

調査対象 中国地方に居住の 65 歳以上の高齢者 

調査日時 

調査方法 

H29 年 3 月 

Web 調査 

回答数 600 

 
個人属性の集計結果を図 4-35 に示す。回答者の特

徴として、男性が 6 割、前期高齢者が 7 割、運転免許保

有者が 8 割以上を占めている、また、回答者の 7 割は

1km以上負担を感じることなく歩行可能である。以上より、

回答者の多くが活動的な高齢者であることが伺える。 

 

 
図 4-35 個人属性の集計結果 

 

設定した 12項目の外出目的ごとに、モビリティが向上

した場合を想定した外出頻度と、現状の外出頻度との

差である Unmet Needs を図 4-36 に示す。現状の外出頻

度では「買い物（食料品・生活必需品）」がとりわけ高く、

次いで「仕事（農作業を含む）」が高い。Unmet Needs に
着目すると、「買い物（食料品・生活必需品）」「外食」

「行楽」が他の項目に比べて大きい。 
本研究では、12 項目の外出目的ごとの Unmet Needs

の合計を個人𝑖𝑖の Unmet Needs の程度𝑈𝑈𝑁𝑁𝑖𝑖として定義す

る。ここで、Unmet Needs による不便益は、Unmet Needs
の程度が等しくても、現状の外出頻度の増加に伴い逓

減するという経済学の限界効用逓減の観点から、外出

ニーズに占める Unmet Needs の割合で定義される

Unmet Needs 率𝑈𝑈𝑁𝑁𝑅𝑅𝑖𝑖により計測する。 
 
𝑈𝑈𝑁𝑁𝑖𝑖 = ∑ (𝑏𝑏𝑖𝑖𝑗𝑗 −12

𝑖𝑖=1 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗)、    𝑗𝑗 = 1、…、 12  (4.2) 
 

ここで、 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑗𝑗: 現在の外出頻度 
𝑏𝑏𝑖𝑖𝑗𝑗: モビリティが向上した場合の外出頻度 

 

 
図 4-36 外出目的ごとの外出頻度と Unmet Needs 

 

𝑈𝑈𝑁𝑁𝑅𝑅𝑖𝑖 = 𝑈𝑈𝑁𝑁𝑖𝑖
∑ (𝑏𝑏𝑖𝑖𝑗𝑗12
𝑖𝑖=1 )� 、    𝑗𝑗 = 1、…、 12  (4.3) 

 

集計した Unmet Needs 率の分布を図 4-37 に示す。

Unmet Needs 率を目的変数として推定を行うモデル分

析においては、約半数の回答者は Unmet Needs が生じ

ていないことが示されたため、回帰モデルは使用できな

い。従って、本研究では Unmet Needs 率を次のように順

序付けられた目的変数として Ordered probit model によ

るモデル分析を試みる。 

 
図 4-37 観測された Unmet Needs 率の分布 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

世帯収入(万円)
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免許

歩行可能距離
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女性男性
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600～799400～599200未満 200～399 800以上

広島 岡山 山口 鳥取 島根
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老人会などの会合
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習い事・学習・ボランティア活動

通院（病院・診療所等）

用事（銀行・郵便局・役場等）

友人・親族との面会

買い物（必需品以外）

外食

趣味・娯楽・スポーツ
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次に、外出目的ごとの性質の違いを比較する。具体

的には、「運転免許を返納すると、公共交通やタクシー

を使用しなければならず、移動する方の金銭負担が大

きくなります。この時、交通費を税金で補助することが適

切とお考えになりますか」と尋ねた。回答は 5 件法（1.そ
う思わない、2.多少そう思わない、3.どちらとも言えない、

4.多少そう思う、5.そう思う）により得た。肯定意見である

「そう思う」「多少そう思う」の回答割合を図 4-38 に示す。

図から、「通院」「買い物（必需品）」「用事」「買い物（必

需品以外）」の 4 項目と他の項目には明確な差があるこ

とが確認できる。 

 
図 4-38 税金による移動の補助が適切だと考えるか 

 

(4) 移動の価値の推計方法 

Ordered Probit Model は、順序ある 3 つ以上の選択肢

を同じ説明変数で説明する時に適している。本研究で

は、Unmet Needs 発生モデルは次の Ordered Probit 
Model により成り立つと仮定する。 

 
𝑈𝑈𝑁𝑁𝑅𝑅𝑖𝑖 = 𝛽𝛽𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒 + 𝛽𝛽𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒    (4.3) 

 

ここで、 𝑈𝑈𝑁𝑁𝑅𝑅𝑖𝑖:観測された Unmet Needs 率 

 𝛽𝛽𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒 R、 𝛽𝛽𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒:外出頻度及び世帯収入のパラ

メータ 

 𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒 R、 𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒:外出頻度及び世帯収入の説明

変数 

 

(4.3)式を効用関数と捉え、説明変数𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒 R、𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒でそ

れ ぞ れ 偏 微 分 を 行 う こ と で 限 界 効 用 (marginal 
utility:𝑀𝑀𝑈𝑈)が得られる。 

𝑀𝑀𝑈𝑈 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐 =
𝜕𝜕𝑈𝑈𝑁𝑁𝑅𝑅𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑋𝑋𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐

  
         (4.4) 

𝑀𝑀𝑈𝑈𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇 =
𝜕𝜕𝑈𝑈𝑁𝑁𝑅𝑅𝑖𝑖
𝜕𝜕𝑋𝑋𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇

 
          (4.5) 

 

こうして得られた限界効用の比をとることで、限界代替

率(marginal rate of substitution: MRS)が算出される。限

界代替率 MRS は、Unmet Needs を一定に維持するに

は、外出数𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒を 1 単位増加させたとき、収入𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒
をいくら減らさなければならないかを表す。すなわち、外

出数が 1 増えることに対する支払い意思額を意味する。  
 

(5) モデルの推定結果 

本研究では、式(4.6)のモデル式 Model 1 を基本とし

て、世帯収入と外出頻度の説明変数を変化させて推計

を試みる。変化させる説明変数と限界代替率の関係を

表 4-12 にまとめる。 
 
Model 1：  

𝑈𝑈𝑈𝑈𝑁𝑁 = 𝛽𝛽𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐  𝑋𝑋𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐 + 𝛽𝛽𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇 𝑋𝑋𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇 + ⋯    (4.6)

𝑀𝑀𝑅𝑅𝑉𝑉 =
𝑀𝑀𝑈𝑈 𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇 
𝑀𝑀𝑈𝑈 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐

=
𝛽𝛽 𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇

 𝛽𝛽 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐
 

 (4.7) 
 

表 4-12 各モデルの説明変数と MRS の関係 
モデル 説明変数 MRS 

Model 1 𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒 R、 𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒 𝑀𝑀𝑅𝑅𝑉𝑉 =
𝛽𝛽𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇

𝛽𝛽𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝑉𝑉𝐼𝐼𝐼𝐼
�  

Model 2 𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒 R、 𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒
2  𝑀𝑀𝑅𝑅𝑉𝑉 =

𝛽𝛽𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇
2𝛽𝛽𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝑉𝑉𝐼𝐼𝐼𝐼𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝑉𝑉𝐼𝐼𝐼𝐼
�  

Model 3 𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒0.5
R、 𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒 𝑀𝑀𝑅𝑅𝑉𝑉 =

𝛽𝛽𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇
2𝛽𝛽𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝑉𝑉𝐼𝐼𝐼𝐼𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝑉𝑉𝐼𝐼𝐼𝐼

0.5�  

Model 4 ln (𝑥𝑥𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑒𝑒 + 1)R、 𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝐼𝐼𝐼𝐼𝑒𝑒 𝑀𝑀𝑅𝑅𝑉𝑉 =
𝛽𝛽𝑇𝑇𝑟𝑟𝑖𝑖𝑇𝑇

𝛽𝛽𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝑉𝑉𝐼𝐼𝐼𝐼𝑥𝑥𝐼𝐼𝑛𝑛𝑐𝑐𝑉𝑉𝐼𝐼𝐼𝐼
�  

 

表4-13に各モデルでの推定結果を示す。なお、Dage 
75 は 75 歳以上を説明するダミー変数、Dfem は女性を

説明するダミー変数、Dwal は 1.5m 以上歩行可能であ

ることを説明するダミー変数、Dclic は運転免許書保有

を説明するダミー変数、thr1、2 は閾値を示す。 
相関関係をみると、どのモデルにおいても 75 歳以上、

女性は Unmet Needs を生じやすく、高所得者、外出頻

度の大きい人、1.5m 以上歩行可能、運転免許書保有

者は生じにくい傾向が見られる。しかし、t 値で判断する

と世帯収入と外出頻度の有意水準は低い。 
図4-39にトリップ数と世帯収入の限界代替率を示す。

推計された限界代替率より、世帯収入が本調査におけ

る平均収入(1.52 万円/日)である個人は、もう一回外出

できることに対して 3～4 万円前後という非常に大きな支

払意思額がすべてのモデルにおいて推計された。これ

は図 3.5 に見られるように Unmet Needs と世帯収入の相

関関係が弱いことに起因するものと考えられる。  
 

表 4-13 Ordered Probit モデルの推定結果 

 

0% 20% 40% 60% 80%

子供や親等の送迎

仕事（農作業含む）

外食

習い事・学習・ボランティア…

趣味・娯楽・スポーツ

友人・親族との面会

行楽

老人会などの会合

買い物（必需品以外）

用事（銀行・郵便局・役場等）

買い物（食料品・生活必需品）

通院（病院・診療所等）

そう思う 多少そう思う

Model 1 Model 3 Model 4

説明変数 Coefficient t -value Coefficient t -value Coefficient t -value Coefficient t -value

Const 0.360 1.939 0.301 1.843 0.397 1.953 0.360 1.939

Income -0.014 -0.255 -0.014 -0.253 -0.014 -0.255

Income^2 -0.0054 -0.379

Trip -0.050 -0.834

Trip^0.5 -0.151 -1.107

ln(Trip+1) -0.162 -1.120 -0.162 -1.120

Dage75 0.322 3.199 0.322 3.197 0.322 3.202 0.322 3.199

Dfem 0.249 2.590 0.246 2.553 0.250 2.593 0.249 2.590

Dwal -0.161 -1.812 -0.163 -1.837 -0.161 -1.810 -0.161 -1.812

Dclic -0.237 -1.798 -0.247 -1.875 -0.236 -1.791 -0.237 -1.798

thr1 0.707 24.688 0.707 24.689 0.707 24.688 0.707 24.688

thr2 0.918 27.642 0.917 27.651 0.918 27.641 0.918 27.642

Sample size 677 677 677 677

LL0 -849 -849 -849 -849

LL1 -831 -831 -831 -831

rho 0.0209 0.0211 0.0213 0.0213

MRS 34061 30368 42705 44305

Model 2
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図 4-39 世帯収入とトリップ数の限界代替率 

 

なお、Model 1 の MRS は、世帯収入に関わらず一定

であるが、その他のモデルは MRS が世帯収入の増加

の伴い減少することを示している。世帯収入の増加に伴

う支払意思額の逓減は、英国財務省(2003) 23)による個

人が消費から得られる効用は、所得の増加伴い逓減す

るとの報告に基づき、MRS が世帯収入と逆比例するよう、

外出頻度と世帯収入の説明変数を操作したためである。 
 

(6) おわりに 

本研究では、高齢者が活動参加によりえられる便

益を計測するため、モビリティの低下を表現する指標

として Unmet Needs 概念を導入し、移動の価値を推

計する手法を提案した。具体的には、満たされない

活動ニーズを把握するために高齢者の外出行動実

態及び Unmet Needs を訪ねる調査を行い、測定され

た Unmet Needs を目的変数として Ordered Probit 
Model による分析を行った。個人属性等の説明変数

を用いて Unmet Needs の説明を試みたが、外出頻度

および世帯収入は有意とはならず、安定した推定結

果を得ることはできなかった。今後、金額面に関して

は、移動と関係の無い収入ではなく、期間内の交通

費や交通機関に対する支払い意思額等の変数に置

き換えることにより再度分析を行う必要があると考えら

れる。 
 

 

4.4 ライドシェアサービスの成立可能性の計測 

 

(1) 背景と目的 

我が国では、特に中山間地域において人口減少、高

齢化が進んでおり、バスや鉄道といった従前の公共交

通サービスの維持が困難になってきている。このような

地域は、人口密度が低く、生活関連施設まで比較的長

距離を移動する必要があるという特徴を有する。一方、

疎な需要に対し足の長い公共交通サービスを日常的な

利用に耐えうるサービス水準のもとで提供することは一

般に困難であり、現時点では自家用車で移動せざるを

得ない状況にある。 
一方で昨今、高齢者による交通事故が多発している

背景から高齢ドライバーの運転免許自主返納の動きが

活発になっている。これにともなって今後、高齢者は自

ら運転する車での移動が難しくなることが予想され、家

族や知人の送迎に頼らざるを得なくなり、その結果、移

動を控えて引きこもりがちになる恐れがある． 
以上を踏まえると中山間地域においては、既存の交

通手段に比べてより安価かつ効率的にモビリティを提供

するサービスを設計、提供することが求められている。 
海外では、Uber や Lyft といったライドシェアサービス

がすでに提供されている。一方、これらのライドシェアは

主に都市部を対象としたものであり、過疎地域の状況に

適したライドシェアについては、事例が限られている。数

少ない例外として、公共交通サービス水準の低い北海

道の天塩町において、ライドシェアサービスを展開する

notteco と天塩町が連携し、住民間のライドシェアに関す

る実証実験を行っている。特に我が国においては、自

家用自動車を有償で運送の用に供することは法で定め

られた例外を除いて禁止されていることから（道路運送

法第 78 条）、収益を目的としない形でライドシェアサー

ビスを設計することが求められる。 
そこで本章では、中山間地域での展開を念頭に、住

民間のボランタリーな送迎を前提としたライドシェアサー

ビスの成立可能性について理論的な検討を行う。具体

的には、Stiglic et al24)が提案した(1)ドライバーが利用者

をピックアップする地点（ミーティングポイント）を予め限

定（空間的ミスマッチの緩和）、(2)利用者とドライバー間

の事前のスケジュール調整（時間的ミスマッチの緩和）

を前提としたライドシェアシステムの中山間地域におけ

る成立可能性を検証する数値シミュレーション解析を行

う。 
 

(2) 既往研究のレビュー 

谷本ら 25)の鳥取県日南町における調査によると、買

い物に行く際に 1 日に 6 往復ほど運行されているバスを

利用する人の割合は 1割程度となっており、買い物に行

く人のほとんどが自家用車で移動している。代替の交通

手段の 1 つとして、佐々木ら 26)は中山間地域における

ライドシェアの意識調査を行っている。  
一方、Furuhata et al27)に整理されているように、ライド

シェアにおけるドライバーとライダーのマッチングについ

ては様々な形態が考えられる。例えば Stiglic et al24)は、

より多くのドライバーがより多くの利用者に相乗りを提供

するために、ミーティングポイントの導入を行っている。ミ

ーティングポイントとは、ドライバーと乗客が落ち合う地

点の事を指し、バス停もミーティングポイントの一つと言

える。図 4-40 のようにいま、ドライバーとライダーが 1 人

ずついる状況を考える。ドライバー・ライダーはそれぞれ

矢印の向きに移動するものとし、矢印横の数字はその

間の時間を指している。これまでのようにドライバーがラ

イダーを出発地から目的地まで送迎を行うとすると、ドラ

イバーは 21 の移動時間が必要であった。これを、ミーテ

ィングポイントを導入し、ライダーの乗降をミーティングポ

イントで行うことで、ドライバーの移動時間を 18 に減らす

ことができる。また、ミーティングポイントは移動時間のみ

ならず移動距離についても同様に短縮可能である。こ

のように、導入によってドライバーの負担を軽減すること

ができるため、マッチング率が上昇することが示されて

いる。さらに、ドライバーの負担を増大させることなく複
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数人のライダーにサービスを提供することができる点もミ

ーティングポイント導入のメリットといえる。 
一方、Agatz et al5)はタイムウィンドウの概念を用いた

ライドシェアシステムを提案している。タイムウィンドウに

ついて図 4-41 を用いて説明する。ここで e は最早出発

時刻、l は最遅到着時刻である。つまり、参加者の移動

は e と𝑙𝑙の間で完了する必要がある。𝑡𝑡𝐼𝐼𝑑𝑑は出発地から目

的地に到着するまでに必要な時間で、e と l の間の時間

から𝑡𝑡𝐼𝐼𝑑𝑑を図 4-41 のように引いたものがタイムウィンドウと

呼ばれる時間である。このタイムウィンドウの中で出発時

刻を調整することにより双方の移動ニーズを満たす形で

ライドシェアサービスを実現することができる。言い換え

ると、ライドシェアを成立させるためには、それぞれのタ

イムウィンドウが重複した時間が存在している必要があ

る。タイムウィンドウ導入の利点は、事前にスケジュール

を調整することにより、マッチングの成立可能性が高まる

点にある。Urber や Lyft をはじめとした都市部を対象と

したライドシェアサービスでは、利便性を重視し、スケジ

ュール調整を行わずにリアルタイムでマッチングするシ

ステムとなっているが、人口が疎な過疎地域においては、

スケジュール調整コストを負担してでもマッチング率を最

大化するシステム設計が望ましいものと考えられる。  
次節では、以上にみたミーティングポイント及びタイム

ウィンドウを導入したライドシェアのマッチングアルゴリズ

ムを概説する。 
 

 
図 4-40 ミーティングポイント 

 

 

図 4-41 タイムウィンドウ 
 
(3) ライドシェアマッチングアルゴリズム 

本研究では、ドライバーの少ない中山間地域におけ

るライドシェアを想定する。ドライバーの負担を軽減する

ため、ドライバーは１度の移動においてライダーの乗降

をそれぞれ１回ずつのみ行うものとする。これらの条件

の上で、ミーティングポイントとタイムウィンドウの導入を

行う。以下で概説するマッチングアルゴリズムは Stiglic 
et al24)により提案されたものであり、詳細は Stiglic et al24)

を参照されたい。 
ライドシェアのマッチングを行う上で、ライドシェアに参

加し得るすべての人は情報 s を有していると考える。個

人の情報 s は全員の情報 S の一部であり、出発地𝑉𝑉𝑠𝑠、

目的地𝑑𝑑𝑠𝑠、同様に最早出発時刻を𝐼𝐼𝑠𝑠、最遅到着時刻を

𝑙𝑙𝑠𝑠とする。参加者のスケジュールに余裕がある場合、 
𝑙𝑙𝑠𝑠 − 𝐼𝐼𝑠𝑠は出発地から目的地までを結ぶ移動時間よりも

長くなる。 
情報 S はドライバーの集合 D と、ライダーの集合 R に

分けられる。D に含まれるドライバーi が、ライドシェアリ

ングに参加してライダーを乗せた場合に許容できる最大

移動時間を𝑇𝑇𝑖𝑖、車両の乗車定員を𝐶𝐶𝑖𝑖とする。また、ライダ

ーj がミーティングポイントへ歩いていける最大歩行可能

距離を𝐼𝐼𝑗𝑗とする。さらに、ドライバーi の出発地、目的地

を𝑉𝑉𝑖𝑖、𝑑𝑑𝑖𝑖、ライダーj の出発地、目的地を𝑉𝑉𝑗𝑗、𝑑𝑑𝑗𝑗と定義する。 
i から j の距離を𝑑𝑑𝑖𝑖𝑗𝑗、二点間の移動時間を𝑡𝑡𝑖𝑖𝑗𝑗とあらわ

す。さらに、少なくとも 1 人は歩いて行けるライダーがい

るミーティングポイントの集合を M とし、ライダーj が乗車

可能なミーティングポイントの集合を𝑀𝑀𝑗𝑗
𝑒𝑒
、同様に下車で

きるミーティングポイントの集合を𝑀𝑀𝑗𝑗
𝑑𝑑とする。次に、乗車

点と降車点の組み合わせを弧 a で表す。ライダーj にと

っての弧は、弧 a の集合𝐴𝐴𝑗𝑗 = �(𝑘𝑘, 𝑙𝑙)�𝑘𝑘 ∈ 𝑀𝑀𝑗𝑗
𝑒𝑒, 𝑙𝑙 ∈ 𝑀𝑀𝑗𝑗

𝑑𝑑�で
表せる。すなわち、ライダーj は𝑀𝑀𝑗𝑗

𝑒𝑒
の中のいずれかのミ

ーティングポイントで乗車し、𝑀𝑀𝑗𝑗
𝑑𝑑の中のいずれかのミー

ティングポイントで下車する。最後に、ミーティングポイン

ト m におけるライダーの乗降にかかる時間を𝜏𝜏𝐼𝐼とする。 
以上のドライバー𝑖𝑖 ∈ 𝐷𝐷、ライダーｊの集合𝐽𝐽 ∈ 𝑅𝑅、弧

 𝑎𝑎 ∈ 𝐴𝐴の 3 つの情報に基づき、ライドシェアリングのマッ

チングを定式化する。以降(𝑖𝑖, 𝐽𝐽, 𝑎𝑎)と表す。上述したよう

に、ドライバー、ライダーともに乗降それぞれ１ヶ所のミ

ーティングポイントにのみ立ち寄ると仮定すると、実行可

能なマッチはすべて 2 ヵ所のみのミーティングポイントの

弧である𝑎𝑎 ∈∩𝑗𝑗∈𝐽𝐽 𝐴𝐴𝑗𝑗で乗降点を持つ。また、ドライバー、

乗車するライダーは同一のルートを通る必要があり、さら

に、解は車両の容量制約のため|𝐽𝐽| + 1 ≤ 𝐶𝐶𝑖𝑖を満たさな

ければならない。加えて、マッチングが成立するために

は参加者全員が𝐼𝐼𝑠𝑠と𝑙𝑙𝑠𝑠の間で同時に、2 つのミーティン

グポイントの弧である a を利用する必要があり、かつドラ

イバーの移動時間が𝑇𝑇𝑖𝑖を超えてはならない。 
ミーティングポイント𝑎𝑎 = (𝑘𝑘, 𝑙𝑙)を用いるマッチ(𝑖𝑖, 𝐽𝐽, 𝑎𝑎)

が時間的に実行可能であることを確認するため、それぞ

れの参加者にミーティングポイント𝑘𝑘（乗車点）におけるタ

イムウィンドウを導入する。参加者𝑇𝑇（i または𝑗𝑗 ∈ 𝐽𝐽）にお

けるミーティングポイント𝑘𝑘でのタイムウィンドウは図 4-42
のように �𝐼𝐼𝑒𝑒𝑔𝑔, 𝑙𝑙𝑒𝑒𝑔𝑔�で表される。ここで、𝐼𝐼𝑒𝑒𝑔𝑔 = 𝐼𝐼𝑒𝑒 + 𝑡𝑡𝐼𝐼𝑝𝑝𝑔𝑔，
𝑙𝑙𝑒𝑒𝑔𝑔 = 𝑙𝑙𝑒𝑒 − (𝜏𝜏𝑔𝑔 + 𝑡𝑡𝑔𝑔𝑙𝑙 + 𝜏𝜏𝑙𝑙 + 𝑡𝑡𝑙𝑙𝑑𝑑𝑝𝑝)である。時間的にマッチ

ングが成立するためには、タイムウィンドウであるこの間

の時間内に共通の時間帯が参加者全員に存在する必

要がある。つまり、図 4-43 のように次の式(4.8)が成り立

たなければならない。 
 

max �max
𝑗𝑗∈𝐽𝐽

𝐼𝐼𝑗𝑗𝑔𝑔, 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑔𝑔� ≦ min �min
𝑗𝑗∈𝐽𝐽

𝑙𝑙𝑗𝑗𝑔𝑔 , 𝑙𝑙𝑖𝑖𝑔𝑔�    (4.8) 

 
max (𝐼𝐼𝑎𝑎𝑥𝑥𝑗𝑗∈𝐽𝐽𝐼𝐼𝑗𝑗𝑔𝑔, 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑔𝑔)は参加者の中で最も遅い最早出

発時刻，min(𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑗𝑗∈𝐽𝐽𝑙𝑙𝑗𝑗𝑔𝑔 , 𝑙𝑙𝑖𝑖𝑔𝑔)は参加者の中で最も早い最

遅出発時刻であり、この 2 つの時刻の間にミーティング

ポイント𝑘𝑘を出発すればライドシェアが成立する。さらに、
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ドライバーが許容できる最大移動時間は𝑇𝑇𝑖𝑖であることか

ら、乗車時間は次の式(4.9)を満たさなければならない。 
 
         𝑡𝑡𝐼𝐼𝑖𝑖𝑔𝑔 + 𝜏𝜏𝑔𝑔 + 𝑡𝑡𝑔𝑔𝑙𝑙 + 𝜏𝜏𝑙𝑙 + 𝑡𝑡𝑙𝑙𝑑𝑑𝑖𝑖 ≦ 𝑇𝑇𝑖𝑖                  (4.9)  

 
ここで、ドライバー𝑖𝑖とライダーの集団𝐽𝐽が𝑎𝑎 = (𝑘𝑘, 𝑙𝑙)でマッ

チするとき、移動短縮距離𝜎𝜎(𝑖𝑖,𝐽𝐽,(𝑔𝑔,𝑙𝑙))は 
 

𝜎𝜎�𝑖𝑖,𝐽𝐽,(𝑔𝑔,𝑙𝑙)� = 𝑑𝑑𝐼𝐼𝑖𝑖𝑑𝑑𝑖𝑖– �𝑑𝑑𝐼𝐼𝑖𝑖𝑔𝑔 + 𝑑𝑑𝑔𝑔𝑙𝑙 + 𝑑𝑑𝑙𝑙𝑑𝑑𝑖𝑖�                

                  +�(𝑑𝑑𝐼𝐼𝑗𝑗𝑑𝑑𝑗𝑗
𝑗𝑗∈𝐽𝐽

− (𝑑𝑑𝐼𝐼𝑗𝑗𝑔𝑔 + 𝑑𝑑𝑙𝑙𝑑𝑑𝑗𝑗))                (4.10) 

 
と定義される。𝜎𝜎(𝑖𝑖,𝐽𝐽,(𝑔𝑔,𝑙𝑙))は、ドライバー、ライダーが相乗り

をせずに個別に移動した際の総移動距離と相乗りをし

た場合の総移動距離の差分として定義されるため、通

常、 𝜎𝜎(𝑖𝑖,𝐽𝐽,𝑡𝑡) は正の値を取る。式 (3) のライダー 𝑗𝑗の
𝑑𝑑𝐼𝐼𝑗𝑗𝑔𝑔𝑑𝑑𝑙𝑙𝑑𝑑𝑗𝑗𝑑𝑑𝐼𝐼𝑗𝑗𝑔𝑔𝑑𝑑𝑙𝑙𝑑𝑑𝑗𝑗、𝑑𝑑𝐼𝐼𝑗𝑗𝑔𝑔𝑑𝑑𝑙𝑙𝑑𝑑𝑗𝑗は歩行可能距離𝐼𝐼𝑗𝑗よりも小

さくなければならない。𝜎𝜎(𝑖𝑖,𝐽𝐽,𝑡𝑡)の値が大きいほど、車両の

持つキャパシティを効率的に活用しているといえる。 
次に、マッチング問題を最適化問題として定式化する

ため、Agatz et al.28)および Stiglic et al24)に倣い、図 4-43
に示す 2 部グラフを定義する。ドライバー𝑖𝑖とライダー𝑗𝑗の
ノードをつくり、ノード間に実現可能なマッチの組があれ

ばそれぞれをつなぐエッジを作成する。さらに、複数の

ライダーの集団𝐽𝐽についてもドライバー𝑗𝑗と実現可能なマ

ッチがあればエッジを作る。エッジは同一のライダー・ド

ライバーのペアに対して複数存在（すなわち、複数のミ

ーティングポイントで乗降可能）する場合があるが、その

場合には最も運転短縮距離が大きくなるものをそのノー

ドにおけるエッジとし、1 組のノード間には 1 つのエッジ

しか存在しないようにネットワークを構築する。各エッジ e
（𝐼𝐼 ∈ 𝐸𝐸）に対して、マッチング参加人数𝑣𝑣𝑒𝑒、最大運転短

縮距離𝜎𝜎𝑒𝑒の 2 つの情報を付与する。図 4-43 の例では、

d2は r1（及び r1, r2のペア）に対して相乗りを提供できな

いことが確認できる。 
 

(a) ミーティングポイント 

(b) マッチング 

図 4-42 が成立するために必要なタイムウィンドウ 

 
 

（括弧内はマッチング参加人数，最大運転短縮距離） 

図 4-43 ２部グラフ 

 
以上に定義した 2 部グラフに基づくマッチング最適化

問題として、マッチング参加人数の最大化と運転短縮距

離の最大化の 2 種類を考えることができる。両者は類似

した解を出すことが想定されるが、完全には一致しない

点に注意が必要である。Stiglic et al24)をもとにその具体

例を図 4-44 に示す。ここでは簡単のためドライバー2 人

（d1, d2）ライダー2 人（r1, r2）、ミーティングポイント 2 地

点（m1, m2）とする。矢印上の数字はノード間の距離を表

している。最も運転距離が短縮されるのは d1もしくは d2

のどちらかのみが 2 人のライダーとマッチをした時であり、

距離を 6 短縮したことになる。一方、それぞれ 1 対 1 で

マッチした場合、全員参加できるが、運転短縮距離は 4
と短くなる。このように、参加人数の最大化と移動短縮距

離の最大で異なる解となる可能性がある。 

図 4-44 運転短縮距離とマッチした人数の関係 
 
本研究では、辞書式目標計画法（lexicographic goal 

programming）の考えに基づき、まずマッチング参加人

数最大化問題を解き、得られた最適解を達成することを

制約条件に加えた上で運転短縮距離最大化問題を解

くことで最適なマッチングを導く。具体的には、マッチン

グ参加者数最大化問題は次のように定義される。  
 

                   max 𝑧𝑧1 = �𝑣𝑣𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒
𝑒𝑒∈𝐸𝐸

                              (4.11)  

         𝑠𝑠. 𝑡𝑡. �𝑥𝑥𝑒𝑒
𝑒𝑒∈𝐸𝐸𝑖𝑖

≤ 1 ∀𝑖𝑖 ∈ 𝐷𝐷,  

                  � 𝑥𝑥𝑒𝑒
𝑒𝑒∈𝐸𝐸𝑗𝑗

≤ 1 ∀𝑗𝑗 ∈ 𝑅𝑅,                         (4.12)  

        𝑠𝑠. 𝑡𝑡.    𝑥𝑥𝑒𝑒 ∈ {0,1} ∀𝑗𝑗 ∈ 𝐸𝐸.  
 
ここで、𝑥𝑥𝑒𝑒はマッチングに参加するかどうか表す決定変

数、𝐸𝐸𝑖𝑖はドライバー𝑖𝑖のエッジの集合、𝐸𝐸𝑗𝑗はライダー𝑗𝑗のエ

ッジの集合である。まず、式(4)の 0-1 整数計画問題を式

(5)の制約条件のもとで解き、解𝑧𝑧1∗を得る。次に以下で定

義される運転短縮距離最大化問題を、式(4)、及び、

∑ 𝑣𝑣𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒 ≥ 𝑧𝑧1∗𝑒𝑒∈𝐸𝐸 の制約条件化で解く。 
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               max 𝑧𝑧2 = �𝜎𝜎𝑒𝑒𝑥𝑥𝑒𝑒
𝑒𝑒∈𝐸𝐸

                               (4.13)  

 
(4) 数値計算 

本研究では、島根県飯南町の地理情報、人口構成

を参考に、乱数を用いた仮想データを作成し、100 回の

繰り返す数値計算を行う。一般的に、中山間地域にお

いては買物や診察などのために離れた地方都市へ出

向くトリップが多い。そこで本研究では、飯南町と広島県

三次市の地理関係を仮想的に想定しマッチング率の分

析を行う。飯南町と三次市はおよそ 30km の距離がある。

本研究では表-1、表-2のように条件を設定して計算を行

う。ただし、後に述べるバスの場合のミーティングポイン

トの数は、表とは異なる。 
本研究においては以下の 3 つの変化を仮定しマッチ

ング率への影響を分析する。 
 

① 出発地の空間的密度の変化 
中山間地域においては居住地が空間的に疎に分布

していることが多い。しかし、ミーティングポイントまで徒

歩でアクセスすることを想定する場合、ドライバー及びラ

イダーの空間分布が大きな影響を与えることが予想され

る。そこで、図 4-45 のようにライダーの居住地の範囲に

ついて 3 通りのシナリオ(OD_Scenario1~3)を想定し、そ

れぞれ一辺の長さが 2km、 3km、 4km の正方形の範

囲に居住地が密集している場合でどのようにマッチング

率に影響があるのかを確認する。ただし、目的地はいず

れの場合も一辺 2km の正方形の範囲に密集しているも

のとする。 

 
② 人口・年齢構成の変化 
今後、高齢化が進行した場合にどのようにマッチング

率が変化するかを検証するため、人口減少・高齢人口

の割合の変化を 2 つ目の変数とする。本研究では島根

県飯南町の人口・人口予測 29)を基に表 4-16 のように 3
通りのシナリオ(P_Scenario1~3)を設定する。また、年齢

別のミーティングポイントまでの歩行可能距離、運転免

許保有率 30)を表 4-17 のように設定する。ただし、ドライ

バーの 5％、ライダーの 20％がライドシェアリングに参加

する意思があるものとして計算を行う。 

 
③ 移動手段の変化 

本研究ではタイムウィンドウを導入した場合のライドシ

ェアの有効性を確認するため、路線バスの場合、ドライ

バーにタイムウィンドウがある場合、ない場合の 3 通りの

シナリオを設定する。バスは、図 4-45 のように設定した

範囲に、それぞれ対角線上におよそ 500m 間隔でバス

停を設置し、1 時間に 1 便の運行頻度とした。ここでは

バス停へたどり着けば確実に乗れるよう時間を設定した。

ドライバーにタイムウィンドウがある場合は、乱数で発生

させた出発時間から 5～15 分の余裕を持たせており、タ

イムウィンドウを考慮しない場合は設定した 8 時～10 時

でどの時間でも出発できるものとした。本研究の結果で

はそれぞれのシナリオを bus、normal、free と区別してい

る。 
 
(5) シミュレーション結果 

出発地、目的地ともにアクセス可能なミーティングポイ

ントが存在し、かつ移動を提供してくれる可能性のあるド

ライバーが存在するライダーの数を、サービス利用意向

を示した全ライダーで割ったものをポテンシャル率と呼

ぶ。また、利用意向を示した全ライダーと、実際にマッチ

ングに成功したライダーの人数の割合をライダーのマッ

チング率と呼ぶ。また、同様にドライバーの場合はドライ

バーのマッチング率と呼ぶ。 

 

① ライダーのポテンシャル率・マッチング率 

図 4-46、図 4-47 にライダーのポテンシャル率、マッチ

ング率の計算結果を示す。図 4-46 よりライダーの居住

地の範囲が広がるほどポテンシャル率が低下しているこ

とがわかる。また、高齢化が進行することで徒歩圏が狭

くなるため、高齢化が進むにつれてポテンシャル率が低

下する傾向にあることが確認できる。しかし、移動手段

がバスであった場合は、高齢化の進行による影響は限

定的であることが確認された。図 4-46、図 4-47 を比較す

表 4-17 年齢別の諸条件 

表４−16 人口減少・高齢化のシナリオ 

図 4-45 ミーティングポイントの配置シナリオ 
10km 

表 4-14 本研究における設定 

表 4-15 ドライバー・ライダーの条件 
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ると、マッチング率が 5~10％程度低下しており、さらに

分散が小さくなる傾向にある。バスを移動手段とした場

合はポテンシャル率とマッチング率は同じ値になってい

る。 
 

② ドライバーのマッチング率 

ドライバーのマッチング率を図 4-48 に示す。bus の場

合は公共交通であるため、ドライバーのマッチング率は

考慮しない。ドライバーのマッチング率については、人

口減少・高齢化による影響は小さい。また、出発地の範

囲が広がるにつれてマッチできる組が減少することから、

ドライバーのマッチング率も低下しているものと考えられ

る。 
 

③ ドライバーの不足によりマッチできなかったライダー

の割合 

徒歩圏内にミーティングポイントがあり、かつ移動を提

供してくれる可能性のあるドライバーが存在するライダ

ーのうち、マッチングが成立しなかったライダーの割合

を図 4-49 に示す。移動手段がバスの場合、ミーティング

ポイント（バス停）に到達できる利用者は必ずサービスを

享受できる一方、ライドシェアの場合、ミーティングポイ

ントに到達できたとしてもドライバーがおらずサービスを

享受できないケースが発生することが確認できる。 
 

 
図 4-46 ポテンシャル率 

 

 
図 4-47 ライダーのマッチング率 

 

 
図 4-48 ドライバーのマッチング率 

 

 
図 4-49 ドライバー不足によりマッチできなかったライダーの

割合 

 
(6) 結論 
 

本研究では、Stiglic et al.1)により提案されたライドシェ

アシステムの中山間地域における成立可能性を数値計

算を通じて確認した。分析の結果、(1) 既存の路線バス

に比べてライドシェアサービスの方がサービスを享受で

きる総数が多い可能性があること、(2) ただし、その効率

は地区の人口分布や高齢化率に依存しており、状況に

よっては路線バスのような形態の方が望ましい場合も存

在することが確認された。  
今回の分析では限られた数値計算を示すのみにとど

まったが、今後、数値計算のシナリオを細かく設定し挙

動の確認を進めるとともに、他のマッチングアルゴリズム

との比較や、実データを用いた分析の実施などを行う必

要がある。また、マッチング率の目標値を設定していくこ

とも今後の課題である。 
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第５章 コネクティビティ改善の価値 
 

 

 
 
5.1 自動運転車のリスク認知と社会的受容性の計測 

 

(1) 研究の背景と目的 

自動運転車（AVs）の実装は、人為的な運転ミス（認

知、判断、操作）の回避、渋滞緩和を通じた旅行時間の

短縮や環境負荷の低減に加えて、過疎地域でのモビリ

ティ確保等、様々な社会的便益をもたらすことが期待さ

れている。一方、本格的な AVs 実装のためには、上に

挙げた社会的便益の計測に加えて、要求される安全水

準や交通事故時の責任の所在といった価値判断を伴う

制度面の意思決定が重要になる。このような価値判断

を含む制度を設計する上では、AVs を社会が受け入れ

るかどうかという社会的受容性を把握しておくことが有用

と考えられる。 
AVs の社会的受容性は、その実装形態（自動運転車

を個人で保有するか、公共交通用の車両として利用す

るか）や、自動化レベル（図 5-1）に依存するものと考えら

れる。この自動化レベルは、国や機関によって定義が

異なり、2020 年 7 月時点で共通化されていないことから、

今後の国際比較を念頭に入れて、ここでは表 5-1 に示

す 4 つの段階を考える。 
本研究では、様々なリスク事象に対するリスク認知を

広く比較する手法を提案した Slovic (1987) 1)の研究を参

考に、導入形態別・レベル別の自動運転システムに対

するリスク認知を把握する。 
 

出典：国土交通省 https://www.mlit.go.jp/common/001226541.pdf2) 
図 5-1 自動運転技術の自動化レベル 

 

表 5-1 本研究で想定する自動化レベル 

レベル 概要 
無人走行および

ドライバーの飲

酒・睡眠 
運転免許 

１ アクセル・ハンドル・ブレーキのい

ずれかをシステムが行う状態 不可 必要 

２ 
アクセル・ハンドル・ブレーキのう

ち複数の操作をシステムが行う状

態 
不可 必要 

３ 
アクセル・ハンドル・ブレーキを全

てシステムが行い、緊急時のみ

運転手が対応する状態 
不可 必要 

４ 
アクセル・ハンドル・ブレーキを全

てシステムが行い、運転手が全く

関与しない状態 
可 不要 

 

(2) 既往研究のレビュー 

Slovicら 1)は、実際のリスクとリスク認知（その対象を各

個人でどの程度リスクと認識するか）の間にズレがあり、

人々はその事象を偏って認知して判断しているのでは

ないかとして、社会にすでに浸透している技術や活動

の便益とリスクの関係を研究するための調査研究を行っ

ている。その研究を通じて、リスクを構成する要素を主 
成分分析することで二次元解析し、リスクの認知地図が

作成された。また谷口ら 3)は、Slovic のリスクを相対的に

分析する研究を応用し、未だ実装されていない AVs の

リスクを検証するための研究を行っている。ドライバー、

同乗者、歩行者としてレベル 3 およびレベル 4 の自動

運転車に対してどの程度リスクを感じるかを「恐ろしさ」

および「未知性」という 2 側面で解析し、リスク認知地図

を作成し、その関係性を明らかにしている。自動運転車

は他項目と比べて「未知性」が高く、実装には社会に対

してその技術の詳細な情報公開を含む合意形成が必

要になるということが指摘されている。 
本研究では、様々なリスク事象に対するリスク認知を

広く比較する手法を提案した Slovic 1)の研究を参考に、

実装形態別・レベル別の AVs に対するリスク認知を把

握する。谷口ら 2)の研究との主要な違いは、動画を用い

て AVs 実装の影響を具体的に想定してもらう点にある。 
 
(3) 調査の設計 

前述の Slovic1)の研究を参考に、表 5-2 に挙げる 20
種類の開発技術の事象に対するリスク認知を尋ねるア

ンケート調査を行う。得られたデータを用いて、他の技

https://www.mlit.go.jp/common/001226541.pdf
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術と自動運転車に対するリスク構成因子の差異につい

て考察する。 
広島県に在住する方を対象に Web アンケートを実施

した（サンプル数 1,442）。なお、未実装の自動運転車に

対するイメージ偏向を防ぐために、AVs 技術の便益・不

便益を解説する動画 4)を視聴してもらっている(図 5-2)。
不便益については、システムエラー、ハッキング、予期

せぬ事態への対応限界の 3 種類の動画を準備し（表 5-
3、詳細は付録のリンク先参照）、被験者間で異なる動

画を視聴してもらうことにより、リスク情報の提示がリスク

認知に及ぼす影響を確認する。 
具体的な調査項目は、Slovic1)に倣い、(1)自動運転

車を含む全 20 項目に対する便益・リスク認知の評点付

け、(2)9 種のリスク構成要素に対する評点付け、(3)リス
クの社会的受容性の 3 つとした（表 5-4）。 

 
表 5-2 着目するリスク事象（20 項目） 

1.原子力,  2.自動車,  3.銃,  4.喫煙,  5.アルコール飲料,   
6.一般的飛行機利用,  7.巨大建設工事,  8.登山,  9.自転車,   
10.エナジードリンク,  11.電力,  12.スキー,  13.鉄道,  
14.遊園地のアトラクション,  15.ドローン,  16.抗生物質（処方薬）,  
17.自動運転車（路線バスレベル３）,   
18.自動運転車（路線バスレベル４）,  
19.自動運転車（自家用車レベル３）,  
20.自動運転車（自家用車レベル４） 

 

 
図 5-2 AVs を説明する動画の概要 

 
表 5-3 AVs の不便益を説明する動画組み合わせパターン 

 
動画

パター

ン 

サンプ

ル数 
動画内容 

Ⅰ ② 206 システムエラ

ーの発生 
  

Ⅱ ③ 206 
ハッキングの

危険性 
  

Ⅲ ④ 206 予期せぬ事態

への対応限界 
  

Ⅳ ②・③ 206 
システムエラ

ーの発生 
ハッキングの危険

性 
 

Ⅴ ②・④ 206 
システムエラ

ーの発生 
予期せぬ事態へ

の対応限界 
 

Ⅵ ③・④ 206 ハッキングの

危険性 
予期せぬ事態へ

の対応限界 
 

Ⅶ 
②・

③・④ 206 
システムエラ

ーの発生 
ハッキングの危険

性 
予期せぬ事態へ

の対応限界 

 

表 5-4 リスクに対する質問項目 

調査票の

種類 質問分野 質問項目 

世帯票 
世帯属性 住所、世帯構成、車両保有台数など 
個人属性 性別、年齢、年収、職業、免許保有有無など 

個人票 

便益(メリット)
評点付け 

最も低い項目を 10 点として、全 20 項目の評点

づけ 
リスク評点付

け 
最も低い項目を 10 点として、全 20 項目の評点

づけ 

受容性の数

値化 

３肢選択（a 現状よりリスクが高くても受け入れら

れる、b 現状のままで受け入れられる、c 現状よ

りリスクが低くないと受け入れられない） 
a および c を選択した場合は、その度合いを

( 倍)で回答 

９種類の評

定 

20 項目それぞれに対して、7 件法で評点付け

（①自発性・②影響の即時性・③リスクについ

ての既知性・④科学的知識・⑤制御可能性・

⑥新しさ・⑦慢性-急性の大惨事・⑧恐ろしさ・

⑨結果の致死性） 
 
(4) 分析結果 

メリット認知とリスク認知の評点の平均値を図 5-3 に示

す。両認知には緩やかであるが負の相関関係が見られ、

メリット認知が高い技術ほどリスク認知が低くなる傾向が

ある。図中の黒色実線はメリット認知とリスク認知の評価

が等しい点を示している。自動運転車を除くリスク事象

はすでに社会に実在するものであることから、多くの項

目のメリット認知の平均評点はリスク認知を上回っている。

自動運転車に関してもメリット認知がリスク認知を上回る

傾向が確認された。 
次に、Slovic (1987) 1)の先行研究を参考に、9 種のリ

スク構成要素に対する評点付けデータを主成分分析に

かけ、リスク認知に関する因子の抽出を行った。結果を

図 5-4 に示す。リスクを構成する 9 種の評定は、「恐ろし

さ」と「未知性」の 2 因子により集約されることがわかる。

これは Slovic1)と同じ結果である。 
抽出したこれら 2 つの因子を座標軸にとり、リスク毎に

得点をプロットしたリスクの認知マップを図 5-5 に示す。

「恐ろしさ」が高い事象は拳銃、原子力、飛行機であり、

エネジードリンク、ドローン、アルコール飲料は相対的に

低い。自動運転車（レベル 3 のバス、レベル 4 のバス、

レベル 3 の自家用車、レベル 4 の自家用車）は、「恐ろ

しさ」ちょうど中間的な位置にある。一方、「未知性」につ

いては、他の技術項目に比して自動運転車のリスク認

知が最も高い。このリスク認知マップの結果から、自動

運転車に対しては、それほど恐ろしくはないが、未知な

ものと認識される傾向にあることが確認された。 
提示するリスク情報の差異がリスク認知に及ぼす影響

を確認するため、視聴した動画毎にリスク認知を算出し

た（図 5-6）。その結果、ハッキングの危険性の動画を視

聴した被験者は恐ろしいと感じやすいことが確認された。 
最後にリスクの社会的受容性を目的変数（c 受け入れ

られないを 1, a, b 受け入れられるを 0）とする 2 項ロジッ

トモデルを構築した。分析の結果、LKS（車線維持支援

装置）利用経験者は受容性が高い一方、システムエラ

ー及びハッキングの動画を視聴した人は受容性が低い

傾向がみられた（表 5-5）。 
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●A:バスレベル３  ●B:バスレベル４ ●C:自家用車レベル 3  ●D:自家用車レベル４ 

図 5-3 メリット認知とリスク認知の関係 
 

 
図 5-4 リスク因子の主成分分析結果 

 

 
●A:バスレベル３  ●B:バスレベル４ ●C:自家用車レベル 3  ●D:自家用車レベル４ 

図 5-5 リスクの認知地図 
 

 

 

 

 
●A:バスレベル３  ●B:バスレベル４ ●C:自家用車レベル 3  ●D:自家用車レベル４ 

図 5-6 動画による提供情報とリスク認知マップ 
 

表 5-5 ２項ロジットモデルによる AVs リスクの受容性の要因

分析 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

(5) まとめ 
本研究では、様々なリスク事象に対するリスク認知を

比較する手法を提案した Slovic (1987)の研究参考に、

2017 年 12 月時点での AVs のリスク認知について検証

を行った。その結果を以下にまとめる。 
① AVs のメリットおよびリスク認知の関係性は既存の項

目の傾向に沿ってメリット認知の方が優位であった

ので、実装の可能性が検証された。 
② リスクの認知地図における分析結果では、AVs は未

知性因子得点が高く、恐ろしさ因子得点は普遍的な

数値を示した。このことから自動運転サービスに関

するリスクの要因としては「未知である」という意味合

いが強く、今後技術の未知性を補える情報や意見

の交換が求められると考察された。 
③ 動画組み合わせによる AVs のリスク分析では、ハッ

キングに対するリスク要素としては、恐ろしさ因子得

点は高くなるという可能性が検証されたので、ハッキ

ングによるテロや情報侵害を防ぐ技術を発展させる

ことはもちろん、その恐れを緩和させるような施策を

官民連携して行うことが重要であると考察された。 
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予期せね事態の対応限界情報提供群 

ハッキング情報提供群 

システムエラー情報提供群 

 

 
 

バスレベル 3 バスレベル 4 自家用車レベル 3 自家用車レベル 4 

Coefficien

t 
t-value 

Coefficien

t 
t-value 

Coefficien

t 
t-value 

Coefficien

t 
t-value 

定数項 0.492 2.60 ** 0.322 1.73 
 

0.527 2.80 ** 0.323 1.73 
 

男性中高年ダミー(40~59) -0.306 -1.96 * -0.242 -1.58 
 

-0.241 -1.55 
 

-0.184 -1.21 
 

女性中高年ダミー(40~59) -0.386 -1.96 * -0.426 -2.17 * -0.542 -2.76 ** -0.251 -1.29 
 

男性高齢者ダミー(60~99) -0.408 -2.19 * -0.403 -2.17 * -0.338 -1.81 
 

-0.357 -1.92 
 

女性高齢者ダミー(60~99) -0.855 -2.50 * -0.531 -1.56 
 

-0.862 -2.50 * -0.377 -1.11 
 

車線維持支援装置利用者 0.549 2.62 ** 0.519 2.58 ** 0.585 2.82 ** 0.438 2.20 * 

動画情報：システムエラー -0.074 -0.58 
 

-0.238 -1.86 
 

-0.250 -1.93 
 

-0.307 -2.40 * 

動画情報：ハッキング -0.059 -0.45 
 

-0.160 -1.24 
 

-0.158 -1.21 
 

-0.148 -1.15 
 

動画情報：予期せぬ事態 0.090 0.69 
 

0.089 0.69 
 

0.115 0.89 
 

0.075 0.59 
 

尤度比 0.270 
 

0.261 
 

0.268 
 

0.259 
 

サンプル数 1442 
 

1442 
 

1442 
 

1442 
 

*: p<0.05, **: p<0.01, ***: p<0.001 
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④ リスクの社会的受容性についての分析では、LKS
（車線維持支援装置）利用経験者は受容性が高い

ため、技術が世間に浸透し、なじみ深いものとなって

いくことで受け入れられやすくなると検証された。ま

た、システムエラー及びハッキングの動画を視聴した

人は受容性が低い傾向がみられたため、エラーを低

減させること及び情報通信技術のセキュリティ強化を

図ることで AVs の受容性を向上させることができると

考察される。 
 
 
5.2 仮想現実選択実験による自動運転バスと LRT の

協調システムの価値の計測 

 

(1) 仮想現実選択実験の目的 

広島市では車車間通信および路車間通信システム

を高度化させて、自動車、路線バス、路面電車の協調

システムの構築に向けて各種事業を進めている。将来

は、自動運転車を加えた安全で人に優しい交通システ

ムの構築を目指している。こうした動きの中、本研究は

路面電車と路線バス利用者（潜在利用者含む）を対象

として、仮想現実（VR）を活用した新しいサービスの詳

細を体感できる調査により、その受容性を計測すること

を目的とする。想定する新サービスは、自動運転走行の

路線バスが路面電車軌道を走行することにより、PTPS
による信号待ち時間の減少や自動車交通の影響を受

けない円滑な運行を可能とするものである。さらに、利

用者は路面電車電停で両方の交通機関を利用可能と

なり、公共交通の運行頻度が増加するとともに目的地の

選択肢も増加するメリットがある。 
現存しない選択肢の需要予測には、従前より SP 調査

が用いられてきたが、想定する仮想的条件を文章で説

明するには限界があり、回答バイアスの削減努力がなさ

れてきた。これに対し、事業前後のイメージを視覚的に

表現することができ直感的な理解を助ける VR は、SP 調

査の課題を拡幅し、交通事業の円滑な合意形成を行う

ことが期待されている。本研究では、この VR の技術を

利用しながら SP 調査を併用することで被験者による更

なる正確な回答を得ることことが期待される。 
公共交通利用者が上記のようなメリットに対して、図

5-7 のイメージ図に示すような未だ存在しない新しい自

動運転バスと LTR の協調システム（協調型 AB-L システ

ム）に対する受容性がどの程度あるのかを計測すること

を目的とする。 
 

 
図 5-7 自動運転バスと LRT の協調システムのイメージ図 

(2) 仮想現実選択実験の概要 

広島市の路面電車起動と路線バスが並行して運行

する舟入南交差点付近を対象として、自動運転バスが

LRT と協調して軌道敷内を走行する VR 選択実験を設

計した。対象区間は図 5-8 の通りである。 
VR ゴーグルには図 5-9 に示す市販品（Acer 社）を使

用し、リアルタイム３D 開発プラットフォーム上で世界中

の開発者が使う VR および AR 体験の開発ツールを提

供している VR ソフト「Unity」で選択環境を開発した。開

発した画面には，画像解像度の高度化，画像間のスト

ーリーの一貫性，効果音の付加，注視点記録機能の追

加などの工夫がなされている。 
LRT と自動運転バスの異モード間協調サービスの社

会的受容性について調べるために、2018 年 9〜12 月、

交通関連イベント会場（広島バスまつり）及び平休日の

買物施設（フジグラン）において， 15 歳以上の合計 90
名のモニターを対象に VR 選択実験を実施した。モニタ

ーは原則として自発的な参加者で有り、VR体験終了後

には、将来協調型 AB-L システムが実現したときの選択

意向を質問した。 
 

 
図 5-8 仮想現実選択実験の対象道路区間 

 

 
図 5-9 仮想現実選択実験で使用した VR ゴーグル 

 

 

 
広島バスまつり会場 

 

 
フジグラン広島 

図 5-10 仮想現実選択実験のシナリオ 
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(3) 仮想現実選択実験の手順とシナリオ 

まず被験者に対して図 5-11 のパネルを利用して、図

に示した５つのシーンの状況を説明する。すべての説

明を終えた後に被験者に VR ゴーグルを着用させ、パ

ネルで説明した 5 つのシーンを VR 体験させる。カメラと

ボイスレコーダーを用意し、VR を体験している間のモニ

ターの注視点や言動を記録した。その後、①VR につい

て、②自動運転について、③今回の VR 選択実験につ

いてという大きく 3 点についてアンケート調査を行った。

VR の前後で人々が自動運転バスに人々の異モード間

協調サービスについての社会的受容性対する印象がど

のように変化するかによって人々の公共交通機関の選

択がどのように変化がみられるのかを調べるためである。 
 

 
図 5-11 仮想現実選択実験のフロー 

 
VR 選択実験で被験者に体験させる VR 動画は大き

く分けて、５つの想定状況に分かれている。 
① 現状の上空鳥瞰シーン（図 5-12(a)） 
まず最初に被験者が体験するのは、現在の道路、信

号機、電停、バス停及び周辺の土地利用など対象区間

の全景を、走行する自動運転バスの上空から鳥瞰する

ことができる。「このバスは道路を走っており、最後にバ

ス停に止まろうとするものの前の信号機が赤信号である

ために前の車が渋滞してバス停にたどり着かない」とい

った現状の交通課題がシナリオとして埋め込まれている。 
② 現状の地上電停シーン（図 5-12(b)） 
次に被験者が体験するのは、現在の運行状況をバス

停から見た視点である。実際にバス停に立って待って

いる被験者が、「バスが思ったように来ない」状況に対し

て被験者がどのように行動するかを調査する。 
③ 将来の上空鳥瞰シーン（図 5-12(c)） 
３つめに被験者に体験してもらうのは、将来、自動運

転バスが路面電車の軌道敷内を追従走行する協調型

AB-Lシステムを鳥瞰するものである。シナリオとしては、

軌道敷内を LRT と共に自動運転バスが走り、両公共交

通機関とも、現在の広島電鉄の舟入南町の電停で停車、

乗客の乗降、乗り継ぎを経て、再び追従走行し、最後に

自動運転バスは軌道敷内から車道へと移動する。 
④ 将来の地上電停シーン（図 5-12(d)） 
４つ目に体験してもらうのは、３つ目のシーンを地上

の電停で待つ乗客から見た視点からのものである。電

停にいて実際に自動運転バスが来たら、どのように乗車

するのかを把握することが出来る。 

⑤ 将来の車内シーン（図 5-12(e)） 
最後に被験者に体験してもらうのは、協調型 AB-L シ

ステムを自動運転バスに乗った車内の視点を表したも

のである。 
こうした VR ゴーグルで実際に被験者が見た体験動

画の一連の流れの行動は動画とともに同期してパソコン

に記録されていており、かつ、VR 体験中に人々がそれ

ぞれの場面でどこを見ているかという注視点も自動的に

記録される。これにより、実験後に人々がそれぞれの場

面において、どこを注視し行動するかを分析うることが

できる。また別途収集した体験前後のアンケート調査デ

ータとの関係性を調べることにより、人々の協調型AB-L
システムに対する受容性を分析することが可能となる。 

 
(4) 仮想現実選択実験前後のアンケート調査 

このVR選択実験の前後にアンケート調査を行い、協

調型 AB-L システムに対する態度や利用意向の変化を

調べた。アンケート調査は 19 題の質問から構成されて

おり、第一部では、VR（バーチャルリアリティ）の知識や

経験について聞くもので、被験者がVRの存在を知って

いるのか、また VR 利用経験の有無によって結果がどう

変わるかを調べた。第二部では、自動運転技術に関す

る知識や経験についてである。被験者が自動運転とい

う最先端の技術を知っているのか、また被験者が考える

自動運転に対するメリットやデメリットを明確にして、被

験者の自動運転に対する知識やその印象を明らかにし

た。第三部では、体験した VR 動画について、それぞれ

のシーンについて被験者がどう感じたかをありのままに

答えてもらうように質問した。そしれ最後の問１８で、 
VR 体験前と VR 体験後で路面電車と自動運転バス

どちらに乗ってみたいか？という交通機関選択につい

て質問している。 
 

 
(a)現状の上空鳥瞰シーン 

 
(b) 現状の地上電停シーン 

 
(c)将来の上空鳥瞰シーン 

 
(d)将来の地上電停シーン 

 
(e)将来の車内シーン 

 

 

 

 

 

図 5-12 仮想現実選択実験のシナリオ 
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(5) アンケート調査データの分析結果 

本アンケートの対象は 90 人であった。サンプル特性

は図 5-13 に示す通りである。モニターの主な移動手段

に関しては路線バスと自家用車が最も多く、次いで原付

バイク、自転車であった。JR や路面電車を加えて、公共

交通機関の利用者がモニターの 6 割と多く、今回の VR
の調査対象である路面電車とバスを使用する人々が全

体の 4 割を占めた。 
VR（バーチャルリアリティ）に対する被験者の利用経

験及び知識については、VR という技術を知っているモ

ニターは 90 人中 80 人（９割）を占め、VR の認知度は高

い。一方、過去に VR を使用した経験を有しているモニ

ターは約 3 割に留まった。 
 

 
年齢 

 
性別 

 
職業 

 
利用交通手段 

 
VR の利用経験 

 
VR の利用経験 

図 5-13 仮想現実選択実験のモニターの特性 

 
アンケートでは被験者の自動運転に関しての認識や

人々の自動運転に対するメリット・デメリットの理解、それ

に加えて自動運転の導入の賛成の有無に関して被験

者に対して質問した（図 5-14）。 
自動運転という言葉を知っている被験者は89人中84

人と多く、世の中への認知が広がっていることが分かっ

た。また、6 割以上の被験者が自動運転の内容まで理

解しており、今回の被験者の自動運転に対する関心の

高さを理解することができた。 
被験者が考える自動運転のメリットは、多いほうから

順に「交通事故の減少」、「運転の手間を省ける」、「渋

滞の緩和」であり、この 3 つで総回答の 8 割近くを占め

た。一方、デメリットについて最も多くの回答があったの

は、「予期せぬ事態の時の対応」と「車の故障時の対応」

であり、全体の半数以上がこうした不測事態の対応につ

いて懸念を抱いている。 

公共交通機関に自動運転を導入することに関しては

有効回答 88 票のうち約 8 割に当たる 68 票が賛成を示

した。本小サンプルのモニターに母集団代表性はない

ものの、自動運転の公共交通機関への導入に前向きで

ある人がいることが確認された。賛成理由としては多様

であり、多方面からメリットを感じていることが分かる。逆

に反対する理由で一番多い回答が「システムエラーに

関して恐怖を感じる」という点で過半数近くを占めた。

「自動運転というシステム自体に不信感がある」という回

答も次いで多く、この新しい技術の安全や安心に関して

不信感を感じていることが明らかになった。 
 

 
「自動運転」の認知度 

 
自動運転のメリット 

 
自動運転のデメリット 

 
自動運転の導入に対する賛否 

 
自動運転導入の賛成理由 

 
自動運転導入の反対理由 

図 5-14 自動運転の認知と導入の賛否 

 
最後に協調型 AB-L システムの選択意向について見

ると（図 5-15）、全体の 8割近くのモニターが利用意向を

示した。この割合は与えられた情報内容が変わっても大

きく変化するものではなかった。本モニターに関しては、

同システムの利用について受容性が認められる。また、

興味深い結果として、地上電停からのシーンを体験して、

「路面電車が来なければ、自動運転バスを使ってみた

い」という意思を持っている被験者が 48 人で全体の半

数以上を占めた。また、「路面電車が同時に来た場合、

自動運転バスに乗車する」と答えた被験者が 23 人と相

対的に多く、自動運転バスが導入された場合、公共交

通機関の中でも自動運転バスを選択的に利用する層が

存在することがわかる。 
また図 5-16 の結果より、VR 選択実験の経験がモニ

ターの協調型 AB-L システムに対する選択意向に高め

る効果があることが確認された。自動運転バスの利用に

対して正の回答を示した割合は 80％を数え，自動運転

バスの分担率は VR 実験前後で 29%から 52%に増加し

た。これは本章前節のリスク認知の分析から得られた

「人は自動運転技術に対して未知性（未知のリスク）を
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感じている」ことと整合性があり、VR 選択実験を経験す

ることで未知性が緩和されたものと考察できる。 
 

 
図 5-15 自動運転の利用意向 

 

 
VR 選択実験前 

 
VR 選択実験後 

図 5-16 VR 選択実験前後の自動運転選択意向の変化 

 
(6) VR 注視点分析 

この節では被験者がVR 選択実験体験中に目を向け

る注視点に焦点をあてる。ここで注視点とは、モニター

は目が向けられた対象画像の中心（各画像に残る白い

丸）を注視していると仮定し、時々刻々移動する視点を

動的に分析したものである。 
まず、VR 選択実験の開始当初は、各モニター共通

の動きが見られる。多くのモニターはまず初めに自動運

転バスの周囲と自分の足元を確認することである。これ

は今回の公共交通機関のバスの世界に来たことで周囲

の環境を確認したり、バスの真上にいるので自分の安

全を確認しようとしたりすることがそのような反応が現れ

たもので思われる。つぎに、バスが動き始めると同時に

被験者の注視点（白い丸）が細かくぶれる。これはバス

の移動に関して恐怖や違和感を感じ、移動している間

も周囲の環境を確認しているためと思われる。 
また、信号のためにバスが停止した時、被験者の多く

はバス停を見たり、その後にバス停の先にある信号機の

方角を見たりすることが少なくない。一方、信号機により

停車している途中に LRT が軌道敷を走行し始めても、

多くの被験者は特に気にかけることなく信号機に注目し

ていた。これは被験者が目の前の渋滞している車の先

にある信号が変化するのを待ち続けていたと推察される。

また、被験者は信号をまちつづけていることに集中して

過ぎ去る LRT にはあまり意識していないことも同時にわ

かった。今後、データの蓄積が欠かせないが、このよう

に、仮想空間であってもある程度現実と同じような注視

行動を行うことが確認されたことは、VR 選択実験データ

の内部妥当性を一部裏付ける証拠になるものと考えら

れる。 
 

 
図 5-17 被験者の注視点 

 

(7) まとめ 

ＶＲ選択実験の結果から被験者を通して、一般の

人々に対して自動運転を用いた公共交通機関の受容

性を見ることに成功した。得られた知見は以下のとおり

まとめられる。 
① VR 選択実験前後自動運転バスの選択意向が高ま

ることを確認した。これから SP 調査を行う前後で VR
を見せることで人々の選択肢に一定の影響を与えた。

これは、協調型 AB-L システムのような新しいサービ

スを地域住民へ説明する際に VR 技術を適切に使

用すれば理解を高めることができる可能性を示唆す

るものである。 
② VR 選択実験後のアンケートにおいてネガティブな

選択肢を選んだ被験者が一定数存在した。その多く

が、VR 選択実験中に視点が安定せずに細かく震え

ていた。このことから自動運転バスに対して、体験中

に少なからず恐怖心を抱いており、それが自動運転

バスの導入に対してマイナスな方向に働いたことが

推測される。 
③ 情報提供内容の異なる 1〜5 のシナリオにおいて、

協調型 AB-L システムの選択に 1 回でもネガティブ

な選択肢を選んだ被験者は 36 人（全体の 4 割）い

る。与えられた情報のフレーミング効果については、

サンプル数を増やし一層の統計分析が必要である。 
④ VR選択実験の動画の質、1回あたりの所要時間（平

均 10分程度）など、被験者の声を取り入れて改善す

る必要があると思われる。 
 
 
5.3 公道実証実験による自動運転バスと LRT の協調

システムの価値の計測 

 

（１） 研究の背景と目的 

現下の社会情勢を前節ではConnected公共交通シス

テム（自動運転バス，路面電車の異モードが電停を共

有して連携するシームレスなマルチモーダルサービス）

の仮想現実(VR)を活用した選択実験を行い、選好意識

調査による自動運転、Connected 公共交通システムの

社会的受容性の計測を実施した。本節では、仮想現実
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(VR)で設定した環境を現実空間に置き換え、路面電車

と協調して軌道敷内を走行する世界初の自動運転バス

の公道実証実験とモニター調査を実施し、自動運転、

Connected 公共交通システムに関する社会的受容性に

ついて確認することを目的とする。 
 

(2) Connected 公共交通システムのイメージ 

実証実験の対象地となる広島市の都心では、国内最

大規模の路面電車ネットワークを有し、路線バス 12 社

の路線が集中している。現状の路面電車と路線バスを

乗り継ぐ場合、電停からバス停への乗継移動が発生し、

切り込みの無いバス停では、バス停車中に後続の一般

車両の走行を阻害し滞留が発生する。本研究で想定す

るConnected公共交通システム（協調型AB-Lシステム）

は、路面電車と路線バスが電停を共有して連携すること

で、利用者の乗継移動の解消や、一般車両への交通

阻害を緩和するサービスを想定している（図 5-17）。また、

路線バスは軌道敷進入・退出や、軌道敷の狭いエリア

で安全な走行が要求されるため、本研究では近年技術

開発の進む自動運転技術の活用を想定した。 
 

  
現状の路面電車と路線バスの交通結節 

 

  
図 5-17 路面電車と路線バスが電停共有した交通結節 

 

(3) Connected 公共交通システム実証実験の概要 

実証実験は以下の日程で行った。実証実験の実施

時間帯は、公共交通機関（路線バス，路面電車）の営

業終了後とした。 
 実施日：2019 年 11 月 16 日(土)～17 日(日) 
 実施時間帯：23：00～5：30（通行規制準備 1h，片

付け 1h を含む．） 
※11 月 12 日(火)～14 日(木)に、実証実験コースの電

波状況の確認、制御システムの動作確認、軌道敷上で

の制動距離の確認、実証実験コースの走行データの取

得等を、23：50～5：30（通行規制準備 1h，片付け 1h を

含む）で実施した。 
実証実験に用いた自動運転バスは、日野ポンチョ型

（図5-18、図5-19）とした． 
 乗車人数：定員28 名、着座8名（安全上、公道実

証実験時は着座のみで実施） 
 全幅、全高、全長：2,080㎜（全幅）×6,990㎜（全長）

×3,100㎜（全高） 
 走行速度：速度維持制御（最高40km/h） 
 自動走行システム： 車線維持制御（GNSS(GPS)）、

速度維持制御（ACC, PCS機能）、車線変更制御、

バス停正着制御 
 

 
図5-18 自動運転バスの座席配置 

 

 
（車両情報：先進モビリティ株式会社資料） 

図5-19 自動運転バス 

 
実証実験では、軌道敷乗り入れ区間の舟入川口町

電停に路面電車（図 5-20）を配置し、自動運転バスの電

停での路面電車後方の自動停止と、路面電車発車後

の自動追従走行を実施した。 
 

 
図 5-20 路面電車（グリーンムーバーLEX（1000 形）） 

 
自動運転バスの軌道敷乗り入れは、広島電鉄舟入川

口町下り電停 (L≒25m)を含む軌道敷乗り入れ区間

(L≒225m)で実施した。モニターは運営本部で乗降し、

運営本部から軌道敷乗り入れ区間の周回ルート（往路

L≒1.9km、復路L≒1.0km）は手動運転により運行した。

運営本部から交通規制をかけた軌道敷乗り入れ区間

（実験区間）までは自動運転バスを手動運転とし、軌道

敷乗り入れ区間内で自動運転に切り替えて走行した

（図5-21、図5-22)。自動運転バスの公道走行実験（軌

道敷乗り入れ～電停停車～軌道敷退出）のイメージは

図5-23、図5-24のとおりである。 
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図 5-21 軌道敷乗り入れ区間横断イメージ（A-A 断面） 

 

 
（この地図は，地理院地図（電子国土 Web）を使用したものである．） 

図 5-22 軌道敷乗り入れ区間（交通規制範囲） 

 

 
図 5-23 江波方面から舟入川口町電停を望む（南→北） 

 

 

     
（軌道敷乗り入れ区間（L≒225m）について交通規制を実施．軌道敷乗り入れ

区間内の走行速度は時速 15km 以下とした．） 

図 5-24 公道実証実験イメージ（軌道敷進入～電停停車～

軌道敷退出） 
 
(4) 実証実験の事前準備 

ルート事前確認，地元警察等からの助言等と、「自動

走行システムに関する公道実証実験のためのガイドライ

ン 平成 28 年 5 月（警察庁）」5)を参考として、公道実

証実験の実施前に表 5-6 の安全確認措置を行い、自動

運転バスが安全に軌道敷上を走行可能であることを確

認した。 
公道実証実験実施前の安全確認措置では、主に表

5-7 の事項について状態を確認し、自動運転バスが軌

道敷上を安全に走行できることを確認した上で、公道実

証実験を実施した。 
 
 

 
 
 
 

表 5-6 自動運転バスの走行に関する安全確認措置 
 主な内容 

実
験
実
施
前 

【措置①：9/26(木)午後】 
・ 実証実験コースの電波状況，周回コースの道路状況等の

確認 

【措置②：11/12(火)朝夕】 
・ 路面電車車両車庫にて，

実験で用いる車両と同形

の路面電車を配置し，車

両認識等の制御システム

の動作確認と，軌道敷で

の自動運転バスのブレー

キ操作時における制動状

況等を確認 

【措置③：11/12(火)23:50～
13(水)5:30，11/13（水）23:50
～14（木）5:30 ※交通規制実

施後】 
・ 実証実験コースにて走行

データを作成し，路面電

車を配置しない状態で走

行データ通りに自動運転

バスが走行できるかを確認． 

実
験
当
日 

【措置④：11/16(土)※交通

規制実施後，実験開始前】 

・ 実証実験コースにて路面

電車を配置し，実験前に

作成した走行データ通り

に自動運転バスが走行で

きるか自動走行の安全性

を最終確認． 

 
表 5-7 自動運転バスの安全確認事項 

項目 確認事項 
実験実施前 ・ バス扉の開閉時に乗降場に接触しないか 

車両走行位置 

・ 軌道の凹凸でステアリングを取られることが

ないか 
・ 軌道の凹凸で電停上屋等に接触すること

はないか 

ACC (Adaptive 
Cruise Control) 

・ 路面電車後方に2段階で停車できるか（1段
階：6m後方で停止，2段階：3ｍ後方で停

止） 
 
自動運転バスの軌道敷上の走行確認では、図5-25

の2ケースで電停乗降場に接触しない走行位置を検討

した。走行確認の結果、Case 1の車両走行位置では路

面に凹凸のある路面上を走行することになるが、バス扉

の開閉、ステアリングへの影響等に問題がないことを確

認した（図5-26、図5-27）。 
なお、電停に近接して正着するための電停に寄せた

走行は、走行中のステアリングへの影響を考慮した場

合に乗降場側面からバス前輪内側までの間隔が最低

483 ㎜必要となるが、軌道上の凹凸形状の無い幅が約

400 ㎜しか無いことから（図5-28）、バスの乗降場接触

の可能性を回避するため、今回の実証実験では内寄り

の走行は実施しなかった。 
 
 
 
 

凡例 

     ：軌道敷乗入区間 
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Case1:線路中心を走行 

 

Case2:線路中心を左輪が走行 

 

図 5-25 車両走行位置 
 

  
図 5-26 車両走行位置（Case1:線路中心を走行） 

 

 
図 5-27 電停への正着状況（Case1:線路中心を走行） 

 

  
※前輪タイヤ内側から車両側面まで283㎜，GPS精度は±150 ㎜， 

ドア開閉には50㎜程度必要 
図 5-28 電停寄りを走行した場合の軌道敷の状況 

 

(5) 実験中の安全対策 

実験中は、実験車両の正面，背面及び側面に「自動

走行システム実証実験中」プレートを表示した（図5-29, 
5-30）。また、実験車両にはドライバー1名、オペレータ1
名を配することで、障害物回避等危険と判断された場

合は、ドライバー、又はオペレータによる強制停止措置

を行うこととした。 
実証実験中の周辺交通，実証実験関係者等の安全

確保のため交通規制を実施した（図5-31, 5-32）．軌道

敷乗り入れ区間の軌道敷と市道1 車線をカラーコーン

で囲い交通誘導員を配置することで，一般車両が軌道

敷内へ進入することのないよう配慮した（図5-33）． 
 

  
図 5-29 実験車両の「自動走行システム実証実験中」表示 

 

 
図 5-30 「自動走行システム実証実験中」プレート 

 

  
図 5-31 舟入川口町交差点付近の交通規制状況 

 

  
図 5-32 舟入川口町電停交差点～実験終点部の交通規制

状況 

 

 
図 5-33 軌道敷乗り入れ区間の交通規制 

 
実証実験は夜間の交通規制を伴った実施のため、町

内会を通じて規制日時、場所、内容を周辺住民に周知

した。また、報道機関に対して実験に関する事前説明

会（2019.11.5）と、実験当日（2019.11.16～17）の取材に

関する広報を実施した。 
 
 
 

凸形状の無い部分の 

幅は約400㎜ 

 
凸形状の最大高さ約20㎜ 
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表 5-8 実証実験実施の広報 
実施日 内容 実施方法と対象 

2019.10.24 実証実験に伴う交

通規制について 

チラシの回覧、掲示周辺住民

（舟入川口町、西川口町、舟

入南1丁目～4丁目) 

2019.10.29 事前説明会につい

て 広島大学HP掲載報道機関 

2019.11.15 実験当日の取材に

ついて 同上 

 
(6) 実証実験の実施 

Connected 公共交通の実証実験は、交通規制の準

備・撤去を除いた 0:10～4:20（4 時間 10 分）で行った。

この中で、モニター試乗は 1 回の自動運転バス試乗時

間を約 25 分として設定し（表 5-9）、1 回当たり 8 人の試

乗を 9 回繰り返し全 72 名のモニター試乗を行った（表

5-10）。 
 

表 5-9 モニター試乗の工程（設定時間：約 25 分） 
① モニター乗車（運営本部） (図5-34(a)) 
② 手動運転によるバス移動(運営本部→軌道敷乗り入れ区間) 
③ バス自動走行（出発点から軌道敷進入→電停で路面電車後方

停止） (図 5-34(b), 5-34(c)) 
④ 電停後部でモニター降車 
⑤ 路面電車の発進後，バスの路面電車後方自動追従（電停後部か

ら電停前部で停止）(図5-34(d)) 
⑥ 電停前部でモニター乗車(図5-34(e)) 
⑦ バス自動走行（軌道敷退出→終点停止） (図5-34(f)) 
⑧ 手動運転によるバス移動(軌道敷乗り入れ区間→運営本部) 
⑨ モニター降車（運営本部） 
 

  
(a) モニター乗車 (b) 軌道敷自動進入 

  
(c) 路面電車後方自動停止 (d) 路面電車後方自動追従 

  
(e) 電停でのモニター乗降 (f) 軌道敷自動退出 

図 5-34 モニター試乗の工程写真 
 

(7) 自動運転バスの走行結果   

試乗 9 回の走行関係データ（走行位置、走行速度、

側方誤差、縦加速度，横加速度）を図 5-35 に示す。走

行速度を見ると、ACC による路面電車後方での 2 段階

の停止時、軌道敷退出時で各走行のバラツキが見られ

た（図 5-35 Velocity）。これは、電停付近の周囲構造物、

警備員、交通規制のためのカラーコーンへのセンサー

の認識誤差によるものと考えられる、側方誤差を見ると、

電停区間で左側に寄ることが多く、各走行でバラツキも

見られた（図 5-35 Lateral error）。これは、電停付近の軌

道敷の凹凸路面性状の影響と考えられる。縦加速度を

見ると、電停からの発信時、軌道敷退出後の車道走行

時に最大約±0.1G が見られた（図 5-35 Accel(front-
back)）。横加速度を見ると、軌道敷進入時、退出時で最

大約±0.05G が見られた（図 5-35 Accel(side)）。 
 

表 5-10 実証実験の工程 (2019.11.16～11.17) 

 
 

 
図 5-35 走行関係データと停車距離 

 
電停で実施した路面電車後方での ACC による自動

運転バスの 2 段階の自動停車状況を図 5-36 に示す。

目標とした路面電車との離隔距離は、1 回目の停止で

6m、その後徐行で路面電車に接近し 2 回目の停止で

3mと設定した。目標値の誤差は 1回目の停止で-0.75m
～2.55m、2 回目の停止で-0.60m～2.95m が発生し、各

走行の停止車間距離でややバラツキが見られた（表 5-
11）。これは認識センサーの誤差による周囲構造物等
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への反応と、ブレーキ制御の減速処理の誤差が要因と

考えられる。 
 

 
※停止制御は 1 回目の停止位置を路面電車の 6m 手前，2 回目の停止

位置を路面電車の 3m 手前を設定した 
図 5-36 路面電車後方の停止車間距離 

 
表 5-11 路面電車後方の停止車間距離 

 
 

(8) Connected 公共交通のアンケート調査結果 

Connected 公共交通の実証実験にあわせて、参加し

たモニターを対象として自動運転バス試乗前後のアン

ケート調査（以下、モニター調査）を実施した。このモニ

ター調査は 72 名という限られたサンプルに基づく調査

であるため、モニター調査結果の一般性を確認するた

め、あわせて一般市場調査を実施した。 
一般市場調査とモニター調査の関係は表5-12のとお

りである。モニター調査の事前調査と事後調査の結果を

比較することで、Connected 公共交通システムの試乗体

験前後におけるリスク認知や利用意向の変化を追跡で

きる。一方、事前調査において、モニター調査と一般市

場調査の結果を比較することで、Connected 公共交通シ

ステムに対するリスク認知や利用意向のサンプル偏りを

検出し、必要であれば偏向修正を行うことができる。 
 

  
図 5-37 モニターアンケート調査の様子 

 
モニター72 名に対するアンケート調査は、自動運転

バス試乗体験の実施前と実施後に、自動運転バスの軌

道進入と路面電車電停の共有に対する社会的受容性

を確認するために行った。 

表 5-12 モニター調査と一般市場調査の関係 

 モニター調査 一般市場調査 

事
前
調
査 

・ 個人属性 
・ 自動運転バスに対する知識，

リスク認知 
・ 現在の交通行動 
・ Connected 公共交通に対する

利用意向 

・ Connected 公共交通シ
ステムの乗車前後にお
けるリスク認知や利用
意向 

事
後
調
査 

・ 自動運転バスに対するリスク
認知 

・ Connected 公共交通に対する
利用意向 

― 

 

まず、年齢構成は、「30 歳代」を除きほぼ均等な人数

構成となった（図 5-38）。性別構成は、「男性」が 83.3％
を占めた（図 5-39）。 
バスの利用頻度は「月に 1回程度」31.9％、「2週間に

1 回程度」16.7％の順で多くなっている。なお、「利用し

ない」は 6.9%となった（図 5-40）。路面電車の利用頻度

は「月に 1 回程度」29.2％、「利用しない」27.8％の順で

多くなっている（図 5-41）。 
自動運転技術に対する認識について試乗前後で比

較すると、自動運転バスのメリットは「交通事故が減少す

る」が試乗前後で最も多い。なお、「渋滞が緩和する」と

答えた人は、試乗前後で 19.4％増加した（図 5-42）。一
方、自動運転バスのデメリットは「予期せぬ事態が起き

た時に柔軟に対応できない」が試乗前後で最も多く、試

乗前後で 12.5％増加した（図 5-43）。 
自動運転バス導入への賛否について試乗前後で比

較すると、自動運転バスの導入について試乗前で 93%
が「賛成する」と答えており、試乗前後で更に 4.2％増加

した（図 5-44）。同様に、自動運転バス導入時の利用意

向を見ると、試乗前で68%が自動運転バスを利用すると

答えており、試乗前後で更に 4.2％増加した（図-5-45）。 
 

 
図 5-38 モニターの年齢構成 

 
図 5-39 モニターの性別構成 

 
 

図 5-40 バスの利用頻度 

 
 

図 5-41 路面電車の利用頻度 

走行距離

停止1回目 停止2回目
停止1回目

(6.0m)
停止2回目

(3.0m)
停止1回目～

停止2回目

1 2019/11/17 0:47 6.50 2.40 0.50 -0.60 4.10
2 2019/11/17 1:11 5.55 2.40 -0.45 -0.60 3.15
3 2019/11/17 1:36 7.15 5.00 1.15 2.00 2.15
4 2019/11/17 2:02 7.05 4.80 1.05 1.80 2.25
5 2019/11/17 2:26 6.70 4.25 0.70 1.25 2.45
6 2019/11/17 2:51 7.70 5.35 1.70 2.35 2.35
7 2019/11/17 3:16 6.95 3.80 0.95 0.80 3.15
8 2019/11/17 3:42 8.55 5.95 2.55 2.95 2.60
9 2019/11/17 4:06 5.25 3.25 -0.75 0.25 2.00

6.82 4.13 0.82 1.13 2.69
5.25 2.40 -0.75 -0.60 2.00
8.55 5.95 2.55 2.95 4.10最大値

路面電車との距離（m） 目標値との誤差（m）

平均値

最小値

RUN DATE

23.6 9.7 23.6 23.6 19.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=72

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳以上

83.3 16.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=72

男性 女性

6.9 31.9 16.7 13.9 15.3 15.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=72

利用しない 月に1回程度 2週間に1回程度

週1回程度 週数回程度 ほぼ毎日

27.8 29.2 20.8 6.9 9.7 5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=72

利用しない 月に1回程度 2週間に1回程度

週1回程度 週数回程度 ほぼ毎日

利用有：67 人、93.1% 利用無：5 人、6.9% 

利用有：52 人、72.2% 利用無：20 人、27.8% 
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図 5-42 自動運転バスのメリット 

 

 
図 5-43 自動運転バスのデメリット 

 

 
図 5-44 自動運転バスの導入について 

 

 
図 5-45 自動運転バスの利用意向 

 
自動運転バス軌道敷内走行について、「安心して乗

れる」、「交通事故にあうリスクが減る」、「路面電車との

乗り継ぎが楽になる」の項目に対して肯定的な意見が

多い（図 5-46）。 
 

 
図 5-46 自動運転バスの軌道敷内走行について 

 

次に、一般市場調査の分析結果を見てみる。一般市

場調査は、限られた参加者によるモニター調査の一般

性を確認するために行った。一般市場調査は、2020 年

3 月 6 日〜9 日の間、広島県在住の住民を対象として

Web 調査で実施した。有効サンプル数は 1035 名であ

った。 
まず被験者の個人属性について、年齢構成は、「20

歳代以下」を除きほぼ均等な人数構成となった（図 5-
47）。性別構成は、「男性」が 54.1％、「女性」が 45.9％と

なった（図 5-48）。 
 

 
図 5-47 年齢構成 

 
図 5-48 性別構成 

 

移動運転技術に対して、「自動運転という言葉は知っ

ていた」を含めて 80％以上の住民が認知していることが

わかる（図 5-50）。 
自動運転技術のメリットに関しては、「交通事故が減

少する」、「運転の手間を省ける」が多く（図 5-51）、デメリ

ットは「予期せぬ事態が起きた時に柔軟に対応できない」

が 77％と高い（図 5-52）。メリット，デメリットともモニター

調査と同様の傾向にある。 
実証実験を行う自動運転バスの導入に対する賛否

は，70％が賛成、30％が反対を表明した（(図 5-53)。賛
成の理由としては「交通事故の減少」が非常に高く（図

5-54）、反対の理由としては「システム自体への不信感」、

「システムエラーによる事故の恐怖」が高い値を示した

（図 5-55）。興味深いことに，公共交通機関の利用者の

うち、従来の公共交通機関と自動運転バスの選択意向

は、各々50％ずつと二つに分かれた（図 5-565）。 
 

 
図 5-49 運転支援システムの利用経験 

 

 
 

図 5-50 自動運転に関する認知度 

58.3 

37.5 

34.7 

12.5 

22.2 

2.8 

2.8 

0.0 

0.0 

1.4 

54.2

40.3

30.6

31.9

13.9

4.2

2.8

1.4

0.0

4.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

交通事故が減少する

運転の手間を省ける

免許を持たない人が移動に困らない

渋滞が緩和する

走行中に自分の時間を作れる

時間通りに目的地にたどり着く

人手不足の解消

保険料が安くなる

車の燃費（維持費）が安くなる

その他

乗車前(n=72)
乗車後(n=72)

63.9 

41.7 

27.8 

12.5 

11.1 

6.9 

5.6 

0.0 

4.2 

76.4

41.7

29.2

16.7

8.3

2.8

0.0

2.8

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

予期せぬ事態が起きた時に柔軟に対応できない

自動運転車以外の車と混在すると危ない

ハッキングの可能性がある

悪天候時にシステムが脆弱である

維持コストが高い

人間の手で運転しない

位置情報により個人情報流出の可能性がある

法整備が整っていない

その他

乗車前(n=72)
乗車後(n=72)

93.0

97.2

4.2

2.8

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗車前(n=72)

乗車後(n=72)

賛成する 賛成しない 無回答

68.0

72.2

27.8

25.0

4.2

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

乗車前(n=72)

乗車後(n=72)

自動運転バス 従来の公共交通機関（路面電車、バスなど） 無回答

1.4

1.4

9.7

1.4

6.9

16.7

9.7

15.3

29.2

41.7

5.5

61.1

51.4

45.8

22.2

27.8

13.9

31.9

16.7

18.0

66.7

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

安心して乗れる

交通事故にあうリスクが減る

従来の公共交通機関より遅れが少なくなる

路面電車との乗り継ぎが楽になる

運賃が安くなる

そう思わない ＜＜ どちらともいえない ＞＞ そう思う

19.9 

16.2 

17.1 

80.1 

83.8 

82.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あなたは現在販売されている運転支援

システム(自動ブレーキ)を利用したこと

がありますか。

あなたは現在販売されている運転支援

システム(ACC：車間距離制御装置)を

利用したことがありますか。

あなたは現在販売されている運転支援

システム(LKS：車線維持支援装置)を利

用したことがありますか。

ある ない

19.4%増加 

認知あり：842 人、81.4% 
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図 5-51 自動運転技術に関するメリット 

 

 
図 5-52 自動運転技術に関するデメリット 

 

 
図 5-53 自動運転バスの導入について 

 

 
図 5-54 公共交通機関利用者の自動運転バスの選択意向 

 
図 5-55 自動運転バス導入賛成の理由 

 

 
図 5-56 自動運転バス導入反対の理由 

 

(9) 終わりに 

本研究では、自動運転バスが車道から軌道敷内に進

入し、電停で路面電車後方に自動停止，追従走行した

後、再び車道へと退出する一連の走行行程を実体験す

る、世界で初めての Connected 公共交通システムの公

道実証実験を通じ社会的受容性を確認した。結果とし

て、従来の公共交通と比較して自動運転バスが社会実

装された後に利用意向をもつ住民は 70％を超えており、

社会的受容性は十分に高い。特に、体験後には渋滞

緩和効果への期待が高まることが示された。一方、乗務

員がおらず予期せぬ事態への対応ができないことに対

する不安が高く、社会への普及に向けて自動運転のリ

スクを払拭するための技術開発が求められることが明ら

かになった。Connected 公共交通システムのような「質の

高い交通」サービスが実現することで、都市の移動環境、

居住環境が変容し、今後のまちづくりに変革をもたらす

可能性があると考える。 
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第６章 まとめ 
 

 

 

 
5.1 研究の総括 
 
本研究で得られた知見を以下の視点で集約する。 

 

(1)交通時間短縮の価値に関する知見 

① 過疎地域における貨客混載サービスに対する多

様な時間短縮価値の計測 

時間価値の異なる多様な利用者が同乗する貨客混

載サービスの運行経路の最適化手法を開発した。 
② 自動運転車内のマルチタスク行動が居住地選択

行動に及ぼす影響の計測 

レベル５の完全自動運転車では移動中にマルチタス

クが可能となり、旅行時間に対する抵抗感が低くなる特

性が都市構造の変化を招く可能性があることを示した。 
③ グリーン・スロー・モビリティサービスの利用価値

の計測 

低速で移動し環境に優しいグリーン･スロー･モビリテ

ィサービスの利用価値を計測し、中山間地域において

GSM の導入の有用性を確認した。 
 
(2) アクセシビリティ改善の価値に関する知見 

① 高齢者の自動車運転免許返納のための診断シス

テムの開発 

認知症等の疾患が進行した高齢ドライバーが、自動

車運転免許を継続して保有し、運転することの妥当性

を計測するための診断システムを開発した。 
② アンメットニーズに基づく高齢者の運転免許保有

の価値の計測 

高齢ドライバーが運転免許保有を継続することの価

値を交通手段選択モデルにより計測した。 
③ 自動車運転免許返納に関する世帯の意思決定構

造の計測 

高齢者当人と家族との間のコミュニケーションを通じ

た集団意思決定構造を組み込んだ免許返納行動モデ

ルを構築し、その有効性を検証した。 
④ 中山間地域におけるライドシェアの成立可能性の

計測 

  運転者と利用者のミーティングポイントを設け、活動 

スケジュール制約のなかで運行するライドシェアの成立

可能性を計測するシミュレーションモデルを構築した。 
 
３．コネクティビティ改善の価値に関する知見 

①  自動運転車のリスク認知と社会的受容性の計測 

自動運転技術に対するリスク認知マップの構築し、住

民は自動運転車に対して他のどの科学技術よりも未知

のリスク認知度が高いことを示した。 
② 仮想現実選択実験による自動運転バスとＬＲＴの

協調サービスの価値の計測 

仮想現実選択実験を通して、現存しない自動運転バ

スとＬＲＴの協調サービスの価値を計測した。 
③ 社会実験による自動運転バスとＬＲＴの協調シス

テムの価値の計測 

世界で初めての自動運転バスとＬＲＴの協調システム

の社会実験を実施し、自動運転バスの走行精度と自動

運転バスに対するリスク認知や利用意向を計測した。 
 
5.2 今後の展望 

 

2019 年度に実施した自動運転バスとＬＲＴの協調サ

ービスの実証実験では、社会的受容性が確認され、技

術的側面からシステムの導入可能性を検証することが

できた。今後も、条件の異なる多様な都市で Connected
交通サービスの検証の蓄積が望まれる。また、2017 年

度に検討した中山間地域で運行する貨客混載サービス

では、時間価値の異なる利用者がひとつのサービスを

共同で利用するときのサービス水準の決定原理として、

功利主義やマクシミン原理などの適用性について検討

した。合理的な意思決定ルールの一般化を図り、交通

政策への判断基準の提案へとつなげる必要がある。 

最後に、バーチャルリアリティを用いた仮想選択実験

は、未知の先端的な開発技術を安全に社会に実装す

るための倫理観を醸成したり、利害関係者が立場を超

えて相互にリスクコミュニケーションとる機会を提供したり

する、有用なＰＩツールになる可能性を示唆した。 
 

（2020 年 7 月受理） 
(2020年7月31日受理） 

 


	図3-11 自分の持っている運転免許証の自主返納に
	ついて考えたことがありますか
	第3章関連の参考文献



